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６．資料 

 
６−１．事業概要資料 
 

＜事業名＞ 

染⾊体線量評価のための AI⾃動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

 

＜機関名＞ 

国⽴研究開発法⼈ 量⼦科学技術研究開発機構 

 

＜事業のポイント＞ 

 

ü 染⾊体異常を指標とする被ばく線量評価において、染⾊体異常の画像判定の標準化

および効率化を⽬指して、⼈⼯知能（AI）技術のひとつである深層学習法を基盤と

した染⾊体画像⾃動判定モデルの開発を⾏う。 

 

ü AI の導⼊により、画像判定が 1 検体（1000 細胞）につき 10 分以下で可能となる

ことが期待でき、⼤規模放射線事故における多検体トリアージ診断⽀援の⼤きな⼒

となる。 

 

ü 本事業で開発したモデルは、量⼦科学技術研究開発機構の基本モデルとする。他の

検査機関での使⽤を考慮した汎⽤化に向けて、多様な品質の画像に対応するための

技術検討やアプリケーション化のための技術検討を⾏う。 

 

＜事業代表者名＞ 

數藤 由美⼦ (量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 

       ⾼度被ばく医療センター 計測・線量評価部 

       ⽣物線量評価グループ、グループリーダー) 

 

＜共同実施者＞ 

なし 

- 841 -



 16 

６−２．研究計画書 
 

 

令和２年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

［染色体線量評価のための AI 自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発］ 

事業計画書 

 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 

數藤 由美子 

 
 これまでの予備研究（AI 導入 Phase 1「フィージビリティ・スタディ」）から、AI の導入は

大規模放射線事故における多検体トリアージ診断支援に有用であることが期待でき

た。そこで本研究では、染色体異常を指標とする被ばく線量評価において、染色体異

常の画像判定の標準化および効率化を目指して、人工知能（AI）技術のひとつである

深層学習法を基盤とした染色体画像自動判定モデルの開発を行う。本事業で開発し

たモデルは、量子科学技術研究開発機構の基本モデルとする。他の検査機関での

使用を考慮した汎用化に向けて、多様な品質の画像に対応するための技術検討や

アプリケーション化のための技術検討を行う。 
 

上記の目的を達成するため、令和２年度は次に示す項目を実施する。 

 

(1) 情報の更新 

通年で染色体線量評価研究・AI 画像解析研究開発の動向を調査し、情報を随時

更新する。（文献調査、関連学会などへの参加・情報収集：３回） 

(2)  AI 導入 Phase 2「実用化研究開発」 

 ①教師データと線量推定用の画像を作成する（Phase 1 で得た約 15,000 枚も活

用）。 

 ②Phase 1 で作成した試作モデルをもとに、①の画像データを用いて訓練と検証を

重ねる。 

 ③本研究の協力者・参加者、検討委員（各分野専門家）により研究会合(２回)・検

討会(１０回)を開催して情報共有し、助言を得る。 
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(3) 成果の公表 

原子力規制庁が開催する成果報告会などにおいて、進捗状況を報告する。 

 

(4) 事業の進捗管理等 

原子力規制庁並びにプログラムオフィサー(PO)及び PO補佐に対し、研究班会議

（事業当初、研究会合時、成果報告会の 1 ヶ月前頃）及び電子メール（月に 1 回程

度）により、事業の進捗を報告するとともに、必要な助言を仰ぐ。特に、事業実施内容

について疑問や変更すべき事項が生じた場合、PO 会合等を通じて報告し、その都度

助言を仰ぐ。 

 

 

 

＜実施体制＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体総括 

數藤由美子（量研） 

調査研究１ 

染色体線量評価および画

像解析技術に関する情報

収集 

染色体線量評価： 數藤由美子（量研） 

画像解析技術： 數藤由美子(量研)・長

田直樹(北大) 

調査研究 2 

AI画像判別による線量評価法開発 

画像作成： 數藤由美子・穐山美穂（量研）、平井百樹（東大）、 

AI 染色体判別モデル開発： 數藤由美子（量研）、外注機関 

線量評価試験： 數藤由美子（量研） 

検討委員： 富永・栗原（量研）、長田直樹（北大）、平井百樹（東大）、嘱

託（産総研・理研・国立保健医療科学院・芝浦工大、各 1 名） 
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＜年間スケジュール＞ 

実施項目 担当者 

令和２年度 令和３年度 

第２ 

四半期 

第３ 

四半期 

第４ 

四半期 

第１ 

四半期 

第２ 

四半期 

第３ 

四半期 

第４ 

四半期 

調査研究

１：情報収

集 

數藤・穐山・長

田 

 

  染色体線量評価および AI 画像判別手法に関する情報収集（随時更新） 

調査研究

2：①画像作

成 

②基本モデ

ルの開発 

 

③検討およ

び結果とり

まとめ 

數藤・穐山・平

井 

 

數藤・外注機

関 

 

數藤・穐山・富

永・栗原長・平

井(東大）、検

討委員 4 名 

 

 染色体画像の作成          （以降、随時必要に応じて増加） 

 

 

 AI 染色体画像判別モデルの開発・検証 

                         汎用化のための 

                            技術検討 

 

 有識者検討会（年 2 回） 

                 とりまとめ・開発品の量研への実装 
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６−３．研究会合 実施記録 
 

 

令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度第 1回研究会合 

 

議事録 

 

 

 

１．日時  令和 3年 3 月 15 日（月）  

①オンライン開催 16：00～17：00 

   ②個別ヒアリング 13：00～14：00 

 

２．場所 ①オンライン開催（QST Webex Pro Meeting） 

②個別ヒアリング（量研機構 計測・線量評価部） 

（千葉市稲毛区穴川4-9-1 第3研究棟L315室） 

 

３．議題 

 （１）議事次第説明 （量研機構・數藤） 

 （２）令和 2年度年度末報告 （量研機構・數藤） 

 （３）臨床適用に関する討議 

 （４）新規収集情報 

 

４．出席者 

 ①オンライン参加 

  數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  富永隆子（量研機構）（研究参加者） 

  長田直樹（北海道大学大学院情報科学研究院、准教授） 

   （専門委員） 
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 ②個別ヒアリング 

  數藤由美子（量研機構） 

  平井百樹（東京大学名誉教授）（専門委員） 

 

５．参考資料 令和 2年度年度末報告（PDF）（事前配布） 

 

６．議事概要 

 

【①・②共通】 

１）數藤より、令和 2年度年度末報告の発表（別添参照）および評価結果の報告が行 

 われ、開発した技術に関して質疑応答があった。 

２）數藤より、令和 2年度学会参加による収集情報について報告が行われた。（日本 

 人類遺伝学会大会参加報告参照）。 

 

【②個別ヒアリング】 

３）平井委員より、年度末報告の内容から、特許申請すべき項目および受理後の更 

 新について助言があった。 

４）平井委員より、大規模原子力災害における臨床への運用に関して助言があった。 

(以下省略) 

 

【①オンライン会合】 

５）長田委員より、画像選択について提案された（内容省略）。今後エルピクセル社と 

 の検討課題とする。 

６）富永医師より、原子力災害発生時の ICU 医療において必要な線量情報と時期、 

 および、被ばく線量と臨床症状の関係・個体差について教示いただいた。サイトカイ 

 ン投与の条件とタイミング、外傷をともなう場合の 72時間以内手術実施（白血球数 

 が落ちる前に実施）の必要性から、本研究成果の大規模災害における有用性が指 

 摘された。 

７）富永医師より、全自動細胞培養システムとはどのようなものかについて質問があ 

 った。 

８）富永医師より、染色体異常判定の再現性について質問があった。（以下省略） 
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９）富永医師より、2011年福島原発事故発生時の ICU準備状況について解説があっ 

 た。数字上、初期 1～2週間は 300～400 床が確保された。 

１０）長田委員より、令和 2年度のバイオインフォマティクス学会年会その他の学会か 

 ら得た、本研究事業に関わる新規情報について解説があった。 

 

以上。 
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令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

染色体線量評価のための AI自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度第 2回研究会合 

 

議事録 

 

 

 

１．日時  令和 3年 3 月 25 日（木）  

①オンライン開催 11：00～12：00 

   ②個別ヒアリング 13：00～14：00 

 

２．場所  ①オンライン開催（QST Webex Pro Meeting） 

②個別ヒアリング（量研機構 計測・線量評価部） 

（千葉市稲毛区穴川4-9-1 第3研究棟L315室） 

 

３．議題 

 （１）議事次第説明 （量研機構・數藤） 

 （２）令和 2年度報告 （エルピクセル社） 

 （３）特許申請に関する報告 ほか （量研機構・數藤） 

 

４．出席者 

 ①オンライン参加 

  數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  富永隆子、栗原治（量研機構）（研究参加者） 

  長田直樹（北海道大学大学院 情報科学研究院）（検討委員） 

  瀧川一学（理化学研究所 革新知能統合研究センター）（検討委員） 

  江藤亜紀子（国立保健医療科学院）（オブザーバー） 

  瀧野望、袴田和巳（エルピクセル社） 

 ②個別ヒアリング 

  數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  平井百樹（東京大学名誉教授）（検討委員） 

 

５．参考資料 令和 2年度年度末報告および評価結果（事前配布） 

 

６．議事概要 
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【①オンライン会合】 

１）袴田氏より AIアルゴリズム開発の年度末報告が行われた。 

 

１−１）質疑応答（回答は省略） 

 ・栗原氏より二動原体より染色体断片の方が成績が良い理由について質問があっ 

  た。 

 ・瀧川委員よりバックボーンの CNNのサイズや深さについて質問があった。 

 ・長田委員より使用した検量線の作成方法について確認がなされた。 

 ・長田委員より、0.5 Gy の線量推定が良くない原因を質問された。 

 

 １―２）意見 

 ・瀧川委員、江藤氏より、進展内容は非常に興味深いとの指摘があった。 

 （以下省略） 

 

２）數藤より、４月〜６月の予定（原子力規制庁委託研究事業の契約締結、委員委嘱 

 の手続き、次回会合の開催について、それぞれの予定日の連絡があった。 

 

 

【②個別ヒアリング】 

３）數藤より、①オンライン会合について、報告がなされた。 

４）平井委員より、提案が３点あった。（以下省略） 

 

 

以上。 
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７−４．画像検討会合 実施記録 
 
 
 

令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度第 1回画像検討会 

 

議事録 

 

１．日時  令和 3年 3 月 6 日（土） 11：00～15：00 

 

２．場所  量研機構 計測・線量評価部 

  （千葉市稲毛区穴川 4-9-1 第 3研究棟 L315 室） 

 

４．参加者 數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  平井百樹（東京大学名誉教授）（検討委員） 

 

５．実施内容 １）2.0 Gy 画像判定 20枚 

 

以上。 

  

- 850 -



 25 

令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度第 2回画像検討会 

 

議事録 

 

１．日時  令和 3年 3 月 9 日（火） 11：00～15：00 

 

２．場所  量研機構 計測・線量評価部 

  （千葉市稲毛区穴川 4-9-1 第 3研究棟 L315 室） 

 

４．参加者 數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  平井百樹（東京大学名誉教授）（検討委員） 

 

５．実施内容 １）2.0 Gy照射標本作製 50枚 

 

以上。 
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令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度第 3回画像検討会 

 

議事録 

 

１．日時  令和 3年 3 月 10 日（水） 11：00～15：00 

 

２．場所  量研機構 計測・線量評価部 

  （千葉市稲毛区穴川 4-9-1 第 3研究棟 L315 室） 

 

４．参加者 數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  平井百樹（東京大学名誉教授）（検討委員） 

 

５．実施内容 １）2.0 Gy照射標本作製 50枚 

 

以上。 
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令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度第 4回画像検討会 

 

議事録 

 

１．日時  令和 3年 3 月 11 日（木） 11：00～15：00 

 

２．場所  量研機構 計測・線量評価部 

  （千葉市稲毛区穴川 4-9-1 第 3研究棟 L315 室） 

 

４．参加者 數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  穐山美穂（量研機構）（研究参加者） 

  平井百樹（東京大学名誉教授）（検討委員） 

 

５．実施内容 １）2.0 Gy照射標本 ギムザ染色３枚 

  ２）画像撮影（１０００細胞） 

 

以上。 
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令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度第 5回画像検討会 

 

議事録 

 

１．日時  令和 3年 3 月 16 日（火） 11：00～15：00 

 

２．場所  量研機構 計測・線量評価部 

  （千葉市稲毛区穴川 4-9-1 第 3研究棟 L315 室） 

 

４．参加者 數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  平井百樹（東京大学名誉教授）（検討委員） 

 

５．実施内容 １）3.0 Gy照射標本作製 ５０枚 

 

 

以上。 
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令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度第 6回画像検討会 

 

議事録 

 

１．日時  令和 3年 3 月 18日（木） 11：00～15 ：00 

 

２．場所  量研機構 計測・線量評価部 

  （千葉市稲毛区穴川 4-9-1 第 3研究棟 L315 室） 

 

４．参加者 數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  穐山美穂（量研機構）（研究参加者） 

  平井百樹（東京大学名誉教授）（検討委員） 

 

５．実施内容 １）2.0 Gy照射標本 ギムザ染色３枚の PNA-FISH 

  ２）画像撮影（１０００細胞） 

 

以上。 

 
  

- 855 -



 30 

令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度第 7回画像検討会 

 

議事録 

 

１．日時  令和 3年 3 月 19 日（金） 11：00～15：00 

 

２．場所  量研機構 計測・線量評価部 

  （千葉市稲毛区穴川 4-9-1 第 3研究棟 L315 室） 

 

４．参加者 數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  平井百樹（東京大学名誉教授）（検討委員） 

 

５．実施内容 １）3.0 Gy照射標本作製 50枚 

 

以上。 
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令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度第 8回画像検討会 

 

議事録 

 

１．日時  令和 3年 3 月 22 日（月） 11：00～15：00 

 

２．場所  量研機構 計測・線量評価部 

  （千葉市稲毛区穴川 4-9-1 第 3研究棟 L315 室） 

 

４．参加者 數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  穐山美穂（量研機構）（研究参加者） 

  平井百樹（東京大学名誉教授）（検討委員） 

 

５．実施内容 １）3.0 Gy照射標本 ギムザ染色３枚 

  ２）画像撮影（１０００細胞） 

 

以上。 
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令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度第 9回画像検討会 

 

議事録 

 

１．日時  令和 3年 3 月 23 日（火） 11：00～15：00 

 

２．場所  量研機構 計測・線量評価部 

  （千葉市稲毛区穴川 4-9-1 第 3研究棟 L315 室） 

 

４．参加者 數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  平井百樹（東京大学名誉教授）（検討委員） 

 

５．実施内容 １）3.0 Gy照射標本 ギムザ染色３枚の PNA-FISH 

  ２）画像撮影（１０００細胞） 

 

以上。 
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令和元年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費 

染色体線量評価のための AI 自動画像判定アルゴリズム（基本モデル）の開発 

令和 2年度第 10回画像検討会 

 

議事録 

 

１．日時  令和 3年 3 月 26 日（金） 11：00～15：00 

 

２．場所  量研機構 計測・線量評価部 

  （千葉市稲毛区穴川 4-9-1 第 3研究棟 L315 室） 

 

４．参加者 數藤由美子（量研機構）（主任研究者） 

  平井百樹（東京大学名誉教授）（検討委員） 

 

５．実施内容 １）標本作製（内容省略） 

 

以上。 
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６−５．学会報告 
 

■ 日本人類遺伝学会 第65回大会（ウェブ開催 11月18日〜12月2日） 

 

・AIを利用した画像診断に関する研究発表は以下の通り。全般に、AIによる画像診断は7割

程度の精度を見込み、最終的判断を下す人間の負担を大幅に減らすことで支援するものと

する傾向にあった。概要は年度末報告書に添付する。本報告では染色体画像が用いられ直

接的なヒントが得られた⑤について概要を示す。 
 
①Prediction of Causative Genes in Inherited Retinal Disorders Utilizing Deep 
Learning Techniques: Report 1.（人工知能を活用した網膜画像解析における遺伝性網膜

疾患診断支援システムの構築）（慶応大・Yu Fujinami-Yokokawa） 
②人工知能を用いた遺伝病の原因遺伝子の探索（京都大・松田 文彦）  
③先天性形態異常症候群の顔貌画像による診断補助の現状（長崎大・三嶋博之） 
④稀少疾患診断とAI（国立成育医療研究センター・要匡） 

 

⑤核型とAI（SRL・別府弘規） 

［概要］ギムザ染色によるG-バンド核型分析のために、AIに染色体画像を学習させることで

染色体の分離と並べ替えの精度向上と自動化、一部の染色体異常の検出を行うことを検討

した。その結果、 

・血液疾患染色体と先天疾患では染色体の長さが異なるため、それぞれ分けて学習させるこ

とで、各々の染色体画像のバンドレベルに合わせた最適なAIパラメータを作製し、この2種類

のAIパラメータを使い分けることで、分離と並べ替えの精度が格段に向上した。  

・分離では染色体同士が密接していたり、複数本の染色体が何か所も重なっていたりするメ

タフェーズを、AIが1本の染色体と認識することが難しい。また、並べ替えでは、バンドレベル

が高すぎるものや低すぎるもの、バンドの濃淡が不鮮明なものがAIのバンドパターン認識が

難しいことが分かった。AIの得手不得手は染色体標本の品質に左右された。 

・AIを使うことで、染色体の分離と並べ替えを行う検査担当者の時間と精神的・肉体的負担

が削減された。 
 

 

以上。 
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６−６．エルピクセル株式会社概要 
 

［企業情報］ 

 住所： 東京都千代田区大手町１－６－１ 大手町ビル６階 

 ホームページ： https://lpixel.net/ 

 事業概要および実績： 東京大学発、ライフサイエンスと画像解析を背景に独自の技術を研

究・開発。オリンパス、富士フィルム、キャノンメディカル等から出資を受け複数の医療、医薬

用システムを開発。医用画像解析ソフトウェア（脳動脈瘤を診断支援する医療機器）が国内

初の薬事・薬機法承認を取得し発売した（2019 年 10 月 15 日）。 

 

 ＊研究事例 （一部抜粋。括弧内は共同研究先） 

  ・Deep Learning を用いた脳動脈瘤検出アルゴリズム（大阪市立大学） 

  ・生物画像自動分類ソフトウェア CARTA（東京理科大学、国立がん研究センター） 

 ＊国家プロジェクトへの参加 

  ・経済産業省 / 戦略的基盤技術高度化支援事業： 生体組織の立体構造情報と人 

   工知能を活用する病理診断支援システム 

  ・科学技術推進機構 / 戦略的創造研究推進事業(CREST)： 栽培植物倍数体のマ 

   ルチオミクス技術開発プロジェクト 

  ・厚生労働省 / 革新的がん医療実用化研究事業： 人工知能技術を用いた大腸内 

   視鏡検査における病変検出・診断支援技術の開発 

 ＊特許 

  ・第 4688954号 能動学習型の生物医学画像自動分類ソフトウェアＣＡＲＴＡ 

  ・第 4696278号 領域分割画像生成方法、領域分割画像生成装置及びコンピュー 

   タプログラム 

  ・第 6329651号 画像処理装置及び画像処理方法 

 ＊論文（2017～13 年分省略） 

  ・2019 年 IMACEL: A cloud-based bioimage analysis platform for morphological  

   analysis and image classification. PLOS ONE DOI:10.1371/journal.pone.0212619 ほか 

  ・2018 年 Deep Learning for MR Angiography: Automated Detection of Cerebral  

   Aneurysms. Radiology DOI: 10.1148/radiol.2018180901 ほか 
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I.  研究要旨 

原子力災害時における避難などの防護措置は、放射線リスク低減のために最も重要な対策の一つ

である一方、住民に対し大きな精神的・心理的・身体的負担を与える。本研究は、過去の災害を

参考にしながら、東京電力福島第一原子力発電所（以下、福島原発という。）事故時の避難に伴

うリスク及び困難をまとめ、福島原発周辺の医療・介護施設における被ばく線量評価シミュレー

ションにより被ばくリスクを定量化し、避難に伴うリスクと比較検討し、その結果を用いたワー

クショップを行い他の原子力発電所立地地域でのより効果的な防護措置立案のための情報を生成

することを目的とする。 

 

当該研究は 3つのパートから成り立つ。 

①災害時における医療・介護施設からの避難の影響について・過去報告の systematic review 

今年度は、PubMed データベースを用いて災害＋避難＋医療施設に関する文献を収集した。結

果、避難に伴う影響についての報告はハリケーン及び原発事故のみに限られ、各文献からの災害

前後での教訓の取りまとめを行った。来年度は、検索対象の文献データベースを拡張し、避難に

伴う影響の文献リストを学術的にまとめる。 

 

②福島原発事故後の地域弱者の緊急避難状況を明らかにするための症例集積研究及びインタビュ

ー調査 

今年度は、福島原発事故後、実際に避難に従事した医療者、行政、自衛隊、DMAT（災害派遣医療

チーム）関係者など、40 名にインタビューを行い、協力を得られた PAZ及び UPZ 内の医療機関

の避難状況について取りまとめた。来年度は、インタビュー結果を PAZ及び UPZ 別に取りまと

め、緊急避難を行う際の課題・困難について抽出する。 

 

③ OSCAARを用いた、福島第一原発周辺の医療・介護施設における被ばく線量評価シミュレーシ

ョンとその結果を用いたワークショップ 

今年度は、福島原発周辺のそれぞれの医療・介護施設における、防護措置の有無に伴う、実効線

量と甲状腺線量を計算した。来年度は、本結果及び、本結果から推定される損失余命を計算の

上、実際に避難に従事した医療者を含むワークショップを行うことで、必要な防護対策について

の情報を生成する。 

 

キーワード：社会弱者、防護措置、避難、レベル 3PSA  
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主任研究者 

 坪倉正治（福島県立医科大学医学部放射線健康管理学講座・主任教授） 

 

研究協力者 
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II.  研究目的 

原子力災害時における避難や屋内退避などの防護措置は、放射線被ばくによるリスクを低減する

ために最も重要な対策の一つである。その一方で、避難は病院や施設に入所している患者や高齢

者など、様々な社会弱者をあぶり出し、社会・身体・経済的などの側面で弱者がより被害を受け

る事態を引き起こす。1福島原発事故の教訓からも多くの弱者が防護措置に伴う健康リスクを負

った。 

 

実際に福島原発事故後の避難の過程において、老人ホームなどの施設入所者、在宅医療を受ける

住民、透析患者、高齢者などは健康被害を受けやすく、十分なケアと対策が必要な社会弱者の典

型例であった。野村らは、震災時に南相馬市で避難を余儀なくされた老人ホームの入所者対する

震災前後における生存解析を行ったが、老人ホーム入所者の震災後の相対死亡率は震災前に比べ

約 2.7 倍に上昇していた。2また、この避難による死亡率の上昇は、福島原発事故から数年間の

中での様々な健康リスクの中で、最大のものであったことが示されている。3そのため、このよ

うな社会弱者における、放射線リスク・放射線以外の避難に伴うリスクを具体的に提示し、定量

化することは、原子力防災上非常に重要である。 

 

その一方で、原子力防災の観点から、社会弱者の防護措置に伴うリスクについての検討は十分に

行われていない。施設敷地緊急事態以降における PAZ(Precautionary Action Zone)圏内や、全

面緊急事態における UPZ(Urgent Protective action planning Zone)圏内外の社会弱者は、緊急

時において屋内退避及び適当なタイミングで避難をすることになっているが、防護措置に伴う放

射線以外のリスク要因の特定、定量化、そのリスクを低減するために必要な方策、並びに避難前

及び避難後にそのような弱者をケアするためのスタッフの維持とその対策など検討が必要な課題

は多い。 

 

本研究は、1）福島原発事故時の避難において、実際に起こったリスク及び困難をまとめ、上述

の防護措置に伴う放射線以外のリスクを俯瞰し定量化すること、及び 2）確率論的安全評価（レ

ベル 3PSA[Probability Safety Assessment]）を用いることにより、防護措置による健康リスク

と、放射線リスクを死亡率や損失余命によって比較する事により、原子力発電所立地地域でのよ

り効果的な防護措置立案のための情報を生成することを目的とする。 

 

本研究は避難しないことを正当化することを目的とはしない。実際にどのような事故が起こりえ

るか、住民の被ばく量がどの程度となるかは事故の規模により千差万別である。その一方で、福

島原発事故の経験は、避難及び防護措置に伴う健康影響の重大さを露呈している。防護措置に伴

う多様な健康リスクがある中で、どのような対策が重要か、ありえるかを明らかにすることを目

的とする。 
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III.  研究方法 

本研究は３つのステップで構成される。 

1.  災害時における医療・介護施設からの避難の影響について・過去報告の systematic 

review 

 

避難リスクの疫学研究について事例をまとめ、メタ解析を行った。それによってこれまで報告さ

れている、放射線被ばく以外のリスクを俯瞰・リスト化し、防護措置に伴うリスクとその対策を

明らかにすることを目標とした。具体的には様々な災害時における医療（入院患者に加え、外来

透析患者含む）・介護施設からの避難を扱った デメリットに関する既報を体系的に整理した。 

 

本年度は、PubMed を用いた文献検索と整理を行ったため、その方法論について以下に示す。 

使用した検索式は以下である（2020.12.28時点） 

 

(((((Disaster*) OR (Hazard)) OR (“Natural Disaster*”)) OR (Disasters[MeSH Terms]))  

AND ((((evacuat*) OR (“Emergency Shelter*”)) OR (“Evacuation Shelter*”)) OR (Emergency 

Shelter[MeSH Terms]))) 

AND (((((“Health Facilit*”) OR (Health Facilities[MeSH Terms])) OR (Hospital*)) OR 

(Hospitals[MeSH Terms])) OR (“Medical Facilit*”)) 

 

補足：[MeSH Terms]とは PubMed のデータベース内で、それぞれの論文がどのカテゴリーかを識

別するために与えられるラベルである。evacuat*とは evacuat の後ろにどのような言葉が来ても

含まれるということを示す。例えば evacuation, evacuate などである。 

 

上記の検索式により、災害に関すること＋避難に関すること＋病院及び介護施設に関することの

3つの用語で文献の絞り込みを行った。その後、一般的な systematic review 方法に基づき、該

当した論文を 2 名の独立した調査者がタイトルと抄録で適格性を審査した。相違が生じたものは

合議の上判定を決定した。（1st screening）そして、本文取得可能であったものを７名の調査者

で分担し適格性を審査した。（2nd screening）対象言語は英語に限定し、組入論文を量的研究と

質的研究、事例報告に分類し、記述された災害の種類や発生地、発生時期、避難に伴う影響、今

後の教訓をまとめた。 

 

最終的な解析に含めた論文は、実際に起こった災害後の病院及び医療施設の避難を扱い（防災・

避難計画や事前のアンケートに関するものは除外した）、その避難する場合と避難しない場合の

両方について量的または質的に評価あるいは考察している論文のみを対象とした。戦争・内戦等

に伴う爆破等の人為災害や、内容として避難の過程のみを述べている論文についても除外した。 
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2.  福島原発事故後の地域弱者の緊急避難状況を明らかにするための症例集積研究及び

インタビュー調査 

 

地域の弱者の緊急避難の状況を明らかにするため、現在までに福島原発事故に関する避難につい

ての公開資料(市町村が公開している資料・書籍、医療法人・個人の出版物、裁判資料等)を用い

て、症例集積研究等としてまとめた。加えて、病院スタッフ、患者本人や家族の承認が得られた

場合にはインタビューを行い、避難の状況についてのデータを収集した。また、病院に保管され

ている診療録を用いた患者の身体的情報についても記載した。 

 

今年度は、福島原発事故後、実際に避難に従事した医療者、行政、自衛隊、DMAT関係者など、

40 名にインタビューを行い、協力を得られた PAZ及び UPZ 内の医療機関の避難状況について取

りまとめた。来年度は、インタビュー結果を PAZ及び UPZ 別に取りまとめ、緊急避難を行う際の

課題・困難について抽出する。 

 

実際のインタビュー時には、浜通り地域における医療・介護施設の避難に、実際に現場で携わっ

た方々（医療・行政・自衛隊・警察・消防・DMATの関係者）に対して、当時が１）どのような

状況にあったかに加え、２）緊急避難時に患者さんに課された医学的な問題はどのようなものだ

ったか、３）患者さんに限らず、病院スタッフにも課された医学的以外の困難な点はどのような

ものだったか、４）それを解決するための方法やサポートとしてどのようなものが実施あるいは

今後必要と考えられるかについて重点的に聞き取りを行った。 

 

聞き取り時間は一人あたり約 30 分から 1時間であり、対面または新型コロナウイルス感染症対

策のため、zoom などのソフトを用いてオンラインで行った。インタビュー内容は、同意いただ

ける場合録音し文字起こしを行い、匿名化した上で研究班内において共有した。「インタビュー

については、一度同意頂いた後でも、答えたくない質問には答えなくて構わないこと、いつでも

インタビューを終わらせることができること、いつでもこの研究について質問することができる

こと、研究結果を論文等にするために提出する前であれば、いつでもこのプロジェクトへの参加

を取りやめることができること。その場合には、インタビューデータは消去すること。」につい

て説明の上行った。上記のインタビューは、福島県立医科大学及び南相馬市立総合病院の倫理委

員会の承認を得た上で行われた。 
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3.  OSCAAR（off-site consequence analysis code for atmospheric release in reactor 

accident）を用いた、福島第一原発周辺の医療・介護施設における被ばく線量評価シミュレ

ーションとその結果を用いたワークショップ 

 

OSCAAR（off-site consequence analysis code for atmospheric release in reactor 

accident）を用いて福島第一原発周辺の医療・介護施設における被ばく線量をシミュレーション

した。その推定に伴う住民の健康影響及び、弱者をケアするためのスタッフにおける被ばく量を

推定し、放射線による健康リスクは放射線防護の概念に基づいて LQ（linear–quadratic dose–

response）モデルなどを用いて仮想的に計算することを目標とした。その結果に基づき、実際に

避難対応に関わった方々を含む医療者とのワークショップを行うことで、今後の防護対策及び必

要な知識や訓練についての情報を生成する。 

 

福島原発周辺の医療・介護施設における被ばく線量評価のために使用した計算条件は以下である。 

 

 

計算は、福島第一原発事故を再現するものではなく、沸騰水型（BWR）原子炉の大規模事故を想

定した以下の事故シーケンスについて実施した。 

 

 

今年度は、福島原発周辺のそれぞれの医療・介護施設における、防護措置の有無に伴う、実効線

量と甲状腺線量を計算した。来年度は、本結果及び、本結果から推定される損失余命を計算の

上、実際に避難に従事した医療者を含むワークショップを行うことで、必要な防護対策について

の情報を生成する予定とする。  

- 870 -



 

 

10 

 

IV.  研究結果と考察 

1.  災害時における医療・介護施設からの避難の影響について・過去報告の systematic 

review 

今年度は、PubMed データベース（https://pubmed.ncbi.nlm.nih.gov/）を用いて災害＋避難＋

医療・介護施設に関する文献を収集した。 

 

 

図：論文選択の経過について 

 

① 論文の検索結果 

方法で示した検索式によって、1171 件の論文が該当となった。1st スクリーニングとして、2 名

の独立した調査者がタイトルと抄録で適格性を審査した結果、920件の論文が除外となった。多

くの論文が、実際の避難の経験を扱うよりも、災害前の防災・避難計画や、アンケート調査によ

るものであった。その後、1stスクリーニングを通過した論文すべての本文の取得を試みたが、

57件は取得不能であった。本文が取得できなかった論文は、古い年代の紙媒体でしか存在しな

いものが多かった。本文の取得が可能であった 194件の論文全文を精査し、７名の調査者で分担

し適格性を審査（2ndスクリーニング）した結果、176 件が不適格と判定され、最終的に 18 件の

論文が解析の対象となった。2ndスクリーニングで不適格と判断した理由は主に、避難に伴う影

響の記載が無い、具体的な事例の記載が無い、避難せずにその場に留まることを選択肢として考

慮していない、本文が英語以外であった、戦争や内戦に伴う人為災害であった、などであった。 

 

対象となった 18 件の論文一覧（筆頭著者、タイトル、災害の種類、避難発生国と避難発生年、

研究の種類）は以下である。各論文のアウトカムの種類及び、具体的記述に関しては本報告書末

尾に添付する。 
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上記の 18 件をその種類別にカウントした表が以下である。 

  

今年度の調査の結果、避難と避難しない場合の影響についての報告は米国におけるハリケーン

11 件、及び日本における原発事故 7件の合計 18 件のみに限られた。災害の発生年は 1 件を除い
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て、2005年以降であり、ハリケーン・カトリーナ（2005年）、東日本大震災（2011年）を扱っ

たものが多くを占めた。 

 

論文内で調査している影響に関しては、上記右図の通りであり、死亡率について扱っているもの

が 10件、ハリケーンでは入院率や居住者の心理的苦痛、認知機能の低下などを扱っている論文

も見られた。 

 

各文献からの災害前後での教訓の取りまとめ（国・自治体レベル、施設レベル、個人レベルに行

うこと別）を行った。下記では、それぞれの論文番号は、解析の対象となった 18 件の論文を指

す。 

 

② それぞれの報告からの教訓について 

a)  災害前に実施すべきこと 

・国、自治体レベル： 

各施設の現状をレビューすること*6 

災害・避難計画（人的・物的・移動手段）をレビュー・策定すること*8,9,12,13,16 

病院避難時の医療費保証の計画を策定すること*8 

被災リスクの高い場所に施設建設を許可しないこと*9 

 

・施設レベル： 

避難計画の立案*16、物的・人的資源の確保をすること*12 

避難訓練*12（災害時に臨時で関わるスタッフ、運転手を含め*16）を実施すること 

外部組織との災害時協力の締結をすること*4 

即時避難を避けるための備蓄をすること*4 

サイコロジカル・ファーストエイドについて学ぶこと*7 

 

・個人レベル： 

災害への意識向上*12 避難訓練へ参加すること*12 

 

b)  災害中に考慮すべきこと 

・避難の有無の決断について 

避難するかどうかは、リスクとベネフィットを鑑みた決断を行うべきである*5, 6, 15 

全施設避難ではなく、ハイリスク orローリスク群のみの避難も考慮される*17 

避難を決断するタイミングははやいほうが良い*17 

メリット：天気・電気・交通状況・スタッフ配置・転院先と患者に関するコミュニケーション

を十分に取れるなど 

 

・避難の有無の決断後 

十分な準備ができるまでは各施設がシェルターの役割を果たすことができる*4 
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避難の有無に関わらず、必要な措置を講じること 

避難する場合：避難援助者への検問通過パス発行*16自治体による避難先の調整援助が必要*4 

       顔見知りの患者・入所者及びスタッフの避難先を同じにすること*16 

避難しない場合：外部からの物資供給*4 入居者の心理的ストレスを減らす工夫をすること*7 

 

・避難を受け入れる施設側の準備*1   

避難者のせん妄対策*15 やスペース確保*16が必要である 

 

・その他 

災害時は平時よりも多いスタッフ数が必要とされる*17 

普段と異なる環境で働くスタッフのケアが必要とされる*13 

医療情報を含んだ IC チップ入りリストバンドや身体への埋め込みが考慮される*18 

 

c)  災害後に行われるべきこと 

・国、自治体レベル 

一つの災害での教訓を活かせるように、防災計画の見直しと水平展開を行うこと*6 

 

・施設レベル 

事例の検証と災害計画のブラッシュアップをすること*15,17  

医療者・介護スタッフのストレス調査*13,ストレスケアを行うこと*16 

避難者のマネージメント・元の施設への復帰の手順を改善すること 

手荷物を避難者とともに戻すこと*10  

避難者の親族のために避難先での滞在先手配すること*17  

短期間入院患者は、もとの入院先に戻さず、避難先施設から退院させること*17 

 

・個人レベル 

患者の日常生活への復帰支援をすること*10 

心理的トラウマのケアを行うこと*15 

 

令和 2年度に行った医学系の学術論文データベースを用いた災害後の避難を扱った報告の収集及

び、災害前後での教訓の取りまとめをベースとして、令和 3 年度は、その方法論を踏襲し、検索

対象の文献データベースを拡張し、避難に伴う影響の文献リストをまとめる。さらに文献の分析

を行い、避難及び避難せずにその場にとどまることに伴う課題・困難を抽出する予定である。 

 

2.  福島原発事故後の地域弱者の緊急避難状況を明らかにするための症例集積研究及び

インタビュー調査 
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① インタビュー対象者について 

インタビューについては、今年度は下記の 40 名に行った。対象者は下記の通りである。個人情

報保護のため、下記では正確な記載を避けている。 

 

・国・県・市町村にて担当者 5名（福島県庁の関係者 3名 国の避難対策担当者 2 名） 

・福島第一原発から 5km内に存在する病院・医療施設の関係者及びその避難に実際に関わった方 

6名 （A 病院の関係者 3名 B病院の関係者 1名、自衛隊関係者 1名、外部医療者 1名） 

・福島第一原発から 20-30km内に存在する病院及び医療施設の関係者 17 名（C 病院の関係者 3

名、D病院の関係者 4 名、E病院の関係者 10 名） 

・その他の避難区域の病院及び医療施設の関係者 5名（F病院の関係者 2 名、G病院の関係者 

2 名、H 診療所の関係者 1名） 

・受け入れ側の医療施設の担当者 7 名（県外での受け入れ担当の医療者 1名 県内の受け入れ

病院の医療者 3名、福島医大の担当者 3名） 

 

インタビュー内容は、同意いただける場合録音し文字起こしを行い、匿名化した上で研究班内に

おいて共有したが、個人情報保護のため、個別の詳細な内容については非公開とする。これらの

インタビューをベースにしながら、協力を得られた PAZ及び UPZ 内の医療機関の避難状況につい

て取りまとめた。 

 

② 20−30km圏内の病院避難状況に関して 

福島原発事故後、20−30km圏内に位置した病院は 2011年 3月 22 日までに全入院患者を退院ある

いは避難（県内外への広域転院搬送）させた。本研究では 20−30km圏内に位置した公立・私立あ

わせて 3つの病院を対象として、医療関係者へのインタビューと公開資料を用いて、この過程で

生じた困難と工夫を記述し、避難が確定しない状況での病院機能維持及び避難確定後の円滑な避

難のための方策を探った。以下の結果は今後の UPZの医療機関の避難を考える際に示唆に富むと

考えられる。 

 

■ 困難点及びそれに対する工夫等 

a)  震災初期の患者受入： 

震災直後から、津波による溺水・外傷患者が数多く運ばれた。通常、緊急搬送時は事前に救急隊

から病院に受け入れ要請の連絡がある。しかし、震災直後は混乱を極めており、無連絡での患者

搬送・受け入れが許容された。搬送時の状態にあわせて、受け入れ・他院への搬送・死亡確認等

が行われた。震災とその後の津波に伴う搬送は震災当日〜数日後まで続けられた。 

 

病院によっては、海岸からの距離が近く、津波の可能性を考慮した受け入れ患者の収容先確保（2

階以上に収容する必要があった）も必要であった。病院 2 階の廊下や会議室等にマットレスを敷

いて対応されたが、エレベーターが使えない等、通常よりも多くの人手を必要とした。スタッフ

の対応可能患者数を超過していた病院もあり、十分な医療提供は不可能であった。余震の中、外

科系の医師を中心に応急処置や必要な場合は手術も行われた。震災直後は放射線被ばくに関して
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は特に対策は行われていなかった。このエリアにおいて、継続的な DMAT 派遣は行われなかった。

震災直後に公的病院に数隊が来院し、数名の高次医療機関への転院搬送を担当したが、被ばくへ

の懸念が生じてからは、DMATの派遣は中止された。 

 

また、20km圏内の介護施設や入院患者、スタッフも受け入れたが、災害前から非常時の協力協定

等が締結されていたわけではなく、スタッフ間の軋轢も生じた。スタッフ間の交流や協力体制は

特に整備されず、各々の施設の患者・利用者を担当し、各病院は場所を貸しているような状態で

あった。 

 

b)  初期の退院・転院調整： 

各病院は独歩可能、家族の送迎が可能、急性期治療が終了したなど、自力退院可能な患者（主に

若年〜壮年層）から退院させたが、医療・介護依存度が高い患者や、社会的背景のために退院で

きない患者の転院調整は各病院スタッフが持つコネクションに委ねられた。東北地方の各病院は

自身も被災しており、20〜30km圏内の病院で対応できない重症患者が発生した場合や、数名ずつ

の小規模転院等を受け入れるにとどまった。このため、20〜30km圏内の病院にとどまっていた入

院患者は、医療・介護依存度が高い高齢者が大多数を占めた。 

 

c)  スタッフの減少と混乱： 

職員自身も被災者であり、原子炉の水素爆発後は避難者が続出したため、十分なケアは提供でき

なくなった。各病院は 3/14の 3号機水素爆発翌日時点で 1/2〜1/3程度しか職員が残らず、避難

しない選択をした職員は役職についていた者が多かった。職員個人の考えだけでなく、その家族

の要請も職員の避難には大きく影響した。この頃から、警備・清掃・給食等の委託業者は大半が

業務を停止し、各病院が直接雇用している職員は委託業者が担っていた業務もまかなう必要が生

じた。これらの業務は医療機関の機能維持及び患者の生命維持に必須であり、職員の持つ医療資

格と関係なく遂行された。また、線量測定器を持つ公的病院では、定時の空間線量測定が行われ

るようになった。このため、この期間の医療の質は必要最低限に制限された。震災から避難完了

までの約 10 日間の間、十分なリハビリを行うことはできず、患者の廃用は進行したという証言も

あった。 

 

スタッフの人数が減少し、個々人の負担が増大したこと、また、初期被ばくに関する情報が錯綜

し、病院運営も先の見通しが立たないことから、スタッフの焦りや苛立ちが日に日に募っていっ

た。各病院では、院内への職員家族の避難を認めたり、定期的な集会を設けたりなど、スタッフ

の士気を維持するための試みが行われた。 

 

d)  インフラの状況・物流の停止 

屋内退避指示（3/15）以降、各病院は深刻な物資不足に陥った。各卸業者は物資の運搬を停止し、

自衛隊や担当者の個人的な動きのみとなった。薬品や炭水化物を中心とした食料は自衛隊が運搬

したが、生鮮食料品はほとんど手に入らなかった。一部病院では職員の自宅からも食料を手に入

れる必要があった。その他、患者の生命維持に必要な酸素や、暖房設備に使用する重油の供給も
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十分ではなかった。これらの物資不足とスタッフ不足は病院機能維持が困難となった大きな要因

であった。 

 

e)  病院避難決定の過程 

各病院によって避難が決定されるまでの過程は異なるが、いずれも混乱を極めた。1 つの病院は

病院上層部のコネクションからの大規模避難受け入れの申し出が避難決定の大きな契機となった。

残りの 2 つの病院は、国が病院避難を決定したことが決定打となった。後者では、避難先は最終

的に避難先県での調整となり、各スタッフが個別に交渉する必要がなくなった。 

 

f)  避難決定以降の搬送準備 

避難決定から開始までの時間はいずれも半日未満と極めて短く、十分な準備は困難であった。各

病院はこの期間で搬送順序や搬送手段（救急車・マイクロバス・自衛隊車両・多目的ヘリ等）の

計画を立てる必要があった。計画の立案と並行して、患者情報提供の準備も進められた。3病院

のうち、1病院は患者情報として患者自身に診療録をもたせることを選択した。他の 2 病院は診

療情報提供書を作成したが、主治医がすでに避難あるいは震災に伴って当該病院へ戻ることがで

きなくなったケースもあり、治療方針や経過等を転院先に過不足なく伝えることはできなかっ

た。病院避難に関して、患者家族への情報提供も避難元病院からは連絡手段がなく、十分に行う

ことはできなかった。エリア内の病院連携はなく、エリア全体の搬送計画も各病院に伝わってい

なかった。公的病院からの搬送開始となったため、私立病院のスタッフは焦燥感に駆られ、スト

レスは増大した。 

 

g)  避難実施 

避難を実施する段階でも、急ごしらえの避難計画では不十分な点が多くあった。当日の天候の影

響を受け、搬送手段が変更になり、搬送中に身体状況が悪化・搬送先を変更したケースもあっ

た。廃用や拘縮等、元の身体状況が脆弱な患者も多く、長時間の移動による患者の身体へのダメ

ージを最小限にするため、毛布やクッション等を用いて工夫が行われた。被ばくスクリーニング

及び身体状況を確認・搬送先を決定する中継地点では、上記に加え、搬送患者の名簿づくりも必

要となった。当初の想定より、患者の乗降に時間がかかったこともあり、各病院の避難完了には

各々３日程度を要した。 

 

h)  その他 

病院避難を行う傍らで、近隣住民の医療需要にも応える必要があった。近隣医療機関の大半は閉

鎖されており、調剤薬局もほぼ全てが休止していた。このため、公的病院では、津波や震災の混

乱で内服薬を紛失したり、定期受診を控えていた近隣住民の緊急調剤を行ったりした。震災当日

が金曜日で院内分の調剤は１週間分程度の余裕があったため、薬剤師は近隣住民の緊急調剤と、

他院分の薬剤鑑定や代替調剤の提案を行った。 
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③ 原発直近の病院避難状況に関して 

福島原発事故後、5km圏内に位置した病院は全入院患者を緊急で避難させた。この避難は現場の

医療従事者の尽力はもちろんのこと、DMAT及び自衛隊など様々な関係者の総力を挙げて行われ

た。本研究は 5km圏内に位置した病院の医療関係者へのインタビューと公開資料を用いて、この

過程で生じた困難を記述し、避難が確定しない状況での病院機能維持及び避難確定後の円滑な避

難のための方策を探ることを行った。 

 

以下では、今年度主に情報を収集した 2 病院について、避難の経緯とその教訓について示す。 

 

(ア) 病院１ 

2011年 3月 11日午後 2時 46分の地震発生後、病院から約 700m の範囲で津波が発生したが、病

院は影響を受けなかった。病院の電力供給は途絶えることなく、ガスや水道も応急処置を施した

後に復旧し、酸素や吸引装置も機能していた。震災当日、病院は地震と津波で負傷した 56名の

救急患者を受け入れ、病院は医療提供を継続した。 

 

2011年 3月 12 日午前 6時 40 分頃、自衛隊員を伴った防護服を着た警察官 2 名が病院を訪れ、

病院長に患者の避難を含む病院の避難を要請した。その際、避難の明確な理由は説明されなかっ

たが、報道で福島第一原子力発電所から 10km 以内の住民に避難命令が出ていることが判明し

た。院長はこれらの事実を考慮し、患者数を減らすために入院患者の一部を避難させることを決

定した。当時の病院には、入院患者 136名、職員 150 名がいた。 

 

2011年 3月 12 日午前 8時 30 分頃、自立して移動できる患者さんの避難を開始した。6人の患者

は自発的に退院した。自立歩行可能な患者 53名と従業員 90 名をバスで、また自衛隊のトラック

で 35名の患者（病院スタッフは同行せず）を避難させた。避難当初は原発の状況が分からなか

ったが、2011年 3月 12 日午後 2時頃、福島県災害対策本部から病院長に電話があり、原発の状

況が極めて深刻であることを知らされ、院長は病院の建物内に残っている患者さんとスタッフの

避難を決定した。 

 

最初の避難後、重症患者 40 人と病院スタッフ 56人が病院の建物内に残った。2011年 3月 12 日

午後、院長が再度の避難を決定後、残っていた全員の避難を開始した。原発事故を想定した患者

の避難計画は作成されていなかったが、病院スタッフが力を尽くし、手を取り合って残った患者

を安全に避難させた。自衛隊のヘリコプターを使って、病院から二本松市に残った人たちを搬送

した。病院のスタッフは、自衛隊トラックを使って、病院から 2km離れたランデブーポイントに

患者を運ぶ作業を行っていたが、患者搬送中の午後 3時 36分、福島第一原発で水素爆発が発生

した。 

 

午後 6時過ぎに自衛隊のヘリコプター（大型 2機、中型 5機）が到着し、病院内の人々はグルー

プ（患者、医師、その他の医療スタッフ、事務スタッフ）に分かれて搬送され、グループごとに

ヘリコプターに乗り込んだ。21名以上の患者さんと 21名の病院職員が最初のヘリコプターに乗
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り込み、二本松市へ向かった。2 機目のヘリコプターには、患者 12 名と病院職員 25名が乗り込

んだが、燃料不足と夜間の視界不良のため、宮城県仙台市の飛行場に移動した。配備されていた

救援ヘリでは残りの人々を搬送することができなくなったため、患者 7 名と病院職員 9名がラン

デブーポイントに残った。不十分な医療機器の中で、残されたスタッフは一晩中、残った患者に

可能な限りの治療を続けた。3月 13日朝、患者と病院職員は最終的に宮城県の飛行場に搬送さ

れ、その後、宮城県の飛行場から再度、自衛隊のヘリコプターで二本松市に搬送された。 

 

患者が別々に避難したため、病院スタッフは患者がどこに避難したか把握出来ない状態となった

が、2011年 3月 16日にすべての患者の場所と状況が確認された。患者に付き添っていた医療ス

タッフは、お互いに助け合って患者の転院先を手配した。転院の手配は非常に困難だったが、医

師の個人的なネットワークにより、入院が必要な患者は数日後には他の病院に受け入れられた。 

 

避難を開始したのは 2011年 3月 12 日であるが、同日末期がんの患者さん 2 名と重症の患者さん

1名が亡くなった。2011年 3月 13日には、重度の心不全の患者さんが死亡。避難してから 1週

間以内に亡くなった患者さんは、上記を含めて 5名（3.7％）であった。病院の調査によると、

避難後 1ヶ月以内に 9名（6.6％）、3ヶ月以内に 17 名（12.5％）の患者さんが死亡している。 

 

(イ) 病院 2 
福島第一原発事故当時、病院には 338名の患者が入院しており、約 40％の患者が高齢者（年齢

65歳以上）で、20 名以上の患者が非経口栄養剤の静脈内投与を必要とし、40 名以上の患者が経

腸栄養チューブを装着していた。病院 2に入院していた患者は大きくは以下の 3つのグループで

避難が行われた。 

 

グループ 1：バスで避難した自立歩行可能な患者さん（n=209）で、2011年 3月 12 日午後 2時頃

に病院から搬送された。避難者の中には高齢者や精神科の患者さんも含まれており、病院の医療

スタッフのほとんどが患者さんと一緒に乗車していた。しかし、避難先が整理されていなかった

ため、患者は公共施設を転々とし、最終的には病院から西に 50km離れた福島県田村市三春町の

一時避難所に 5.5時間かけて移動した。これらの患者さんは、三春町の避難所で一晩過ごし、そ

の後、最終目的地であるいわき市の病院に搬送された。 

 

グループ 2： 2011年 3月 14 日、自衛隊は、単独行動が困難な患者の一部である 34 名をコーチ

バスで避難させた。病院の医療スタッフは患者と一緒に搭乗しておらず、3名の患者が途中で死

亡し、さらに 11名の患者が翌日に死亡した。 

 

グループ 3：上記 2つのグループに含まれず、2011年 3月 15日に自衛隊による支援による避難

した 94 名の患者がいた。このうち 4 名は、避難前の病院で 3月 14 日から 15日の間に亡くなっ

た。また、避難先の施設への避難が完了するまでに 24 名の方が亡くなった。このグループの患

者さんの避難時に病院のスタッフは同乗していない。 
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■ 困難点 UPZの例と比較して異なる点 

・避難時にゴールが見えていることが医療スタッフの士気の維持につながっていた。 

・対応すべき患者数と医療者数のバランスが保てていない事例があった。 

・情報伝達手段が、UPZに比べてさらに確保が厳しい状態であった。 

・行政との連携が前もってなされていたかどうか。 

・医療関係者間のネットワークがワークしたかどうか。 

・患者さんのケアを連続的に行うことが出来たかどうか。 

・医療者の権利保障 (ex. DMAT vs ボランティア) 

 

上記困難点に関しては、今後 PAZ 内のもう一つの病院の状況をまとめた上で、3つの病院を比較

する形で示す予定である。 

 

令和 2年度行った東京電力福島第一原子力発電所事故後、実際に避難を支援した医療者、行政、

自衛隊、DMAT関係者へのインタビューの結果を用いて、令和 3 年度は、追加のインタビュー調

査の実施によりその不足分を補いながら、結果を PAZ及び UPZ 別に取りまとめ、緊急避難を行う

際の課題・困難について抽出する予定である。 
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3.  OSCAAR（off-site consequence analysis code for atmospheric release in reactor 

accident）を用いた、福島第一原発周辺の医療・介護施設における被ばく線量評価シミュレ

ーションとその結果を用いたワークショップ 

 

OSCAAR（off-site consequence analysis code for atmospheric release in reactor 

accident）を用いて福島第一原発周辺の医療・介護施設における被ばく線量をシミュレーション

した。 

 

 

上記は 2018年における福島第一原子力発電所周囲における風配図である。時期によって風向き

が大きく異なることが分かる。 

 

下記に実際にインタビューを行った 

・20-30km圏内の病院の存在する地域 

・20km圏内に存在する病院 

・5km圏内に存在する病院 3 つ 

 

の計 5地点における OSCAARによる被ばく線量シミュレーション結果を示す。 

 

それぞれ炉停止からの時間における、空間線量率の変化、１時間あたりの実効線量、１時間あた

りの甲状腺線量、積算の実効線量、積算の甲状腺線量について、防護措置のあるなしごとに 95%

タイル値および中央値を示した。棒グラフは、7 日間の積算線量の 95%タイル値に対する経路別

線量である。なお、いずれの線量も成人に対する値を示している。 

 

まず、20-30km圏内及び 20km圏内の病院について防護措置を何も行わない場合の線量を、国際

原子力機関（IAEA）の定めた包括的判断基準である実効線量 100 mSv 及び甲状腺 50 mSv と比較
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してみると、いずれの病院についても実効線量で 100 mSv を上回る箇所は見られなかった。一

方、甲状腺に対する包括的判断基準については、いずれの病院においてもこれを上回る線量とな

った。ただし、防護措置を講じた場合の線量と比較すると、実効線量と甲状腺等価線量のいずれ

も包括的判断基準よりも低い値となった。次に、5km圏内の 3つの病院に対して、同様の比較を

行うと、2つの病院については 20-30km圏内及び 20km圏内の病院と同様に甲状腺等価線量の

み、包括的判断基準を上回っていた。一方、1つの病院については実効線量でも包括的判断基準

を上回っており、今回解析条件として設定した事故シナリオの場合には、施設の有する潜在的な

リスクとしてこれらの包括的判断基準を超え得ることが分かった。 

 

このほか、経路別の寄与を棒グラフで見てみると、グランドが支配的な場合と、吸入及びクラウ

ドが支配的な場合に大別することができる。前者の例としては 20-30km圏内の病院、後者の例と

してはその他の病院が該当する。これは、放射性物質が飛来した時に降雨が生じ、放射性物質が

その場に沈着したか否かによる違いによるものである。すなわち、放射性物質が飛来しても降雨

がなければその場に沈着する放射性物質は比較的少なく、吸入とクラウドが支配的な被ばく経路

となる。一方、降雨によって大量の放射性物質が沈着すると、それらの沈着物からの外部被ばく

がその後も継続的に生ずることとなり、グランドが支配的な被ばく経路となる。 

 

 

 

図：20-30km圏内の病院（左上：地図、左下：炉停止からの経過時間と地点の空間線量率 灰色

の線は放射性物質の放出期間を示す、真ん中上：炉停止からの経過時間と積算実効線量、真ん中

下：炉停止からの経過時間と１時間あたりの実効線量、右上：炉停止からの経過時間と積算甲状

腺線量、右下：炉停止からの経過時間と１時間あたりの甲状腺線量） 

棒グラフ中の「クラウド」とは飛来した放射性物質からの外部被ばくを指し、「グランド」は沈

着した放射性物質からの外部被ばくを指す。以下同様。 
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図：20km圏内の病院（左上：地図、左下：炉停止からの経過時間と地点の空間線量率 灰色の

線は放射性物質の放出期間を示す、真ん中上：炉停止からの経過時間と積算実効線量、真ん中

下：炉停止からの経過時間と１時間あたりの実効線量、右上：炉停止からの経過時間と積算甲状

腺線量、右下：炉停止からの経過時間と１時間あたりの甲状腺線量） 

 

図：5km圏内の病院 1（左上：地図、左下：炉停止からの経過時間と地点の空間線量率 灰色の

線は放射性物質の放出期間を示す、真ん中上：炉停止からの経過時間と積算実効線量、真ん中

下：炉停止からの経過時間と１時間あたりの実効線量、右上：炉停止からの経過時間と積算甲状

腺線量、右下：炉停止からの経過時間と１時間あたりの甲状腺線量） 
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図：5km圏内の病院 2（左上：地図、左下：炉停止からの経過時間と地点の空間線量率 灰色の

線は放射性物質の放出期間を示す、真ん中上：炉停止からの経過時間と積算実効線量、真ん中

下：炉停止からの経過時間と１時間あたりの実効線量、右上：炉停止からの経過時間と積算甲状

腺線量、右下：炉停止からの経過時間と１時間あたりの甲状腺線量） 

 

 

図：5km圏内の病院 3（左上：地図、左下：炉停止からの経過時間と地点の空間線量率 灰色の

線は放射性物質の放出期間を示す、真ん中上：炉停止からの経過時間と積算実効線量、真ん中

下：炉停止からの経過時間と１時間あたりの実効線量、右上：炉停止からの経過時間と積算甲状

腺線量、右下：炉停止からの経過時間と１時間あたりの甲状腺線量） 
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今年度の計算結果として、場所によって被ばく線量が大きく異なることが示されている。この令

和 2年度に行った東京電力福島第一原子力発電所周辺のそれぞれの医療・介護施設における、防

護措置の有無に伴う実効線量と甲状腺等価線量の計算結果をベースとして、令和 3 年度は、本結

果から推定される損失余命や死亡率を用いて、実際に避難措置に従事した医療者を含むワークシ

ョップにて、参加者と議論・検討を行うことで、必要な防護対策についての情報を生成する予定

である。 
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V.  参考資料 

Systematic Review の対象となった 18 件の論文におけるアウトカムの種類及び、その具体的記

述 
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１ 事業の概要 
 
 
1.1 事業の目的  

原子力施設や放射線施設においては、放射線防護に係る法令の遵守を確実にするた

め、放射線の遮蔽安全評価が実施される。本研究では、今後の ICRP2007 年勧告等の

国内法令取入れにおける外部被ばく実効線量換算係数等の改訂に対応するため、遮蔽

安全評価法と使用データを適切に見直す手順を検討し、放射線規制の効率的な運用に

資する技術ガイドラインを作成する。  
本研究で作成する技術ガイドラインは、施設の遮蔽安全評価に際して、事業者自ら

が本ガイドラインを参照して勧告の取り入れを行うことを可能とすることを目指すと

ともに、一方で安全審査において事業者が申請に使用する遮蔽安全評価法の妥当性確

認に資することを目指す。  
技術ガイドラインに従い、線量を分かりやすく迅速に計算できる簡易遮蔽計算コー

ドを開発し、代表的なベンチマーク問題に対して、海外の同種コード及びモンテカル

ロ法シミュレーションとの比較検証を行うことで、遮蔽安全評価の見直しが適切かつ

妥当に行われていることを確認する。  
また、遮蔽安全評価技術のレベル維持のための若手人材の育成を図る。  

 

1.2 実施項目  
上記の目的を達成するため、2020年（令和2年）度は次に示す項目を実施する。な

お、 ICRP2007年勧告を含む、放射線遮蔽線量の安全評価に係る最新の勧告を総称して

「新勧告」と呼ぶこととする。  
(1) 遮蔽線量評価への新勧告取入れに係る海外対応調査  

海外で規制利用される代表的なγ線遮蔽計算コードとその計算法の妥当性を示す資

料を購入して、最新の遮蔽線量計算における新勧告対応状況を調査する。また、海外

の遮蔽安全評価に係る専門家に対するアンケート調査を通じて、施設・機器の遮蔽安

全評価に新勧告がどのように反映されているか実態調査を行う。調査結果をまとめ

て、本事業で実施する新勧告による見直しの範囲と方針を提案するとともに、見直し

の課題を整理する。  
(2) 新勧告取入れによる遮蔽線量評価法の見直し手順の開発  

(1)の調査結果を踏まえて、国内で利用される遮蔽線量評価法に対して、新勧告取入

れによる見直し手順を検討する。新勧告による変更点を整理して、遮蔽線量評価法と

使用データの見直し項目を決定し、個別に見直しの手法とその妥当性の確認の仕方を

提案する。この提案に基づき、新勧告取入れで見直しを要する遮蔽線量計算用データ

を外注作業により効率的に整備する。  
(3) 遮蔽線量評価法の適用性拡張に係る研究  

新勧告の取入れによる線量評価の範囲拡大に対応するため、γ線遮蔽計算法の適用

性拡張を検討する。この検討に基づき、実際に適用性を拡張した点減衰核積分法コー
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ドを効率的に開発するため、外注作業を実施する。なお、コード開発は次年度に引き

継がれ、最終的に開発したコードを用いて (2)で整備した新しいデータに基づく遮蔽計

算を実施し、 (1)で購入した最新の海外規制利用コード等の結果と比較して、遮蔽線量

評価法の見直し手順を検証する予定である。  
(4) 成果の公表  

原子力規制庁が開催する成果報告会において、上記（1）から（3）に関する成果を

報告する。また、日本原子力学会において成果の発表を行う。  
(5) 事業の進捗管理等  

本事業のプログラムオフィサー（以下、POと呼ぶ。）及びPO補佐に対し、研究班

会合及び月報を通じて、事業の進捗を報告するとともに必要な助言を仰ぐ。特に、事

業実施内容について疑問や変更すべき事項が生じた場合、報告して都度助言を仰ぐ。  

さらに、研究協力者らを委員とする研究レビュー委員会を設置し、放射線安全・防

護に係る各位の専門の立場から、本事業について幅広く意見を求める。  
遮蔽安全評価技術のレベル維持のため、遮蔽安全評価に携わる若手が参加する学会

ワーキンググループを通じた人材育成活動を行う。  
 

1.3 実施体制  
 図1-1に事業の実施体制を、研究担当者らの役割とともに示す。  
 

 
図 1-1  事業実施体制  
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事業を実施する機関と事業代表者（図1-1の研究主任者）は下記のとおりである。  
 

＜事業実施機関名＞  
 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所  
 

＜事業代表者名＞  
平尾 好弘  （国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所  

海上技術安全研究所  海洋リスク評価系  
システム安全技術研究グループ 上席研究員）  

 

1.4 実施期間 

全体の事業期間は、2020 年（令和 2 年）度から 2021 年（令和 3 年）度までの 2 年

である。表 1-1 に 2020 年度の年間事業スケジュールを示す。  
 

表 1-1  年間事業スケジュール（2020 年度）  

実施項目  

令和２年度  

第１  
四半期  

第２  
四半期  

第３  
四半期  

第４  
四半期  

(1) 遮蔽線量評価への新勧

告取入れに係る海外対応調

査  

      
海外の規制利用コードの対応状況調査  

 
海外の専門家ヒアリングによる実態調査  

☆調査結果報告  

(2) 新勧告取入れによる遮

蔽線量評価法の見直し手順

の開発  

         遮蔽計算法の見直し範囲決定  
             

見直し手順の検討  
見直し手順の確立☆  

 
新勧告取入れを反映した遮蔽計算用データの作成（外

注）  

(3) 新勧告を踏まえた遮蔽

線量評価法の適用性拡張に

係る研究  

          
遮蔽線量評価法の適用性拡張研究  

       
新勧告を反映した簡易遮蔽計算コードの開発（外注）  

(4)及び (5) 成果公表、事

業進捗管理等  
研究班会議 ☆  ☆  ☆  ☆  ☆  ☆  
(各月末に月報送付 )      年次報告会  ☆  
                 学会発表☆  
     研究レビュー委員会  ☆     ☆  
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２ 遮蔽線量評価への新勧告取入れに係る海外対応調査  
 
 

海外の原子力主要国で規制利用されているγ線遮蔽線量計算について、新勧告、あ

るいは最新の知見の対応状況を、次の調査によって明らかにし、その結果を踏まえて

本事業において適切と考えられる遮蔽線量評価法の見直し範囲を決定する。  
・海外の規制利用コードの対応状況調査  
・専門家のヒアリングによる実態調査  

本事業では、次章以降、本章で決定した見直し範囲に基づいて、遮蔽線量評価法の

拡張、及び新勧告に対応した遮蔽計算用データと計算コードの開発を行う。  

 
2.1 海外の規制利用コードの対応状況調査  
2.1.1  調査手順  

海外で規制利用される γ 線遮蔽線量計算コードを選定して、技術仕様・機能、及び

V&V 検証項目を調査して、本事業にとって適切と考えられる遮蔽線量計算法の見直し

範囲を決定する。調査手順は次のとおり。  

・調査対象となる海外の規制利用コードの選定  
・選定コードの技術仕様・機能の整理と本事業における受容性評価  
・選定コードに対する V&V 検証項目の整理と本事業における受容性評価  
・研究協力者らによる受容性評価結果の確認  
・以上を踏まえて、本事業で実施する遮蔽線量計算法の見直し範囲の決定  
 
2.1.2 調査対象の規制利用コード選定  

調査対象とする海外の規制利用コードを選定する。  
表 2-1 に、原子力主要国で許認可利用実績のあるγ線遮蔽線量計算コードシステム

の例を示す。多くは商用ライセンスとなって更新が継続されており、開発元のサポー

トを受けられる状況にある。なかでもアメリカの MicroShield[2-1]は、提供する遮蔽計

算コードの信頼性・妥当性を示すための V&V パッケージソフトを併売しており、遮

蔽計算に対する V&V の検証項目と方法を調査することが可能である。また、2020 年

8 月に最新の MicroShield Pro Version 12 がリリースされたばかりであり、遮蔽計算に

対する新勧告対応等の状況を知るのに好適である。以上をふまえて、MicroShield Pro
とその V&V パッケージソフトを調査対象に選定した。  

 
2.1.3 規制利用コードの技術仕様の整理と受容性評価  

MicroShield Pro は、γ線の遮蔽計算を実行するプログラムだけでなく、入力の作成

を容易にし、また出力を分かりやすく表示するためのグラフィカルなユーザサポート

ツールを備えた統合的なシステムソフトウェアである。  
まず、MicroShield Pro のマニュアルを参照して、入力の作成、出力の内容、及びサ

ポートツールの機能について技術仕様（あるいは機能）を調査した。  
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次に、各技術仕様に対して、本事業の目的である新勧告対応、及び期待される技術

レベルの観点から、本事業で見直しを検討する遮蔽線量計算法（遮蔽線量計算用デー

タを含む。）の仕様として適切かどうかの受容性評価を行った。最後に、受容性が比

較的高く評価された仕様に対して、遮蔽計算コード開発のポイントを考察した。  
付録Ⅰに、MicroShield Pro の技術仕様、受容性評価、及び計算コード開発のポイン

トを並べた一覧表を示す。表中、受容性評価の結果を示す記号の意味は次のとおりで

ある。  
（本事業への受容性評価の結果を表す記号の意味）  
○：  MicroShield Pro に実装された当該仕様について、本事業で見直す遮蔽計算法

の範囲に含めるか、または遮蔽計算コードの開発項目として採用する。  
△：  部分的に採用する。場合によっては、部分的に修正して採用する。  

✕：  不採用、または優先度が低い。場合によっては、仕様の新設を要する。  
 

△または✕の評価が付いた仕様については、付録Ⅰの一覧表中「仕様の技術評価コ

メント」列に評価の事由を示すとともに、「コード開発ポイント」列に仕様の修正、

あるいは仕様の新設の考え方を記載した。  
 

表 2-1  ガンマ線遮蔽計算評価を行うための海外規制利用コードの例  

コード・ソフトウ

ェア名称  
開発国  最終更新・

文献発表年  
配布状況  
（開発元）  

妥当性確認状況  

MicroShield[2-1] アメリカ  2020 年  商用（Grove 

Software）  

開発元による V&V

資料及び V&V パッ

ケージソフト提供  

RANKERN[2-2] イギリス  2016 年  商用（The 
ANSWERS 

Software）  

開発元による V&V
資料  

NARMER-1[2-3]

（MERCURE-6 
[2-4]の後継）  

フランス  
 

2017 年  不明  
（フランス原

子力庁 CEA）  

開発元による V&V
資料  

 

2.1.3 規制利用コードに対する V&V 検証項目の整理と受容性評価  
MicroShield V&V Package は、MicroShield Pro の V&V を実施する独立したモジュー

ルの実行と、その結果をまとめた V&V レポートの作成をサポートするツールを集め

たパッケージソフトである。MicroShield Pro とは独立して販売されているが、計算結

果の妥当性を証明することが求められる場面、例えば許認可に係る遮蔽安全評価にと

っては不可欠のツールと考えられる。  

まず、MicroShield V&V Package のマニュアルを参照して、V&V の検証項目とその

目的、及び検証方法について仕様調査を行った。次に、各検証項目について、本事業

の目的である新勧告対応、及び期待される検証レベルの観点から、本事業で見直しを
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検討する遮蔽計算法（遮蔽計算用データを含む。）の仕様として適切かどうかの受容

性評価を行った。最後に、受容性が比較的高く評価された仕様に対して、V&V のポイ

ントを考察した。  
付録Ⅱに、MicroShield V&V Package の検証項目と目的、検証方法、本事業への受容

性評価、V&V のポイントを並べた一覧表を示す。表中、受容性評価の結果を示す記号

の意味は次のとおりである。  
（本事業への受容性評価の結果を表す記号の意味）  
○：  MicroShield V&V Package に実装された当該検証項目を、本事業で見直す遮

蔽計算法、または開発する遮蔽計算コードに対して実施する。  
△：  部分的に実施する。場合によっては、部分的に検証方法を修正して実施す

る。  

✕：  検証不要、または優先度が低い。場合によっては、別の検証方法を要する。  
 

△と✕の評価を付けた検証項目については、付録Ⅱの一覧表中、「本事業で実施する

V&V のポイント」列に評価の事由を示すとともに、検証方法に修正が必要な場合はそ

の考え方を記載した。  
 

2.1.4 受容性評価結果の確認と質疑対応  
 以上の調査をもとに、本事業で見直すべき遮蔽計算法の技術仕様について検討を重

ねたところ、より広い見地から外部専門家の意見を取りいれて判断すべき事項が明ら

かになった。そこで、それらを確認事項として整理し、第一回研究レビュー委員会を

開催して研究協力者らに諮問を行った。  
付録Ⅲに、確認事項とその解説、及び研究協力者らから得られた回答とコメントを

示す。これらの回答とコメントについて、委員会の後でメールを通じて審議を行い、

確認事項に関係する仕様受容の考え方について検討した。それらも付録Ⅲに併せて記

載した。  
本事業で検討する遮蔽計算法の見直し範囲は、基本的に本節の調査の成果に基づい

て決定された（2.3 節参照）。  
 

2.2 簡易遮蔽計算コードの利用及び新勧告対応に係る実態調査  
2.2.1 調査手順  

本調査の目的は、遮蔽の安全審査に係る担当者にヒアリングを行い、γ線の簡易遮

蔽計算が利用される場面で、簡易遮蔽計算コードに期待される仕様・機能を調査する

こと、そして得られた知見を踏まえて、本事業で検討する遮蔽計算法の見直し範囲を

修正することである。この調査の位置付けは、2.1節で示したコード仕様調査を基本

に、現場の意見を盛り込むための補足である。  
本調査は、2020年9月にアメリカシアトルで開催する予定の放射線遮蔽国際会議

(ICRS14/RPSD2020)において、参加者らへのヒアリングを通じて実施する計画であっ

た。ところが、COVID-19ウィルスのパンデミックにより、同会議は2021年9月に開催
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が延期されたため、想定していた調査を遂行できなかった。その代わりとして、原子

力主要国の規制担当者に対してメールで調査票を送り、それに回答をもらう形でヒア

リングを行うこととした。  

 
2.2.2 調査票の作成と送付先  

付録Ⅳに、作成したアンケート調査票を添付する。内容について、本事業で調査を

行う目的を述べた後、4 問の質問文を与えた。各質問の要点は下記のとおりである。  
Q1 施設・機器の許認可申請で提出されるγ線の遮蔽安全解析において、点減衰核

法コードが用いられる事例があるか。  
Q2 提出された遮蔽安全解析を審査する場合、点減衰核法コードを用いて妥当性を

チェックする事例があるか。もしあるなら、何という計算コードを使用してい

るか。また、どのような手順で審査しているか。それに関するガイダンスはあ

るか。  
Q3 その点減衰核法コードで使用されるデータ /パラメータは、最新の国際的な勧告

事項に準拠しているか。最新勧告の例： ICRP 116、 ICRP 107、 ICRU/ICRP 共同

レポート。  
Q4 遮蔽解析の安全審査において、あれば便利と思われる点減衰核法コードの仕様

や機能があるか。  
 

調査票の送付先として、研究代表者らが係る国際原子力機関（ IAEA）の輸送安全基

準委員会（TRANSSC）に参加する主要国の規制担当者から選定した。付録Ⅳの末尾に

送付先を記載する。  
 

2.2.3 調査票の回答状況と今後の予定  

調査票を送付した直後、アメリカを含む送付先から、質問の明確化を求める返信が

あったが、正式な回答は現在まで得られていない。次年度、送付先の担当者らと深い

面識のある研究参加者を通じて、簡潔に催促を行う予定である。  
ただし、調査票を受け取った担当者がその内容について関心をもたないケースも考

えられるため、次年度に延期された遮蔽国際会議に参加して、可能な範囲で参加者へ

のヒアリングを行い、実態の把握に努める計画である。  
 

2.3 本事業で開発する遮蔽計算コードの仕様・機能の決定  
 2.1 節で示したアメリカの規制利用コードの仕様調査で得られた成果のリストは下

記のとおりである。  
・ （付録Ⅰ）海外規制利用コードの技術仕様に対する受容性評価一覧  

・ （付録Ⅱ）海外規制利用コードのＶ＆Ｖ検証項目と本事業への受容性評価一覧  
・ （付録Ⅲ）遮蔽線量計算法の見直し提案に係る確認事項と研究レビュー委員会

意見  
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・ （付録Ⅴ）新勧告取入れで求められる遮蔽計算法・計算コードの仕様・機能一

覧  
 

付録Ⅰ、付録Ⅱ、及び付録Ⅲの成果に基づき、本事業で検討する遮蔽計算法の見直

し範囲を決定した。付録Ⅴに、その見直し範囲を含む、新勧告取入れで求められる遮

蔽計算法・計算コードの基本的な仕様・機能の一覧を示す。遮蔽計算法の拡張が必要

な所は、一覧の該当する仕様にそのことを記載した。ただし、2.2 節で示したよう

に、次年度に実施予定の補足的な実態調査の結果次第で、付録Ⅴの一覧表を部分的に

改訂する可能性がある。  
表 2-2 に、付録Ⅴの一覧表を見やすく 1 ページに縮約して示す。表中の太字は、国

内で従来利用されてきたガンマ線遮蔽線量計算コード（QAD 系）で対応していなかっ

た新設仕様を表す。  
次章以降、一覧表の内容に従って、遮蔽計算用データを見直すための手順を検討

し、また実用性の高い遮蔽計算用データを実際に作成する（3 章参照）。並行して、遮

蔽計算法の適用性拡張を検討し、それらの成果を取り入れた新勧告対応のガンマ線遮

蔽計算コードを開発する（4 章参照）。  
次年度、遮蔽計算用データ及び計算コードの開発が一通り完了した段階で、付録Ⅱ

に示したとおり、受容性が比較的高く評価されたＶ＆Ｖ検証項目に対して、開発した

計算コードのＶ＆Ｖを実施する予定である。 
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３ 新勧告取入れによる遮蔽線量評価法の見直し手順の開発  
 

 
3.1 遮蔽線量評価法及び使用データの見直し検討項目  

2 章で実施した調査の結果、本事業で検討する遮蔽線量評価法の見直し範囲、及び

本事業で開発する遮蔽計算コードの基本的な仕様・機能を、付録Ⅴに示すとおり、決

定した（2.3 節参照）。  
付録Ⅴまたは表 2-2 を参照して、遮蔽線量計算用（使用）データの見直しを検討す

べき事項を特定した。表 3-1 に、本事業で求められる使用データの見直し・拡充項目

をまとめて示す。次節から、各項目の概要とこれまでの検討状況について述べる。同

表の最右列に、各項目について記載した本報告書の該当する章節項を示す。  
 

表 3-1 新勧告対応で期待される遮蔽線量計算用データの見直し・拡充項目  

検討項目  研究内容  関係章節項  

遮蔽材料の遮蔽計算

用データ整備  
（ ICRP Pub.116 の線

量換算係数に対応）  

・遮蔽材料の選定  
・各材料の組成・密度の見直し、根拠整備  
・各材料の減衰係数を最新ライブラリから整備  
・各材料のビルドアップ係数を線量種類毎に計

算で整備（下記の最新線量換算係数を使用）  

3.2.1 
3.2.3 
3.2.4 
3.2.5 
3.3.2 
3.3.4 

計算する線量種類  
（線束から各線量種

類への換算係数デー

タ整備）  

・実効線量  (ICRP 116, 照射体系 6 種 )  
・皮膚等価線量 (ICRP 116、AP 照射、男女別 ) 
・眼の水晶体等価線量（ ICRP116, AP 照射）  
→実用量 Hp3 の考慮（レビュー委員会の要請）  
・空気カーマ率  (ICRP74, 10MeV まで ) 

3.2.2 
3.3.3 
5.2.2 

RI 核種ライブラリか

ら線源データ利用  
・ ICRP 107 (DECDC2)等、代表的ライブラリか

ら RI 核種を選択してイールドデータを参照  
・ユーザが核種を追加可能なデータベース設計  

4.3.2 
4.3.4 
4.3.5 

ユーザ定義の遮蔽材

（カスタム材料）に

対する遮蔽線量計算

用データの生成  

・材料密度、実効原子番号から減衰係数を生成  
・実効原子番号等からビルドアップ係数を補間

生成  

次年度検討  

高エネルギ γ 線への

対応  
・高エネルギーガンマ線（＜30MeV）に対応  
・光核反応による光中性子の線量寄与を考慮  

線量寄与を表すデータの扱い方を検討  

3.2.5 
3.3 
4.2 

特定の二重層遮蔽対

応  
コンクリートと鉄板等、特定の頻出材料を重ね

た二重層遮蔽体の透過線量を計算する。  
次年度検討  
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スラブ遮蔽に対する

斜め透過線量計算  
スラブ遮蔽体に対して、従来の垂直入射だけで

なく、斜めに透過する場合の線量を計算する。  
次年度検討  

計算結果のレポーテ

ィング、比較サマリ

ー表  

・旧勧告に基づく計算値の参考提示  
・施設別・被ばく状況別の線量限度（参照線

量）の表示  

・計算結果のグラフ化、2 次元・3 次元可視化  

次年度検討  
4.3.2 
4.3.3 

4.3.5 

 

 
3.2 遮蔽線量計算用データの作成手順  
3.2.1 遮蔽材料の選定と組成・密度データ  

γ線の簡易遮蔽計算一般において、遮蔽体（媒質）として用いられる材料の定義に

は、組込材料とカスタム材料（または混合材料）という二つの考え方がある。組込材

料とは、計算に必要な材料の特性値データ（減衰係数、ビルドアップ係数（以下、BF

と呼ぶ。）等）を、モンテカルロ法コード等を用いて外部で高精度に決定した材料を

指す。一方、カスタム材料とは、材料の実効原子番号、密度及び組成データをもと

に、特性値データを近似的に推定した材料を指す。  
全ての材料を組込材料として高精度の特性値データを整備するコストは高いため、

カスタム材料を定義できるメリットは大きく、特性値が近似であっても、適用性に注

意して用いれば実用的である。  

ここでは、本事業で整備する組込材料の候補を選定する。表 3-2 に実務マニュアル

データ集 [3-1]と AESJ BF 標準 [3-2]で BF 値が整備された材料リスト、及び各材料に対

する組込みの優先度を示す。なお、アメリカの標準 ANSI/ANS-6.4.3[3-3]で整備された

材料は、AESJ BF 標準でカバーされている。材料リストから組込材料の優先度を次の

ように判定した。  
 優先度高  

 国内で標準的に参照される実務マニュアルデータ集に掲載された材料  
 ANSI/ANS-6.4.3 で複合組成として特別に掲載された材料。  
 研究担当者・協力者のヒアリングに基づき、重要と考えられる材料  

 優先度中  
 遮蔽計算で使用実績がある材料  

 

 検討の結果、組込優先度の高及び中の材料を整備することに決定した。また、掲載

されていない重要な混合材料として、ポリエチレン、土壌、ステンレスを加えること

とした。表 3-3 に、本事業で優先的に整備する組込材料のリストを示す。これらは、

特に実用性の高い材料と考えられる。  
 表 3-2 に示した組込材料に対して、遮蔽評価の使用実績または保守性の観点から適

当と考えられる組成と密度を検討した。付録Ⅵに、組込材料に対する組成と密度の決

定根拠をまとめて示す。  
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表 3-2  ビルドアップ係数値が整備された標準・マニュアルの材料リスト  

元素 /
混合物  

物質名または記

号  
組込優先度  実務マニュアル

データ集 2015 
AESJ BF 標準  

元素  Be  - ○  

 B  - ○  

 C 中  - ○  

 N  - ○  

 O  - ○  

 Na  - ○  

 Mg  - ○  

 Al 中  - ○  

 Si  - ○  

 P  - ○  

 S  - ○  

 Ar  - ○  

 K  - ○  

 Ca  - ○  

 Fe 高  ○  ○  

 Cu 中  - ○  

 Rb  - ○  

 Mo  - ○  

 Sn  - ○  

 La  - ○  

 Gd  - ○  

 W 高  ○  ○  

 Pb 高  ○  ○  

 Bi  - ○  

 U  - ○  

混合物  空気  高  ○  ○  
 コンクリート  高  ○  ○  
 水  高  ○  ○  
 鉛ガラス（パイレ

ックスガラス）  
高  ○  - 

 アクリル樹脂  高  ○  - 
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表 3-3 本事業で優先的に整備する組込材料リスト  

連番  物質名  密度 (g/cm3) 組成等出典  備考  

1 炭素  2.2 理科年表   

2 アルミニウム  2.7 理科年表   

3 鉄  7.8 鉄 100% 密度は推奨値の一

つ。不純物を考慮

して保守的に設定  

4 銅  8.9 銅 100% 同上  

5 鉛  11 Sb 等、断面積の大

きい不純物を考慮  

同上  

6 タングステン  19 理科年表   

7 空気  1.205✕10-3 NIST ANSI/ANS-

6.4.3,NBS-29 に準

ずる  

8 水  1.0 実務マニュアル   

9 コンクリート - 

ANL 

2.1 ANL-5800  後で選択する可能

性あり  

10 コンクリート - 

Si 系  

2.1 AESJ-CONC 標準案  

11 コンクリート - 

Ca 系  

2.1 AESJ-CONC 標準案  

12 コンクリート - 

NBS 

2.1 NBS29 密度変更  

13 鉛ガラス  2.23 実務マニュアル   

14 アクリル樹脂  1.19 実務マニュアル   

15 ポリエチレン  0.92 ANSI/ANS-6.4.3 高密度  

16 土壌  1.5 

（暫定）  

ANSI/ANS-6.4.3 

Sand（暫定）  

組成調査中  

次年度決定  

17 ステンレス

SUS304 

（調査中）  （調査中）  委員会意見で追加

次年度決定  

 
 

3.2.2 計算する線量種類の選定  
ICRP Pub.116 に記載された外部被ばく線量換算係数について。実効線量及び眼の

水晶体吸収線量は男女共通モデルであり、それ以外の各臓器・組織に対する換算係

数は男女別に整備されている。照射体系について、実効線量は 6 体系（AP、PA、

LLAT、RLAT、ROT、 ISO）、それ以外の線量は 5 体系（AP、PA、LAT、ROT、
ISO）の係数がぞれぞれ与えられている。  

表 3-4 に、検討の結果、選定した計算線量の種類を示す。  
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表 3-4 本事業で計算する線量種類  

線量種類  照射体系  性別  換算係数の出典  

実効線量  AP, PA, LLAT, 

RLAT, ROT, 
ISO  

― ICRP Pub.116 

眼の水晶体等価線量  AP ― ICRP Pub.116 

皮膚等価線量  AP 男性、女性  ICRP Pub.116 

空気カーマ  ― ― ICRP Pub.74 
(ICRU Report 57) 

3mm 線量当量 , Hp(3) ― ―  

 

選定の主な理由は、下記のとおりである。  
 実効線量  

 法令上要求される線量種類であり、全ての照射体系の中で最も保守的な線量

を与える AP は不可欠である。  
 事故時または緊急時対応等で、被ばくシナリオに即した照射体系で現実的な

被ばく評価を求められるケースが考えられる。さらに、全身への確率的影響

を表す実効線量の防護における重要性を考慮して、全ての照射体系に対する

実効線量を出力に含める。  
 皮膚等価線量  

 局所被ばくによる組織影響を表す線量種類であり、法令上要求されるケース

がある。その場合、保守的な照射体系である AP が用いられる。  

 ICRP Pub.116 の該当する換算係数は男女別で分けて与えられる。特にいずれ

かを選択する理由はないため、両方とも出力に含める。  
 眼の水晶体等価線量  

 上記の皮膚等価線量と同様の理由で、AP 体系の等価線量を出力に含める。  
 新勧告により線量基準が実効線量限度と同レベルに引き下げられることか

ら、簡易的な評価の重要性が見込まれる。  

 3mm 線量当量（Hp(3)）  
 眼の水晶体に関する外部被ばく線量評価の明確化のため、研究レビュー委員

会の委員から国内外の動向と線量限度引き下げに係る講演を賜った。討議の

結果、計算する線量種類に Hp(3)を追加することとなった（5.2 節参照）。  
 空気カーマ  

 空気カーマは、測定利用の観点から、照射線量より重要性が高まっており、

むしろ空気カーマや空気吸収線量をもとに照射線量を算出する傾向にある。  
 換算係数について、 ICRU Report 57 から同 90 にかけて見直しが行われてきた

が、計算で使用可能な数表の改訂は与えられていない。本事業では改訂表を

作成することはせず、 ICRU Report 57 に記載された値を用いる。これは、現

行法令のベースである ICRP Pub.74 に記載された係数と同等である。  
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 整備から外した線量種類  
 照射線量  

 過去に実測で使用された経緯から整備されてきたが、昨今、照射線量を算

出する機会は殆どなく、もし算出されるとしても過去の実験値の再現を目

的とする例が多い。よって、照射線量から空気カーマへの換算式を用い

て、外部で照射線量を算出することで十分と考えられる。  
 1cm 線量当量  

 防護で使用する機会は限られること、また防護量と実用量を一緒にして見

直す ICRU/ICRP 共同レポート 1が発行されたら、将来的に線量概念が整

理される可能性があるため。  
 エネルギ吸収線量  

 照射線量同様、現状でニーズは殆どないと考えられる。もし計算する場合

でも、エネルギ吸収断面積に変更がない限り、線量算出に必要なデータを

見直す必要はなく、既存のデータを踏襲してよい。  

 
3.2.3 遮蔽線量計算用データベースのテーブル設計  

整備した遮蔽線量計算用データは、開発する計算コードで参照するためにデータ

ベースにして格納して管理する必要がある。そこで、データの特性を考慮してデー

タベースのテーブル設計を行い、適切と考えられるテーブルの構成とフォーマット

を作成した。データベースの管理について、現時点ではデバッグと V&V における

データ差し替えの便宜を考慮して、専用のデータベース管理システムを使わず、フ

ァイル単位で管理している。表 3-5 にデータベースの概要を示す。  
付録Ⅶに、データベースのテーブル設計の内容を示す。係数データのエネルギ範

囲、計算する線量種類、有効桁数に関する記載を含む。  
これらのデータベースのテーブル設計情報は、コード開発側に渡されて関係する

仕様・機能の開発に用いられた。並行して、作成したデータを格納したファイルを

逐次コード開発側に渡して、仕様・機能の動作の確認、または計算の妥当性評価を

実施した。  
 

 
  

                                                   
1 2020 年 12 月、 ICRU の実用量に関するレポート  (ICRU Report 95, Operational Quantities for 
External Radiation Exposure) が ICRP の協力のもと正式に刊行された。  
https://www.icru.org/report/icru-report-95-operational-quantities-for-external-radiation-exposure/ 
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表 3-5 遮蔽線量計算用データベースの概要  

 

3.2.4 遮蔽材料の減衰係数算出  
（線）減衰係数 μ は，ガンマ線が有意な相互作用を起こす，単位距離あたりの確率

として定義される。各遮蔽材料に対して、次の関係が成り立つ。  
 

𝜇𝜇(𝐸𝐸) = 𝑁𝑁�𝜎𝜎c(𝐸𝐸) + 𝜎𝜎ph(𝐸𝐸) + 𝜎𝜎pp(𝐸𝐸)� 

 
ここで、N は核密度、𝜎𝜎c, 𝜎𝜎ph, 𝜎𝜎ppはそれぞれコンプトン散乱、光電効果、対生成の

断面積を指す。  
相互作用の断面積は、XCOM ライブラリ 2の最新版であるバージョン 3.1 からその

まま引用した（2020/10/12 時点）。  
なお、XCOM ライブラリにはレイリー散乱の断面積も掲載されており、今回、減衰

係数にレイリー散乱を加えるかどうかの検討を行った（4.2.4 項参照）。その結果、ま

ずはレイリー散乱を考慮せず、従前どおり上式を用いて算出される減衰係数を用いる

こととした。  

                                                   
2 XCOM: Photon Cross Sections Database, NIST Standard Reference Database 8 (XGAM), 
https://www.nist.gov/pml/xcom-photon-cross-sections-database/ 

データファイル名  概  要  

遮蔽材料データファイル  遮蔽材料の密度と組成元素の存在割合を格納する。

また、組込材料とユーザ定義のカスタム材料の別を

明示する。  

線源データファイル  線源スペクトルデータ（光子放出率）を格納する。

外部の RI 核種線源ライブラリから選択した核種の

データを参照できるように、また任意の群構造をも

つデータ配列にも対応した設計を行う。  

係数データベース構成管理

ファイル  
計算で用いる各係数データ（減衰係数、ビルドアッ

プ係数、線量換算係数等）のデータファイル名を指

定した構成管理ファイル。  

減衰係数データファイル  遮蔽材料の減衰係数を格納する。  

ビルドアップ係数データフ

ァイル  
遮蔽材料のビルドアップ係数を格納する。計算する

線量種類毎にデータファイルが必要である。  

線量換算係数データファイ

ル  
（直接線の）エネルギ線束から、計算する線量種類

を算出するための換算係数を格納する。  

その他のデータファイル  空気カーマから照射線量への換算に用いる (1-g)補正

係数データ等。  
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この減衰係数は、遮蔽体を衝突せずに透過する直接線（非衝突線・非散乱線ともい

う）の線量を求めるために用いられる。直接線の線量は、従前どおり、次式によって

算出される。  
 

𝐸𝐸𝑑𝑑(𝐴𝐴𝐴𝐴) = �
𝐸𝐸
∅�

∙
𝑆𝑆 ∙ exp(−𝜇𝜇𝜇𝜇)

4𝜋𝜋𝑟𝑟2  

 

ここで、𝐸𝐸𝑑𝑑(𝐴𝐴𝐴𝐴)：直接線線量 (μSv/h) 
     S：ガンマ線源強度 (photon/s) 

      r：線源と評価点の距離 (cm) 
      μ：減衰係数 (cm-1)  

       t：遮蔽厚 (cm)：   

    �𝐸𝐸
∅
�：線束－線量換算係数  

 
 線束―線量換算係数として、3.2.2 項及び 3.3.3 項で示した線量種類の線量換算係数

を与えることによって、当該線量種類の直接線線量が求められる。  
 

3.2.5 遮蔽材料のビルドアップ係数算出  
今回、ガンマ線と光中性子に線種を分けて、ビルドアップ係数を計算することと

し、次の式によって算出する（4.2.3 項参照）。  
・光中性子線量ビルドアップ係数（BF-n） ＝  

光中性子の透過線量 (二次 γ 線の線量は含まず )／γ 直接線の線量  
 

・ガンマ線ビルドアップ係数（BF-g）  =  
γ 線の透過線量 (光中性子の二次 γ 線の線量を含む )／γ 直接線の線量  

 

遮蔽透過線量は、PHITS 3.20 3を用いて MC 法による計算を行った。最新の知見を用

いる方針から、PHITS 推奨の EGS モードで遮蔽体の輸送過程を詳細にシミュレーショ

ンする。PHITS-EGS で計算可能な相互作用を全て考慮し、PHITS の CHARD 入力はデ

フォルト値とする。光核反応も含まれる。また、光中性子の透過線量とガンマ線の透

過線量の弁別は、PHITS のカウンター機能を用いて実現した。  
（線量計算体系）  

透過線量の計算体系を図 3-1 に示す。半径 80mfp の球体の外側に 20mfp の反射体を

置いた遮蔽体透過モデルを用いる。球体及び反射体の密度として、3.2.1 項で示した遮

蔽材の密度を用い、PHITS には密度を負値で入力する。深層透過問題を効率的に解く

ために mfp 毎のセル切りを行うと共に、遮蔽厚さの位置に線量計算用の薄い球殻セル

(±5✕10-6mfp 程度の厚さ )を設定して、各セルの線量を算出した。  

                                                   
3 PHITS (Particle and Heavy Ion Transport code System) https://phits.jaea.go.jp/indexj.html.  
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図 3-1 ビルドアップ係数算出のための線量計算体系図  
 

（タリー設定）  
セル毎に [T-Track](Track Length Tally)を設定すると共に、 [Multiplier]に線束－線量換

算係数を、計算結果が [μSv/h]単位になるように設定して線量を計算する。線束－線

量換算係数は、3.2.2 項で示した線量種類の換算係数を用いる  
（カットオフエネルギ指定）  

カットオフエネルギとして、次の設定を行った。  

光子：1keV 
電子：10keV(150keV 未満 )、または 100keV(150keV 以上 ) 

 

電子カットオフエネルギについて、150keV を境に高エネルギ側のカットオフエネ

ルギを高くした理由は、計算の効率を上げるためである。試計算で結果に影響が無い

ことを確認している。150keV という値は、不連続部として注目される K-X 線の最大

エネルギが高い原子番号の元素でも 150keV 未満であることから決定した。  
（相対誤差の基準）  

PHTIS で算出する線量の相対誤差 (R.E.)は、0.1 未満になるようにヒストリー数を

調整する。  
 以上が、PHITS 線量計算の条件設定のポイントである。なお、個別の具体的な入力

内容については、次年度に作成する技術ガイドラインに記載する予定である。  

 
 

R(cm)-ΔR～R+ ΔR(cm)

線量計算セル

点線源

- 910 -



20 

3.3 作成した遮蔽線量計算用データの例示  
3.2.3 項で示したデータベースのテーブル設計に基づき、実際に作成した主なデータ

ファイルの例を示す。また、データのグラフからわかる特徴について述べる。  
なお、作成したデータは妥当性を評価して、それぞれ誤りのないことを確認してい

る。次年度に作成する技術ガイドラインにおいて、その概要をまとめて記載する予定

である。  

 
3.3.1 係数データベース構成管理ファイル  
  

〇 lib_setting.dat 

library setting file 
[Attenuation] 
atten_xcom.dat 
 
[Calculation Dose] 

1. ICRP Pub.116 E(AP) 実効線量 (Default) 

bf_icrp_116_eap.dat  !線量種類毎のビルドアップ係数データファイル  
conv_icrp_116_eap.dat  !線量種類毎の換算係数データファイル  
2. ICRP Pub.116 E(PA) 実効線量  
bf_icrp_116_epa.dat 
conv_icrp_116_epa.dat 

3. ICRP Pub.116 E(LLAT) 実効線量  
bf_icrp_116_ellat.dat 
conv_icrp_116_ellat.dat 

4. ICRP Pub.116 E(RLAT) 実効線量  
bf_icrp_116_erlat.dat 
conv_icrp_116_erlat.dat 

5. ICRP Pub.116 E(ROT) 実効線量  
bf_icrp_116_erot.dat 
conv_icrp_116_erot.dat 

6. ICRP Pub.116 E(ISO) 実効線量  
bf_icrp_116_eiso.dat 
conv_icrp_116_eiso.dat 

7. ICRP Pub.116 水晶体 (AP)  
bf_icrp_116_dlensap.dat 
conv_icrp_116_dlensap.dat 

8. ICRP Pub.116 皮膚 (AP) 男性  
bf_icrp_116_dskinmap.dat 
conv_icrp_116_dskinmap.dat 
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9. ICRP Pub.116 皮膚 (AP) 女性  
bf_icrp_116_dskinfap.dat 
conv_icrp_116_dskinfap.dat 

10. ICRP Pub.74 空気カーマ ) 
bf_icrp_74_kair.dat 
conv_icrp_74_kair.dat 
 
[1-g file] 
 conv_1-g.dat 
 Calculation_Dose_Num=10 

 

3.3.2 減衰係数データファイル  
XCOM 3.1 光子反応ライブラリを参照して、γ線の 3 つの主要な反応の和から算出

した。吸収エッジの不連続部を含む、詳細な群構造を再現するため、XCOM に内蔵さ

れるデータ点全てをライブラリに収めた。  
 

〇atten_xcom.dat 

Photon Mass Attenuation coefficient data (free) ref.: XCOM 
z=  1, ele="H", name="hydrogen" 
EGrp=43 

Energy(MeV)   mu/rho(cm2/g) 
1.00000E-02   3.608E-01 
1.50000E-02   3.648E-01 
2.00000E-02   3.628E-01 
3.00000E-02   3.540E-01 
4.00000E-02   3.441E-01 

5.00000E-02   3.344E-01 
6.00000E-02   3.253E-01 
8.00000E-02   3.087E-01 
1.00000E-01   2.941E-01 
1.50000E-01   2.650E-01 
2.00000E-01   2.428E-01 

3.00000E-01   2.112E-01 
4.00000E-01   1.893E-01 
5.00000E-01   1.728E-01 
6.00000E-01   1.599E-01 
8.00000E-01   1.405E-01 
1.00000E+00   1.263E-01 

1.02200E+00   1.250E-01 
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1.25000E+00   1.129E-01 
1.50000E+00   1.027E-01 
2.00000E+00   8.769E-02 
2.04400E+00   8.663E-02 

3.00000E+00   6.921E-02 
4.00000E+00   5.807E-02 
5.00000E+00   5.049E-02 
6.00000E+00   4.498E-02 
7.00000E+00   4.078E-02 
8.00000E+00   3.746E-02 

9.00000E+00   3.478E-02 
1.00000E+01   3.254E-02 
1.10000E+01   3.067E-02 
1.20000E+01   2.906E-02 
1.30000E+01   2.767E-02 
1.40000E+01   2.646E-02 

1.50000E+01   2.539E-02 
1.60000E+01   2.445E-02 
1.80000E+01   2.284E-02 
2.00000E+01   2.153E-02 
2.20000E+01   2.045E-02 
2.40000E+01   1.953E-02 

2.60000E+01   1.875E-02 
2.80000E+01   1.807E-02 
3.00000E+01   1.748E-02 
 
z=  2, ele="He", name="helium" 
EGrp=43 

Energy(MeV)   mu/rho(cm2/g) 
1.00000E-02   1.885E-01 

（後略）  

 

（減衰係数データの特徴）  

 減衰係数の算出値は、計算に用いるガンマ線の断面積の値に依存する。今回、減衰

係数の作成に用いたガンマ線の断面積は XCOM ライブラリから引用した。使用した断

面積データの妥当性を示すため、その他の実績ある光子断面積ライブラリ PHOTX 4

（QAD コード付属）、及び EPDL97[3-4]（JENDL-4.0 PH ファイル使用）の断面積デー

タと比較する。  

                                                   
4 RSIC DATA LIBRARY DLC-136, PHOTX: Photon Interaction Cross Section Library (1989). 
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相互作用別に断面積の逆数をとった鉄の減衰係数を図 3-2 に、同様に鉛の減衰係数

を図 3-3 に示す。いずれのデータも相互作用別にみてほとんど差がないことが分か

る。  
今回作成した減衰係数データのポイントは、K-X 線等、蛍光 X 線領域の減衰データ

を詳しく整備したことである。各図に、今回作成した減衰係数を μnew で示し、従来

利用されてきた QAD-CGGP2R コードの減衰係数をそれぞれ Fe(QAD)、Pb(QAD)で示

した。今回作成した減衰係数はデータ点数を追加したことで、QAD のデータと比べて

不連続部周辺の減衰係数をよく再現しており、線量の計算精度向上が期待できる。  
また、従来ビルドアップ係数は下限 15keV として整備されていたため、それ以下の

エネルギに対して線量計算することはできなかった。今回、線量換算係数の出典に合

わせる形で、線量計算に必要な係数データを下限 10keV から整備した。これによっ

て、低エネルギ X 線の利用施設、または低エネルギ放出核種の線量計算に応用が利く

と考えられる。  
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図 3-2 鉄の相互作用別減衰係数データと断面積ライブラリ間の比較  
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図 3-3 鉛の相互作用別減衰係数データと断面積ライブラリ間の比較  
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3.3.3 線量換算係数データファイル  

3.2.2 項に示した線量種類に対して、出典から線束－線量換算係数をそのまま電子

データ化した。計算する線量種類毎にファイルを作成しており、ここでは実効線量

E(AP) の例を示す。  
 

〇conv_icrp_116_eap.dat 

E(AP) Conversion Factor ref.: ICRP Pub.116 
Photons: Effective dose per fluence, in units of pSv cm2, for monoenergetic particles 
incident in AP geometry. 
EGrp=34 

1.000E-02 6.850E-02 
1.500E-02 1.560E-01 
2.000E-02 2.250E-01 
3.000E-02 3.120E-01 
4.000E-02 3.500E-01 
5.000E-02 3.690E-01 

6.000E-02 3.890E-01 
7.000E-02 4.110E-01 
8.000E-02 4.430E-01 
1.000E-01 5.180E-01 
1.500E-01 7.470E-01 
2.000E-01 1.000E+00 

3.000E-01 1.510E+00 
4.000E-01 2.000E+00 
5.000E-01 2.470E+00 
5.110E-01 2.520E+00 
6.000E-01 2.910E+00 
6.620E-01 3.170E+00 

8.000E-01 3.730E+00 
1.000E+00 4.490E+00 
1.117E+00 4.900E+00 
1.330E+00 5.600E+00 
1.500E+00 6.120E+00 
2.000E+00 7.480E+00 

3.000E+00 9.750E+00 
4.000E+00 1.170E+01 
5.000E+00 1.340E+01 
6.000E+00 1.500E+01 
6.129E+00 1.510E+01 
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8.000E+00 1.780E+01 
1.000E+01 2.050E+01 
1.500E+01 2.610E+01 
2.000E+01 3.080E+01 

3.000E+01 3.790E+01 

 

作成した線束－線量換算係数ファイルリストを表 3-6 に示す。  
 

表 3-6 作成した線束－線量換算係数リスト  

No. 線量種類  性別  照射体系  
線量換算係数データ  

ファイル名  

1 E(AP) 共通  AP conv_icrp_116_eap.dat 
2 E(PA) 共通  PA conv_icrp_116_epa.dat 
3 E(LLAT) 共通  LLAT conv_icrp_116_ellat.dat 
4 E(RLAT) 共通  RLAT conv_icrp_116_erlat.dat 
5 E(ROT) 共通  ROT conv_icrp_116_erot.dat 
6 E(ISO) 共通  ISO conv_icrp_116_eiso.dat 
7 眼の水晶体等価線量  共通  AP conv_icrp_116_dlensap.dat 
8 皮膚等価線量  男性  AP conv_icrp_116_dskinmap.dat 
9 皮膚等価線量  女性  AP conv_icrp_116_dskinfap.dat 
10 空気カーマ  共通  －  conv_icrp_74_kair.dat 

 

作成した線量換算係数データのエネルギ変化を表したグラフを図 3-4 に示す。作成

した点データが出典データを誤りなく参照しており、異常のないことを確認した。  
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図 3-4 作成した線量換算係数データのエネルギ変化  
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3.3.4 ビルドアップ係数データファイル  
3.2.5 項で示した方法に従ってビルドアップ係数データを作成した、鉄に対する

0.5MeV-γ線のガンマ線ビルドアップ係数値（BF-g、実効線量 E(AP)）を表 3-7 に、ま

た作成したビルドアップ係数ファイルのリストを表 3-8 に示す。  
付録Ⅷに、作成したガンマ線ビルドアップ係数（BF-g）の例を、鉄及び鉛に対し

て、代表的なエネルギ、及び比較のためのグラフを示す。また、付録Ⅸに、作成した

光中性子ビルドアップ係数（BF-n）の例をグラフで示す。  
 

表 3-7 作成した鉄に対する 0.5MeV-γ線の実効線量ビルドアップ係数（BF-g）  
○bf_icrp_116_eap.dat から引用  

mfp BF-g mfp BF-g mfp BF-g mfp BF-g 
1 2.070E+00 21 6.249E+01 41 1.793E+02 61 3.298E+02 
2 3.301E+00 22 6.722E+01 42 1.862E+02 62 3.380E+02 
3 4.736E+00 23 7.207E+01 43 1.931E+02 63 3.461E+02 
4 6.381E+00 24 7.706E+01 44 2.002E+02 64 3.543E+02 
5 8.234E+00 25 8.219E+01 45 2.073E+02 65 3.625E+02 
6 1.029E+01 26 8.744E+01 46 2.145E+02 66 3.707E+02 
7 1.254E+01 27 9.282E+01 47 2.217E+02 67 3.791E+02 
8 1.499E+01 28 9.832E+01 48 2.290E+02 68 3.874E+02 
9 1.763E+01 29 1.039E+02 49 2.364E+02 69 3.957E+02 
10 2.045E+01 30 1.096E+02 50 2.439E+02 70 4.041E+02 
11 2.346E+01 31 1.155E+02 51 2.514E+02 71 4.124E+02 
12 2.664E+01 32 1.214E+02 52 2.591E+02 72 4.210E+02 
13 2.999E+01 33 1.274E+02 53 2.667E+02 73 4.294E+02 
14 3.351E+01 34 1.336E+02 54 2.744E+02 74 4.379E+02 
15 3.719E+01 35 1.398E+02 55 2.822E+02 75 4.464E+02 
16 4.103E+01 36 1.462E+02 56 2.900E+02 76 4.548E+02 
17 4.502E+01 37 1.526E+02 57 2.979E+02 77 4.633E+02 
18 4.917E+01 38 1.591E+02 58 3.058E+02 78 4.719E+02 
19 5.347E+01 39 1.658E+02 59 3.138E+02 79 4.806E+02 
20 5.790E+01 40 1.725E+02 60 3.218E+02 80 4.892E+02 
※BF-n（中性子ビルドアップ係数）は全てゼロ  
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表 3-8 ビルドアップ係数ファイルリスト  

No. 線量種類  性別  照射体系  
ビルドアップ係数データ  

ファイル名  

1 E(AP) 共通  AP bf_icrp_116_eap.dat 
2 E(PA) 共通  PA bf_icrp_116_epa.dat 
3 E(LLAT) 共通  LLAT bf_icrp_116_ellat.dat 
4 E(RLAT) 共通  RLAT bf_icrp_116_erlat.dat 
5 E(ROT) 共通  ROT bf_icrp_116_erot.dat 
6 E(ISO) 共通  ISO bf_icrp_116_eiso.dat 
7 眼の水晶体等価線量  共通  AP bf_icrp_116_dlensap.dat 
8 皮膚等価線量  男性  AP bf_icrp_116_dskinmap.dat 
9 皮膚等価線量  女性  AP bf_icrp_116_dskinfap.dat 
10 空気カーマ  共通  －  bf_icrp_74_kair.dat 

 

（作成したガンマ線ビルドアップ係数データの特徴）  
付録Ⅷに示したガンマ線ビルドアップ係数（BF-g）は、吸収エッジエネルギ近傍の

不連続な減衰に注目したグラフをいくつか示した。例えば、鉄に対する 10keV の減衰

曲線をみると、15keV のそれと比べて減衰率が大きく、即ち減衰していないことがわ

かる。鉄の K-X 線が 10keV より少し低い所にあるが、線源エネルギが K-X 線に近い

場合、減衰傾向がその周辺のエネルギと異なることがある。よって、ビルドアップ係

数の内挿方法に注意が必要である。係数データの補間は、コード開発側の課題であ

り、今回設計した処理の仕方を 4.3.4 項に示した。別の設計として、係数補間ではな

く、計算結果の線量を補間する方法も考えられる。これら補間設計の妥当性は、次年

度に検証する予定である。  
 

次に、今回作成したガンマ線ビルドアップ係数（BF）データを、従来の日本原子力

学会標準 BF データ（QAD-IE 内臓）と比較して特徴を明らかにする。0.5MeV-γ線に

対する鉄の BF を図 3-5 に、また鉛の BF を図 3-6 に示す。  
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図 3-5 作成した 0.5MeV-γ線に対する鉄のビルドアップ係数の従来値との比較  
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図 3-6 作成した 0.5MeV-γ線に対する鉛のビルドアップ係数の従来値との比較  

 

 暫定的な調査の結果、今回作成した鉄のガンマ線ビルドアップ係数が、透過距離が

伸びるにつれて従来値と徐々に乖離する主な原因は、鉄の密度を少し低く設定したた

めと考えられる。レイリー散乱を考慮した影響は、この場合それほど大きくない。  
一方、鉛のガンマ線ビルドアップ係数が従来値と比べて、10MeV を越えて全く異な

る傾向をみせた。これには、レイリー散乱を含む断面積の微小な違いと、今回作成し

た減衰係数にレイリー散乱を考慮しなかったことの複合的な原因が考えられる。レイ

リー散乱を考慮した場合、特に高い原子番号の元素に対して、確かにビルドアップ係

数は従来値のように単調増加しない可能性がある。ただし、図に示した鉛のビルドア

ップ係数は 80mfp 辺りで 1 を下回っており、明らかに係数の定義に違反する。この点

は、減衰係数の算出にレイリー散乱を考慮することで善処されるものと推察される。  
次年度、減衰係数にレイリー散乱の効果を含めて見直すことで、ビルドアップ係数

データの整備をすすめる予定である。  
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4 新勧告を踏まえた遮蔽線量評価法の適用性拡張に係る研究  
 
 
4.1 遮蔽線量評価法の適用性拡張検討項目  

 今年度の研究計画として、「新勧告を踏まえた遮蔽線量評価法の適用性拡張に係

る研究」の実施が含まれており、原子力施設・放射線施設の安全規制で利用される点

減衰核積分法に基づく遮蔽線量計算コード（以下、点減衰核積分法コードと呼ぶ。）

に対して、最新の研究結果を反映した適用性の拡張を行い、新勧告に基づく安全基準

を確実に満たし且つ適度な保守性を持った評価が求められている。  

2 章で実施した調査の結果、本事業で期待される遮蔽線量評価法の見直し範囲、及

び本事業で開発する遮蔽計算コードの基本的な仕様・機能を、付録Ⅴに示すとおり、

決定した（2.3 節参照）。  
付録Ⅴまたは表 2-2 を参照して、遮蔽線量計算法の拡充を検討すべき事項を特定し

た。表 4-1 に、本事業で実施する遮蔽線量計算法の拡張検討項目をまとめて示す。次

節に、高エネルギ領域への範囲拡張対応の概要と成果を示す。その他 2 件の検討項目

は、次年度に検討する予定である。  
 

表4-1 遮蔽線量評価法の適用性拡張検討項目  

遮蔽線量評価法の拡張検討項目  概 要  

高エネルギ領域への範囲拡張対応  
（光核反応による光中性子の線量計算）  

光中性子をガンマ線と分けて遮蔽線量計

算用データを整備し、計算コードにおい

て個別に線量寄与を計算して合算する。  

特定の二重層遮蔽対応  次年度検討予定  
コンクリートと鉄板等、特定の頻出材料

を重ねた二重層遮蔽体の透過線量を計算

する。  

スラブ遮蔽に対する斜め透過線量計算  次年度検討予定  
スラブ遮蔽体に対して、従来の垂直入射

だけでなく、斜め方向に透過する場合の

線量を計算する。  

 

 

4.2 高エネルギ領域への範囲拡張対応  
4.2.1 範囲拡張の背景  

今回、本事業に係る新勧告の範囲において、重要な改訂ポイントの一つは、 ICRP 
Pub.116 に記載された線量換算係数が 10GeV の高エネルギ領域まで拡張されたこと

である。そこで、遮蔽線量評価法の適切な見直しを行う上で、本事業の目的に照ら

してどの領域まで拡張対応するか検討した。  

- 925 -



35 

結果的に、研究班会合及び研究レビュー委員会の討議を踏まえて、上限 30MeV
までのγ線に対応することに決定した。また下限エネルギについて、 ICRP Pub.116
に記載された換算係数の範囲に従い、10keV から対応することとした。  

上限を 30MeV とした主な事由は次のとおり。  
・ 従来の QAD 系コードで対応していたエネルギ範囲は上限 10MeV であった

が、国内の PET 施設または電子リニアックを考慮すると、それを越える範囲

拡張が必要である。  
・ IEC（国際電気標準会議標準）TC45 は、原子力計測に関する規格を制定する

専門委員会である。現在、大強度陽子サイクロトロンについて審議されてお

り（PT63175）、そのエネルギ上限が 30MeV に設定された。最新の規格情報

として一つの目安になるため、これに従うこととした。  
 

4.2.2 範囲拡張対応の考え方  
1 次ガンマ線（線源から発するガンマ線のこと）のエネルギを高くしていくと、

しきい値はターゲット元素によるが、およそ 8MeV 辺りから遮蔽体との光核反応に

より光中性子が発生し始める。また、光中性子の捕獲による 2 次ガンマ線も発生

し、それらが透過線量を押し上げるため、透過距離が伸びるにつれて光中性子と 2

次ガンマ線に起因する線量の方が 1 次ガンマ線よりも高くなる可能性がある。そこ

で、これらの線量を簡易に計算処理する考え方について検討した。  
代表的なガンマ線遮蔽計算手法として知られる点減衰核積分法は本来、1 次ガン

マ線の減衰と散乱ビルドアップを係数として表した線量計算法であり、2 次的に発

生する放射線を扱っていなかった。時代が下って、透過中に発生する制動放射線や

特性 X 線を精密なモデル計算で扱うことが可能になり、それらの線量寄与を簡易式

の形を変えることなく表すために、ビルドアップ係数を見直して対処する方策がと

られてきた。  
検討の結果、光中性子及び 2 次ガンマ線の線量寄与について、従前の考え方に従

い、簡易式の構成を変えることなく処理する方針に決定した。ただし、研究レビュ

ー委員会において、光中性子の線量寄与をガンマ線のそれと分けて扱った方がよい

との意見があり、それにも従うこととした。線種で分別して計算結果を整理するこ

とで光中性子の影響をおよそ把握し、また応用における長短を明らかにするためで

ある。  
光中性子をガンマ線と分けて扱う方針から、次の検討事項が追加された。  

・ 光中性子の捕獲による 2 次ガンマの扱いをどうするか。  
・ 光核反応のカスケードを追跡するか。  

現在の MC 法コードにおいて、2 次ガンマ線の線量寄与を 1 次ガンマ線のそれと

分けて計算することは困難である。よって、ガンマ線のビルドアップ係数として

は、1 次と 2 次のガンマ線を合算したデータを整備することにした。ただし、中性

子を発生しないオプションを設定して、1 次ガンマ線だけを考慮した MC 法の計算

を再度行うことで、差し引き 2 次ガンマ線の寄与を知ることは可能である。  
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光核反応のカスケードについては、2 次ガンマ以外に生ずる放射線の影響は小さ

いと考えられるため、基本的に考慮せず、光中性子の線量計算の中で余裕をみてし

まうのが適当との意見があった。研究の時間的制約もあるため、当分はその意見に

沿ってデータ整備を進めることとした。  
 

4.2.3 光中性子線量ビルドアップ係数の定義について  
上で解説したとおり、30MeV までのガンマ線を線源とする遮蔽透過線量について、

光中性子の線量寄与をガンマ線のそれと分けて扱う。本研究では、光中性子線量ビル

ドアップ係数（BF-n）を次のように定義した。  
 

・BF-n = 光中性子の透過線量 (二次 γ 線の線量は含まず )／γ 直接線の線量  
 

二次 γ 線の線量寄与は、ガンマ線のビルドアップ係数（BF-g）の方で説明される。  
 

・BF-g = γ 線の透過線量 (光中性子の二次 γ 線の線量を含む )／γ 直接線の線量  
 

BF-n の定義について、分母がガンマ線の直接線であるため、中性子ビルドアップと

いう用語はあまり適当でないが、ガンマ線源から 2 次的に発生する放射線の線質によ

る補正と考えてもよい。この BF-n を導入することで、点減衰核法の簡易式の構成を

変えることなく、従前どおりの仕方でデータを整理できるという利点がある。  
 

4.2.4 減衰係数の算出で考慮するガンマ線の相互作用について  
本研究では、MC 法コードによるガンマ線の透過線量計算において、コヒーレント

散乱（ここではレイリー散乱）を含め、可能な全ての相互作用を考慮している。そこ

で、直接線の線量計算に用いる減衰係数の算出において、従前どおり主要な３反応

（光電効果、コンプトン散乱、電子対生成）に加えて、レイリー散乱を考慮するかど

うかの検討がなされた。これは旧くから議論のあるところで、Shultis のテキストによ

れば [4-1]、レイリー散乱の内、77%が前方 4°の立体角に向くことから、観測上「直接

線」と呼ばれる線源と同一エネルギの線束には、レイリー散乱後のガンマ線も含まれ

る。一方で、レイリー散乱を考慮しない考え方にも一理あり、例えば直接線を線源と

同一エネルギの線束と考えるなら、レイリー散乱を考慮しない方が都合がよい。  
今回、暫定的に、既往データとの連続性を重んじてレイリー散乱を考慮せず、従前

どおり主要な３反応の断面積の合計から減衰係数を算出した。  
 

4.2.5 試計算の結果、及び今後の検討事項  
 手始めに、鉄または鉛の減衰係数及びビルドアップ係数を作成してその特徴を示

すとともに、上述の計算手法または計算条件が係数データにもたらす影響を調べた。  
(1) ガンマ線及び中性子の線量減衰  
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遮蔽体を鉄として、初期エネルギ 10keV から 30MeV までの数点のエネルギに対す

る試計算を実施した。光核反応で中性子が発生するエネルギ閾値を越える領域では、

中性子線量はガンマ線量に比べて高く、中性子線量の減衰は 1 次ガンマ線量の減衰と

比べて緩やかである。従って、ガンマ線の減衰曲線について、透過距離が短い間は 1
次ガンマ線量の減衰であるが、透過距離が長くなるにつれて 2 次ガンマ線量の影響が

増加し、最終的には 2 次ガンマ線量の減衰が支配的となる。  
図 4-1 に、鉄に対する 10MeV のガンマ線並びに、光核反応による中性子発生・輸送

を行った線量減衰曲線を示す。10mfp 以下で 1 次ガンマ線より中性子の線量が高くな

ることがわかる。ガンマ線の減衰曲線が 17mfp 以降で変化しているのは、中性子が鉄

に捕獲されて発生する 2 次ガンマ線の線量が、1 次ガンマ線の線量に被さってくるた

めである。現状、前述した理由により、1 次ガンマ線と 2 次ガンマ線の線量寄与を分

けていない。  
このガンマ線と中性子の関係は、遮蔽材の実効原子番号 Z や密度によって異なる。

一般に Z が小さい場合、中性子の閾エネルギが高いため、中性子発生率が低く、且つ

中性子が減速（遮蔽）されやすい。Z が大きくなると、閾エネルギが低くなり、且つ

中性子が減速されにくい。  
 

 
図 4-1 鉄に対する 10MeV の線量減衰曲線  

 
(2) 中性子とガンマ線のビルドアップ係数  
 図 4-2 に、鉄に対する 10MeV のビルドアップ係数曲線を示す。中性子のビルドアッ

プ係数（BF-n）は、中性子とガンマ線の線量率がクロスする辺りでガンマ線ビルドア

ップ係数（BF-g）より高くなる。また、2 次ガンマ線が線量に被さってくる辺りの距
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離から先は、中性子とガンマ線のビルドアップ係数が平行に単調増加する。こうした

BF の特徴は、図 4-1 に示した線量減衰曲線から大まかに推測可能である。  
 
 

 

図 4-2 鉄に対する 10MeV のビルドアップ係数曲線  

 
 
4.3 新勧告を反映した簡易遮蔽線量計算コードの開発  
4.3.1 コードの開発目的、及び基本仕様・機能  

本事業の研究成果を取り入れた簡易遮蔽計算コードを開発し、遮蔽線量計算法の拡

張、及び新勧告に対応した遮蔽線量計算用データの妥当性を検証する。  
新勧告対応の遮蔽計算コードに求められる基本仕様・機能は、2章で示したとお

り、海外の規制利用コードの調査の結果に基づいて決定した。付録Ⅴまたは2.3節の表

2-2に示した一覧表を参照されたい。  
それらの基本仕様・機能に基づき、新勧告対応のガンマ線簡易遮蔽計算コードを開

発する。最終的に、実際に開発コードを用いた計算を行って、新勧告を反映した妥当

な結果が得られるか検証する。  
 

4.3.2 コードの開発項目、及び進捗状況  
基本仕様・機能の一覧を参照して、コード開発項目を整理し、順次コード設計と開

発を行った。表 4-2 及び表 4-3 に、コード開発項目と進捗状況を CUI ベースの入出力

による部分と GUI を要する部分のそれぞれに分けて示す。今年度、CUI ベースで動作
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する部分の開発は一通り完了し、試計算が可能な状態まで達成した。次年度、GUI ベ
ースのサポートツール作成と遮蔽計算法の拡張に対応し、一通り計算用データが揃っ

た段階で計算結果の妥当性検証を行う。  
なお、以降で示す検討内容と成果は、次年度に作成する技術ガイドラインにおいて

仔細に示す予定である。  
 

表 4-2 新勧告対応のガンマ線簡易遮蔽計算コード開発項目と進捗状況（CUI 操作）  

テ
キ
ス
ト
ベ
ー
ス 

（C
U

I
） 

開発項目  詳細項目  進捗  備考  

初期設定ファイル

読込  

ライブラリ構成管理

ファイル  

完了   

計算入力ファイル

読込  

幾何形状  完了  直方体、球、円筒、組合せ立

体（必要に応じて後で追加）  

線源  完了  点、直方体、球、円筒  

線量評価点  完了  任意点 1～3 次元メッシュ  

データライブラリ

読込  

減衰係数ファイル  完了  以下、本事業で作成した遮蔽

線量計算用データを使用  

ビルドアップ係数フ

ァイル  

完了   

線量換算係数ファイ

ル  

一部  

未完  

眼の水晶体被ばく評価を支援

するため実用量 Hp(3)を追加  

RI 核種ライブラリ  完了    

材料組成ライブラリ  完了    

データのエネルギ

補間  

減衰係数  完了  基本、対数 -対数スケールにお

ける 3 次（4 点）ラグランジ

ュ補間。ただし遮蔽厚

（mfp）に対しては線形 -対数

の 3 次ラグランジュ補間。  

ビルドアップ係数  完了  

線量換算係数  

(1-g)補正係数含む  

完了  

線量計算  線源分割  完了    

直達線計算  完了    

ビルドアップ係数  完了    

二重層遮蔽対応  次年度   

スラブ斜め入射対応  次年度   

線量計算  完了    

結果出力  計算入力エコー  完了    

使用ライブラリデー

タ  

完了    

計算結果  完了   

可視化ファイル  次年度  グラフ化含む。  
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表 4-3 新勧告対応のガンマ線簡易遮蔽計算コード開発項目と進捗状況（GUI 操作）   

開発項目  詳細項目  進捗  備考  

グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク
ベ
ー
ス
（G

U
I

） 

計算入力編集  幾何形状  完了  直方体、球、円筒、組合せ

立体  

線源  次年度    

線量評価点  次年度   

計算実行  試計算実行  完了    

結果表示  完了   

計算結果可視化  2 次元  次年度   

3 次元  次年度   

GUI サポートツ

ール  

材料作成ツール  次年度   

線源ファイル作成ツール  次年度   

核種インポートツール  次年度   

計算妥当性確認ツール  次年度   

材料データ、核データの

表示  

次年度   

二重層データ作成ツール  次年度  その他、斜め透過データ作

成ツール等、次年度検討  

 
 
4.3.3 コードの操作画面、及び基本的な操作イメージ  

開発した遮蔽計算コードは、基本的に CUI（テキスト）ベースの入出力で動作する

ように作成されている。その上で、Windows PC の GUI を活用して操作性を高める工

夫がなされており、ユーザを GUI でサポートするツールもいくつか用意される。その

殆どは次年度に開発する予定である。今年度、計算コードを操作する GUI 画面のレイ

アウトを決定し、画面上で入力を作成して試計算を実施した。  
ここでは、コード操作のイメージを大まかに知ってもらうために、操作画面の概観

を示して操作の流れを説明する。図 4-3 に、注釈を入れた操作画面のスクリーンショ

ットを示す。操作の基本的な流れは下記のとおりである。  
1. 入力設定エディタ①を用いて入力ファイルを作成する。体系幾何形状の設定に

は各種サポートツール②が用意されている。③の可視化ボタンを押すと可視化

ペイン④に体系の投影図が表示される。それを見ながら対話的に設定する。  
2. 入力ファイルが完成したら、計算実行ボタン⑤で計算を実行する。  
3. 計算結果は、発生したエラーメッセージとともに、別途出力エディタに出力さ

れる。出力エディタはタブ⑥で表示される。  
4. エラーが発生している場合は、出力を確認してエラーの原因を確認し、入力を

修正して再実行する。  
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4.3.4 コードの基本設計  
基本仕様に基づき、適切なコードの基本設計について検討した。設計項目と概要を

表 4-4 に示す。具体的な設計内容については、付録Ⅹに添付する。  
 

表 4-4 開発コードの基本設計に関する検討項目と概要  

設計項目  概要  

線源エネルギに依存する

線源強度の算出  
RI 核種のイールド（光子発生率）ライブラリは、核種の

放出するガンマ線束数、放出エネルギ、光子発生率を収

録する。線源エネルギを参照した線源強度 (photons/s)の
計算法を与える。  

係数データの補間  特定の線源エネルギに相当する 3 種類の係数の値を点群

データから内挿して求める。内挿法は 4 点（三次）ラグ

ランジュ補間公式を用いる。エネルギ内挿は全て log-log

内挿とする。ただし、遮蔽厚（mfp）のビルドアップ係

数内挿のみ、 linear(mfp)-log 内挿とする。  

体積線源領域のメッシュ

分割  
直方体、円筒、球体の体積線源に対して、領域を適切な

メッシュ分割する方法を示す。また微小体積線源と線源

領域の体積を与える式、及び微小体積の代表点における

体積で重み付けした線源強度補正係数の定義を与える。  

遮蔽材による減衰計算と

ガンマ線エネルギーフラ

ックスの計算  

遮蔽材による減衰とフラックスの計算式を与える。  
・線源領域分割数だけ繰り返す、減衰率の算出式  
・透過線上の物質による吸収を考慮せず、線量評価点ま

での距離減衰のみ考慮したフラックス Flux0 の定義式  

・透過線上の物質による吸収を考慮したフラックス

Flux1 の定義式  
・ビルドアップ係数レファレンス材料によるビルドアッ

プ効果を考慮したフラックス FluxR の定義式  

様々な線量種類に対応し

た線量率の計算  
上で定義した３種類のフラックスに、求めたい線量種類

の線量換算係数を乗じて、3 種類の線量率（Dose0, 

Dose1, DoseR）をそれぞれ出力する。  
計算結果として参照するビルドアップを考慮した線量

は DoseR である。  
なお、Dose0 は RI 線源核種の減衰率の算出で参照する。  

 
 
4.3.5 入出力フォーマット検討  

基本仕様に基づき、適切な入出力フォーマットの検討を行った。  
入力ファイルは、前述のとおり、入力エディタにテキストで入力、またはサポート

ツールを使って入力する。入力はファイル単位でロード・セーブ可能である。  
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入力ファイルの記述には、YAML 形式を採用した 5。構造化データを文字列にシリ

アライズするためのデータ形式の一種であり、可読性が高く、本計算コードのような

入力データの操作にも適している。  
入力ファイルは以下の 7 個のノードから構成される。  

 
 

以下、各ノードのフォーマットの要点を示す。  

 

 

  

 

 

                                                   
5 YAML の文法については、以下のリンクを参照。  

https://magazine.rubyist.net/articles/0009/0009-YAML.html 

・ここに示した 6 種類の座標変換が使用可 

重複も含めて自由に組み合わせ可 
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・type: BOX  直方体  
・type: RPP  xyz 軸に平行な直方体 

・type: SPH  球 

・type: RCC  円柱 

・type: CMB  上の立体を複数組み合わせて集合演算した立体 

   expression では、各立体の name および+-&()が使用可 

   + 和集合, - 差集合, & 積集合 

・回転・移動を行う transform は全ての type に適用可 

・body_name は body ノードで定義された立体の name を指定する。 

・ATMOSPHERE は未定義部分を埋めることを表す専用の名称 

・真空の場合は material: VOID 指定  

ビルドアップ係数の計算に使用するビルドアップ係数レ

ファレンス材料名を指定する。 

- 935 -



45 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  

・zone を線源とする場合、可能な type は BOX, RPP, SPH, RCC のみである。 

・division は zone の type に応じて以下の座標軸ノードを定義する： 

  BOX, RPP => edge_1, edge_2, edge_3 

  SPH      => r, theta, phi 

  RCC      => r, phi, z 

・座標軸の分割手法は以下の通り： 

  {type: UNIFORM     , number: 10} # 等分割 

  {type: GAUSS       , number: 10} # ガウス分割  

  {type: MANUAL      , end_point: 0 0.5 1} # 任意分割 

  MANUAL の場合、end_point で分割された領域の中心に線源点を置く。 

・type: PSEUDO は仮想線源点用（透過線を計算する際に使用）。 

・線量評価点は、点、1 次元、2 次元、3 次元グリッドを設定可能。 

・transform は回転・移動設定 

・show_path_trace: 仮想線源点と評価点を結ぶ透過線上の情報表示、及

び未定義領域・重複領域がないことを検証。 

点線源”POINT”と体積線

源”ZONE”の一方のみを指定する 
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出力ファイルのフォーマットも YAML 形式である。次の 3 個のノードから構成され

る。  

 

 

以下、各ノードのフォーマットの要点を示す。  

 
 （後略）  

・入力の確認のため、整理されてエコー表示される。 
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（後略）  

計算線量の出力 

確認のため、「from 点」と「to 点」

を結ぶ線分上にある領域を列挙 

2 列目以降は遮蔽体ごとの値 
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4.3.6 計算結果の妥当性検証  
現在までの開発項目について妥当性を検証するため、典型的な放射線取扱施設を想

定した体系を用いた試計算を実施した。包括的な妥当性検証は、次年度に実施する予

定である。  
計算体系を図 4-4 と図 4-5 に示す。厚さ 10cm のコンクリート壁の遮蔽を有する

10m×10m×5m の実験室内に、厚さ 5cm の鉄壁の遮蔽を有する 2m×2m×2m の線源利用

空間が設置された体系である。  
この線源利用空間の中央に、 60Co 線源  1×1010Bq を使用しているときの鉄壁外側と

コンクリート壁外側の線量率を求める。  
以下、単位記載のない座標数値は cm 単位とする。  
標準線源点は、利用空間内の  (x,y,z)=(300,300,100)とした。  

線量評価点の座標は (x,y,z)=(500,300,100)、及び  (x,y,z)=(1100,300,100) とした。  
表に 60Co 線源の光子発生率を示す。  
表 4-6 に計算に使用した物質組成を示す。  
ビルドアップ係数のレファレンス材料は、評価点によらず、鉄とした。  

 

表 4-5 線源核種 60Co の光子発生率  

Energy(keV)   Yield 
     1,170      0.9997 
     1,330      0.9999 

 
 

表 4-6 計算に使用した遮蔽材の物質組成  

 

 
  

Element H C  N O  M G          AL  SI  S  CA FE  ρ(g/cm3)

Concrete 8.7360E-03  1.0655E+ 00 2.4150E-03 9.3660E-03 8.1073E-01 1.47000E-03  1.4425E-01 5.7498E-02 2.1

Air 1.2049E-08  1.4766E-07  9.0934E-04  2.9541E-04 1.2000E-03

Iron 7.9 7.9
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平面図  

 
立面図  

 

図 4-4 妥当性検証の計算体系例  
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図 4-5 妥当性検証の計算体系例（可視化ペインの投影図）  

 
計算コードの基本的な処理の妥当性を確認するために、線源形状を変化させた次の

4 ケースの計算を行った。  
１） 点線源による計算  (x,y,z)=(300,300,100) 
２） 直方体の体積線源による計算  x=y=z=1 重心=(300,300,100)  

遮蔽体 inner と線源点 source 
のラベルが重なって表示され

ている  
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３） 球による体積線源の計算  r=1 重心=(300,300,100) 
４） 円筒による体積線源の計算  r=1 h=1 重心=(300,300,100) 
   

開発した計算コードの計算結果を、従来の実績ある QAD-CGGP2R 相当コードの計

算結果と比較した。  
 

 また、このとき計算処理プロセスを調査して、以下の処理が正しく実行されている

ことを確認した。詳細は、次年度に予定する V&V 検証作業のなかで報告する。  
・RI 核種線源による光子発生率ライブラリのデータ読込処理  
・幾何形状の入力と計算体系の組立処理  
・線原点と線量評価点を結ぶ透過線上の幾何形状分析により透過距離算出  

・物理定数、減衰係数、ビルドアップ係数、線量換算係数の内挿処理  
・複数元素で定義された遮蔽材による減衰効果に係る処理  
・微小体積に分割された体積線源の強度重み付けの処理  
・ガンマ線フラックスと線量率の算出処理  
 

QAD-CGGP2R 相当コードは、次の点で本事業の開発コードと条件が異なる。  

 ビルドアップ係数  
 『日本原子力学会標準  γ 線ビルドアップ係数：2013』 (AESJ-SC-A005:2013)

に基づく GP 近似式から求めている。  
 物理定数（GP フィッティングパラメータを含む）の内挿式として Akima の

式を導入している。  
 

表 4-7 に、計算に使用したパラメータの値と計算結果の比較を示す。比較の結果、

処理手法の異なるビルドアップ係数も含めて、実効線量率 E(AP)を求めるためのパラ

メータはすべて 1%以内の差異で一致していることがわかった。  
表 4-8 に、１）から４）までのケースに対する線量評価点２の E(AP)計算結果をま

とめた。線源形状の変化は計算結果に影響しておらず、体積線源の計算処理が正常に

動作していることを確認できた。  

  ただし、この妥当性検証問題の設定は、実績のあるガンマ線エネルギ範囲を対象と

している。今回、開発した計算コードは、30MeV までエネルギ範囲を拡張しているこ

とから十分な検証とはいえない。次年度、高エネルギ領域のガンマ線に対する検証に

取り組む必要がある。また、係数データに不連続部や急激な変化が現れる場合、エネ

ルギ及び遮蔽厚さの補間が正しく行われることを検証する必要がある。  
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 表 4-7 QAD-CGGP2R 相当コードと計算処理の比較（線量評価点１）  

 

（New Version：本事業の開発コード）  

 
 

表 4-8 異なる線源形状に対する E(AP)計算結果の比較（線量評価点２）  

線源形状ケース  １）点線源  ２）直方体体積  ３）球体積  ４）円筒体積  

E(AP) (µSv/h) 9.4585 9.4585 9.4585 9.4585 

 

 
 
 

参考文献 

 
[4-1] J. Kenneth Shultis and Richard E. Faw, American Nuclear Society, La Grange Rark, IL, 
ISBN 0-89448-456-7 (1999). 
  

60Co

energy Flux av.Bld AP DF  E(AP) μ Flux av.Bld E(AP) d f  E(AP) μ

M eV 1/cm2･s - μSy/h    μSv/h  cm-1 1/cm2･s - μSy/h    μSv/h  cm-1

1.17E+ 00 2.23E+ 03 3.11E+ 00 1.27E+ 02 1.83E-02 4.35E-01 2.24E+ 03 3.10E+ 00 1.27E+ 02 1.83E-02 4.34E-01 -0.6% 0.3% -0.6% -0.2% 0.2%

1.33E+ 00 2.56E+ 03 2.88E+ 00 1.48E+ 02 2.02E-02 4.08E-01 2.56E+ 03 2.87E+ 00 1.48E+ 02 2.02E-02 4.07E-01 -0.3% 0.3% -0.1% -0.1% 0.1%

total 4.78E+ 03 2.98E+ 00 2.75E+ 02 4.80E+ 03 2.97E+ 00 2.76E+ 02 -0.4% 0.3% -0.3%   

A [QADCG-GPR2相当] B [New  Version (点線源)] Err= (A-B)/B

Flux Bu ild dose df μ
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5 事業の進捗管理、及び人材育成活動  
 
 
5.1 研究班会合の実績  

委託業務実施期間中に、研究の進捗状況を報告・確認する目的で開催された研究班

会合の実績を表 5-1 に示す。  
 

表 5-1 研究班会合の開催実績  

日程  対応者  連絡事項  

令和 2 年 9 月 15 日  ・原子力規制庁長官官房放

射線防護グループ放射線規

制部門 中村尚司（PO）  

・同 益子真一（PO 補佐）  

・同 宮脇豊（安全管理調

査官）  

・委託事業の実施概要と工程確認  

・実施項目の研究進捗状況報告  

・今後のスケジュール  

令和 2 年 10 月 27 日  同上  ・委託事業の研究進捗状況報告  

・第一回研究レビュー委員会の議

題確認  

・今後のスケジュール  

令和 2 年 12 月 8 日  同上  ・委託事業の研究進捗状況報告  

・第一回研究レビュー委員会の結

果報告  

・今後のスケジュール  

令和 3 年 1 月 20 日  ・原子力規制庁長官官房放

射線防護グループ放射線規

制部門 中村尚司（PO）  

・同 益子真一（PO 補佐）  

・同 宮脇豊（安全管理調

査官）  

・同 内海和紀  

・委託事業の中間報告  

・規制庁年次報告会の発表資料確

認  

・ 眼の水晶体の外部被ばく評価

に係る講演会報告  

・遮蔽計算コードの開発状況報告  

・今後のスケジュール  

令和 3 年 3 月 24 日  同上  

 

・委託事業の年次最終報告  

・規制庁年次報告会の結果報告  

・遮蔽計算用データの整備状況報

告  

・第二回研究レビュー委員会の結

果報告  

・学会の成果発表報告  

・実績報告書の確認  
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5.2 研究レビュー委員会   
5.2.1 委員会趣旨と委員構成   
 本事業の実施に際して、研究の成果及び方向性について専門家の意見を、各位の業

務・専門の立場から幅広く聴取し、研究に資することを目的に、研究レビュー委員会

を設置した。  

委員の構成を表5-2に示す。本事業の研究協力者らに加えて、本事業に関して豊富な

経験を有する外部有識者を12名招聘した。特に裁決を要する会合ではないため、委員

長を設けず、研究代表者及び研究参加者らが事務・運営方となって議事の進行を行う

こととした。  
 

表5-2 研究レビュー委員会の委員構成  

氏 名  所 属  部署 /役職等（2020.08）  

上蓑  義朋  公益社団法人日本アイソトープ協会  常務理事  

波戸  芳仁  大学共同利用機関法人高エネルギー加速

器研究機構 共通基盤研究施設  

放射線科学センター  

中島  宏  国立大学法人北海道大学   
大学院工学研究院  

応用量子科学部門  
原子力支援社会基盤技術

分野 特任教授  

横山  須美  藤田医科大学  
研究支援推進本部  

共同利用研究設備サポー

トセンター  

助川  篤彦  国立研究開発法人量子科学技術研究開発

機構  
核融合エネルギ部門   
那珂核融合研究所トカマ

クシステム技術開発部   

吉田  昌弘  公益財団法人原子力安全技術センター  常務理事  

保田  浩志  国立大学法人広島大学                                                                                                                              

原爆放射線医科学研究所  
線量測定評価研究分野  

教授  

松居  祐介  株式会社テプコシステムズ  原子力炉心技術部  

延原  文祥  東京ニュークリア・サービス株式会社  技術部  

高田  祐太  三菱重工業株式会社  原子力セグメント  
炉心・安全技術部  
炉心・放射線技術課  

坂本  幸夫  株式会社アトックス  技術開発センター  
基盤技術開発部  

吉岡健太郎  東芝エネルギーシステムズ株式会社  磯子エンジニアリングセ

ンター 原子力安全シス

テム設計部  
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5.2.2 開催実績と議事   
2020 年 8 月から 2022 年 3 月末まで約 2 年間に、2～3 回／年の頻度で委員会開催を

予定する。今年度の委員会開催実績を主な議事とともに表 5-3 に示す。  
開催形式として、東京都内に集合して成果報告と討議を行う予定であったが、コロ

ナ禍の折、第 1 回委員会は、約 1 週間にわたってメールベースで報告と意見交換を行

った。第 2 回委員会は、委員らの希望により Web 会議を開催した。  
 

表 5-3 研究レビュー委員会の開催実績  

日 程  主な議事  

【第 1 回】  
令和 2 年 11 月 25 日

～12 月 4 日  
（メールベースの通

信会議）  
開催期間：約 1 週間  

（１）事業の概要  
（２）委員会の活動計画について  
（３）研究進捗状況の報告  

①  海外の規制利用コードの対応状況調査  
②  簡易遮蔽計算コードの利用と新勧告対応に係る実態調査  
③  本事業で開発する遮蔽計算コードの仕様・機能の提案  

④  新勧告を反映した遮蔽計算用データの作成  
（４）その他、次回予定等  

【第 2 回】  
令和 3 年 3 月 16 日  
（Web 会議）  

09:30～12:00 

（１）  事業の活動実績報告  
（２）  外部被ばく計算における眼の水晶体の評価に係る講演

報告  

（３）  研究進捗状況の報告  
①  新勧告取入れに係る海外対応調査  
②  新勧告取入れを反映した遮蔽計算用データの開発   
③  新勧告を反映した遮蔽計算コードの開発  

（４）  規制庁年次報告会の報告  
（５）  人材育成活動について  

（６）  次年度事業計画について  
（７）  その他  

 
また、第 1 回委員会において、追加質問事項として挙がった、眼の水晶体に関する

外部被ばく線量評価の明確化を行うため、委員より国内外の動向と線量限度引き下げ

に係るご講演を賜った。表 5-4 に講演の開催実績を示す。  
講演内容を踏まえた討議の結果、眼の水晶体の評価に対する国内動向を考慮して、

次年度に 3mm 線量当量（Hp(3)）の評価を追加する検討を行うこととなった。  
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表 5-4 研究レビュー委員会の委員講演開催実績  

タイトル、日程、講演者  議事  

【外部被ばく計算における眼の

水晶体の評価（実用量と防護

量）に係る講演】  
令和 3 年 1 月 14 日（Web 会

議）13:00~15:00 
 

講演者（発表順）：  

 保田浩志（広島大）  
横山須美（藤田医科大）  

 

議事  ：  

（１）開会挨拶 事務局  
（２）「眼の水晶体に関連する国際的・国内動向

等」 保田講師  
（３）「眼の水晶体の限度引き下げ等に係る話題提

供について」 横山講師  
（４）ご質疑・ご討論  

配布資料  ：  
・（保田講師）外部被ばく計算コードにおける眼の

水晶体の評価の討議に係るメモ  
・（横山講師） ICRP2007 年勧告等を踏まえた遮蔽安

全評価法の適切な見直しに関する研究会合、眼の水

晶体の限度引き下げ等に係る話題提供について  

 
 
5.3 成果発表  

今年度、本事業の概要と成果を報告する目的で下記 1 件の学会発表を実施した。。

付録Ⅺに発表資料を添付する。  

・平尾好弘、延原文祥、大西世紀、γ 線簡易遮蔽線量計算法の適切な見直しに関する

研究、日本原子力学会 2021 年春の年会 [1D04]、2020 年 3 月 17 日 . 
 
 
5.4 人材育成活動   

本事業の人材育成活動は、次の学会ワーキンググループを通じて行われた。  

・ 日本原子力学会  放射線工学部会  簡易遮蔽計算コードレビューワーキンググルー

プ（WG）  
 

同 WG は、その前身である「国産安全解析コード開発戦略検討 WG」の提言を踏ま

え、平成 27 年に設立された簡易遮蔽計算に係る専門家ワーキンググループである。  
「国産安全解析コード開発戦略検討 WG」では、放射線工学に係る解析コードの開

発課題や体制について検討がなされており、遮蔽解析に使用される簡易解析コードに

ついて、アメリカで半世紀近く前に開発されたものがベースであり、それらの多くに

開発元のサポートは既にない [5-1]として、コードの国産化による新設を呼びかける提

言がなされた [5-2][5-3]。  
この提言を受けて、同部会は、実設計から安全評価まで広く用いられる簡易遮蔽計

算コードの新設を目指して、従来のコードの課題を具体的に検討し、現代の計算環境
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や最新の知見を反映する活動を開始した。その役割を担う作業会として平成 27 年に

設立されたのが簡易遮蔽計算コードレビューWG である。  
同 WG は 2 年間で活動を区切り、成果を踏まえてアクションプランの見直しを行っ

ており、現在第三期の活動を行っている。これまで検討してきた計算コードの新設課

題は、以前の WG 報告書に記されている [5-4][5-5]。  

同 WG は、本事業の研究参加者、研究協力者の一部、及び研究機関、メーカー、エ

ンジニアリング、ゼネコンから若手が参加しており、事実上、遮蔽計算技術に係る人

材育成のプラットフォームとなっている。そこで、本事業で求められる人材育成活動

を、同 WG を通じて次のとおり行うこととした。  
・ 本事業の研究計画を示し、取り組んでいる課題とその進捗を報告する。  
・ 課題に関心のあるメンバーを募り、協力して課題の解決にあたる。  

・ WG で活動の成果発表とレポート作成を行い、意見交換を行う。  
 

今年度、12 月と 3 月に 2 回の WG 会合を開催した。表 5-5 に活動実績と本事業に関

係する議事を抜粋して示す。現在、6～7 名の委員の協力により、ガンマ線ビルドアッ

プ係数の計算とその妥当性の評価を実施している。  
 

表 5-5 学会 WG を通じた人材育成活動実績  

日 程  本事業の人材育成活動に係る議事  

【第 15 回 WG 会合】  

日時：2020 年 12 月 21 日 14:00～

（Web 会議）  

出席者（所属、敬称略）：  

平尾、大西（海技研）、松田（原

子力機構）、田中（株安藤ハザ

マ）、猪狩（MRA 株）、  

助川（量研機構）、稲吉（株テプ

コシステムズ）、延原（TNS 株）  

・平尾より、配布資料③に基づき、規制庁安全研究の

内容の説明と今後の計画について報告があった。本

WG を通じて研究課題の一部を実施することで若手

の人材育成を図ること、及びビルドアップ係数（BF）

の計算について協力依頼がなされた。  

配布資料：  

③受託研究「 ICRP2007 年勧告等を踏まえた遮蔽安全

評価法の適切な見直しに関する研究」の概要  

【第 16 回 WG 会合】  

日時：2021 年 3 月 11 日 14:00～

（Web 会議）  

出席者（所属、敬称略）：  

平尾、大西、近内（海技研）、  

松田（原子力機構）、  

猪狩（MRA 株）、  

田中（株安藤ハザマ）、  

坂本（ATOX）、  

助川（量研機構）、  

松居、稲吉（株テプコシステム

・田中より、配布資料③に基づき、規制庁安全研究

の課題である MC 法による BF 計算の進捗が報告さ

れた。  

・松田より、多重層遮蔽に対する簡易線量計算法を

レビューした「 IE 法に関する調査」が報告された。  

・平尾より、配布資料④の年次報告資料をもとに、

規制庁安全研究の進捗報告が行われた。  

・延原より、Spring8 の遮蔽設計で用いられた

STAC8 という簡易遮蔽計算コードについて情報提供

があった。  

配布資料：  
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ズ）、  

時吉（大成建設）、  

延原（TNS 株）  

③モンテカルロ法によるビルドアップ係数計算  

④ ICRP2007 年勧告等を踏まえた遮蔽安全評価法の適

切な見直しに関する研究 (年次報告会資料 ) 

 
 
 

参考文献 
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6 まとめ  
 
 

本事業の研究期間は２年間であり、令和２年度はまず、海外における新勧告取入れ

状況の調査を行い、国内専門家の意見も踏まえて遮蔽計算法とそれに使用されるデー

タの見直し範囲を決定した。また、その見直し範囲に従って、適切な見直し手順を検

討し、実際に遮蔽線量計算法及び使用データの見直しをすすめるとともに、それらを

導入した新勧告対応のγ線遮蔽線量計算コードを開発した。  
次年度は、引き続き、新勧告に対応した計算コードの開発を進め、異なる遮蔽計算

コードの結果と比較して見直しの妥当性と影響を評価する。最後に、見直しの手順と

根拠をまとめて、新勧告取入れの運用ガイドラインを作成する予定である。  
 
各実施項目の達成状況は、下記のとおりである。  

(1) 遮蔽線量評価への新勧告取入れに係る海外対応調査（第１四半期～第２四半期）  
・ 米国で規制利用される遮蔽計算コードの調査し、最新の遮蔽線量計算法の仕様・

機能を確認した。  

・ 遮蔽計算の妥当性を示すための V&V 手法を調査し、遮蔽計算法と使用データの

V&V 検証手法を確認した。  
・ 新勧告取入れの海外実態調査のため、欧米の規制担当者にメールで調査票を送っ

て調査を申し入れた。  
・ 以上の調査をまとめて、新勧告取入れで求められる遮蔽線量計算コードの仕様・

機能を提案した。個別に本事業における受容性評価を行い、遮蔽線量計算法及び

使用データの見直し範囲を決定した。  
・ 調査の成果を研究レビュー委員会で報告し、外部専門家の意見を収集し、質疑・

コメントを通じて仕様・機能の明確化を行った。  
(2) 新勧告取入れによる遮蔽線量評価法の見直し手順の開発（第２四半期～）  
・ (1)で決定した見直し範囲に従い、遮蔽線量計算用データの作成手順の検討を行

い、根拠資料の整備を行った。  

 実用性の高い遮蔽材料の選定、計算する線量種類の選定、データベースのテ

ーブル設計、減衰係数の算出方法、ビルドアップ係数の算出方法  
・ 鉄及び鉛に対して作成したデータを、数表及びグラフを用いて例示するととも

に、その特徴を示した。  
(3) 遮蔽線量評価法の適用性拡張に係る研究（第２四半期～）  
・ (1)で決定した見直し範囲に従って遮蔽計算法の適用性拡張項目を決定した。  

・ 30MeV まで高エネルギ領域への範囲拡張対応検討を行い、光核反応による光中性

子の線量寄与をガンマ線と分けて処理する簡易計算法を開発した。  
・ 新勧告に対応したガンマ線遮蔽線量計算コードの開発をすすめた。基本的な仕様

に対してテキストベースの入出力による動作を確認し、計算の妥当性の確認を部

分的に行った。  
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 (4) 成果の公表  
・ 日本原子力学会 2021 年春の年会において、研究の概要と進捗を報告した。  

(5) 事業の進捗管理、及び人材育成活動  
・ 研究班会議を計 5 回開催し、規制庁の対応者に進捗を報告し助言を仰いだ。  

・ 月報を各月末に送付した。  
・ 研究協力者から成る研究レビュー委員会を設置し、成果について意見を求めて検

討を加えた。眼の水晶体の外部被ばく評価に係わる仕様の明確化のため、委員の

講演を開催し、補足的に実用量を考慮する必要性を明らかにした。  
・ 日本原子力学会放射線工学部会の簡易遮蔽計算コードレビューWG において、若

手メンバーらと協力して、遮蔽線量計算用データの作成と妥当性確認を行い、遮

蔽線量計算技術の伝達を図った。  
 

以 上  
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付録Ⅰ　海外規制利用コードの技術仕様と本事業への受容性評価

付録Ⅰ
章節

仕様カテゴリー 概要 仕様 説明 左記仕様の受容性評価コメント
受容性評
価結果

計算コード開発のポイント 外部専門家による確認事項

1 計算ケースの入力作成
入力作成ステップ（左記1から
７)に従う

1.1 １．寸法入力 線源の定義 形状・寸法・位置 △

線源及び遮蔽体の寸法と材料組成
を指定

遮蔽体の定義
寸法、位置、遮蔽厚さ、中間遮蔽体の選択（最大10
個）

△

線量評価点の定義 位置（最大6個） 評価点の位置を空間の座標点で指定
評価点の数が少ない。点だけでなく、線上・面上
の格子点を一括設定するような自由度の要請
がある。

△
評価点の設定数は任意とする。指定した線や面の
上に並んだ格子点を一括設定する機能を追加す
る。

上記入力の妥当性確認 入力の整合性等を自動確認

・ 必要な全ての数値が入力されているか

の値がないか

か

簡易な妥当性の自動確認が入力設定の段階で
行われると便利である。

○ 左記の仕様を採用

1.2 ２．材料密度入力 組込材料（内蔵）
12種類の材料を内蔵し、減衰係数データは
ANSI/ANS-6.4.3-1991から引用

空気、アルミ、コンクリート、鉄、鉛、ニッケル、す
ず、チタン、タングステン、水、ウラン、ジルコニウ
ム

遮蔽によく使われる材料を組込むべきである
が、材料の種類が12種類と少ない。

△
単元素25種、混合物8種を組込の候補とし、そのう
ち、優先度の高～中と考えられる15材料の情報を
まず外部で計算して組み込む。

正確な特性値を整備した組込材料
の候補について資料を配布するの
で、過不足ないか確認を依頼する。

カスタム材料の定義 一ケースにつき、最大8種類まで選択可能

カスタム材料作成ツール（5.3.1参照）を用いて、カ
スタム材料の定義を予め行い選択する。減弱係
数・密度・ＢＦの値は、同ツールで指定するか、ま
たは自動計算される。自動計算の信頼性に注意。

○

ミックス材料の定義
上の組込材料とカスタム材料から複数を指定して、
かさ密度をベースに混ぜて新たにミックス材料を定
義可能。

ミックス材料の実効密度は、2つの方法から選んで
自動計算される。上のカスタム材料同様、減弱係
数やBFの自動計算時の信頼性に注意。

○

標準エネルギー群インデクス
（内蔵）

0.015MeVから15 MeVまで25エネルギー群で予め
定義された標準エネルギー群構造のこと

減衰係数及びビルドアップ係数に対する組込みラ
イブラリの群構造に使用される。

ICRP 116において、外部被ばく線量換算係数の
エネルギー範囲は拡張された。より高エネル
ギーに対応するのが望ましい。

△

高エネルギー対応のため、標準エネルギー群構造
の範囲は0.010MeVから30MeVとする。15MeV以上
の群分けの境界エネルギーは後で検討する。
計算では光核反応で発生する中性子の寄与を考
慮する。

各材料に対する減弱係数とBFの値
は、標準エネルギー群構造にわ
たって整備される。計算の適用範囲
として、このエネルギー範囲でよい
か確認を依頼する。

1.3 ３．線源強度入力
核種とその線源強度を指定す
る場合

核種リストから核種を選択する。核種選択後、選択
した核種の線源強度（BqかCi）を入力する。

 親と娘の核種関係は、ユーザが線源を崩壊させ
る選択をした場合、自動的に処理される。
消滅光子は、線源核種が陽電子を放出する場
合、自動的に含まれる。

線源入力について、RI核種を選択する方法の実
装は望ましい。

○

ICRP107発行で、RI核種の崩壊による放射線データ
が新たに更新された。よって、線源入力において、
RI核種の選択をサポートする機能の実装を検討す
る。

線源の強度及びエネルギーの指定
方法は右の二種類

エネルギ群毎に放射線を直接
入力する場合

線源強度（photon/sec）を各エネルギー群に直接
入力する。
線源強度で用いることのできるエネルギ群数は最
大25まで。

ー
このエネルギー群毎に線源強度を与える方法
が、QAD等、以前からの指定の仕方である。

○ 左記の仕様を採用

 光子エネルギーの群分け手法
標準群インデクス、線形、対数、指数、線源推定、
ユーザ定義（直接入力）の6種類から選択可。

線源推定とは、外部測定データから線源を推定
し、ケースを実行することなしに崩壊の影響を計
算する手法のこと（5.3.3項参照）。
　例えば、廃棄物コンテナと遮蔽の組み合わせが
あり、収納された廃棄物の線源以外を不変と仮定
するなら、線源推定を使って線源を推定できる。

一般に線源データがどのように与えられるか分
からないため、エネルギー群分けはユーザが任
意に指定できる方が望ましい。
線源推定は、外部測定データから線源強度を推
定して入力するのに役立つが、5.3.3項のような
サポートツールが別に必要になる。

△

例えば、上で述べたRI核種の線源データを
ICRP107等から取り込む場合、内部で処理する群
構造を自動で与えられるようにする。
線源推定による線源の自動入力の必要性について
は検討を要する。

γ 線源のエネルギー群分けについ
て、線型、対数、または指数で分割
するのがよい例があるか。
また、測定した線量データから線源
強度を推定して自動入力する機能
は必要か。

光子エネルギー群分けのオプ
ション

上の群分け手法の選択で、標準群インデクス、線
形、対数、指数のいずれかを選んだ場合、右の3つ
の群分けオプションを指定する。

15keV、これ以下は指定不可）

の中に含めるか否かの選択（デフォルトは含める）

カットオフエネルギーの選択、及びそれ以下の
エネルギーを考慮するか無視するかの選択は、
ケースによって結果に影響する。

○
左記の使用を採用。ただし、下限カットオフのデフォ
ルトは、上の標準群インデクスの最低群のエネル
ギーに従い、0.010MeVとする。

外部線源ファイルから読込
読み込んだ核種の情報が、組込ライブラリから得ら
れるかを知らせる。

組込の核種ライブラリは次の三種類（核種数） 核種選択による放射線データは、基本的に最新
のICRP-107から取り込む。旧い勧告からデータ
を読み込む理由は、結果の比較のためと考えら
れる。

△
核種選択による放射線データは、基本的に最新の
ICRP-107から取り込む。

今後、旧い勧告（ICRP38)の核種崩
壊による放射線データを用いる機
会はあるか。

1.4
４．ビルドアップ係数レファレンス材料
選択

ビルドアップ係数が用意されて
いる材料（ソフト内蔵）について

・ 23種類の単元素：ベリリウム、ホウ素、炭素、窒
素、酸素、ナトリウム、マグネシウム、アルミニウ
ム、ケイ素、リン、硫黄、アルゴン、カリウム、カルシ
ウム、鉄、銅、モリブデン、錫、ランタン、ガドリニウ
ム、タングステン、鉛、ウラン

このうち、12種類が組込材料（5.1.2項参照）、14種
類がANSI/ANS-6.4.3-1991からデータ引用

左記の26種類の材料以外の遮蔽材は、ユーザ
がそれらをミックスして、カスタム定義する。
　よって、カスタム材料の減弱係数やＢＦ値は、
自動的に近似計算で与えられており、誤差があ
る。頻用する材料は、外部でMCコードを使い、
正確な値を評価して組み込んだ方がよい。

△
上の5.1.2項で述べた単元素26種、混合物8種の特
性を外部で正確に計算して組込むことを目指す。初
めは、優先度の高い15種類の材料から整備する。

上の5.1.2項を参照。本研究で整備
する材料の他に、遮蔽材として注目
される、または頻用される材料があ
れば、ご教示願う。

以上の情報をもとにビルドアップする
レファレンス材料を選択する。

ビルドアップするレファレンス遮
蔽材の選択

上の5.1.1項～5.1.3項の入力が完了した後、線源か
ら評価点の間の直線上に存在する遮蔽材のうち、
一つをレファレンス遮蔽材として選択する。そして、
レファレンス遮蔽材に対して適切なBF値を選択ま
たは指定する。

ここで選択したレファレンス材料だけがビルドアッ
プ計算の対象になり、それ以外の材料では減弱
係数を用いて減衰計算される。
一般的なルールとして、評価点に近い最後の遮蔽
か、または最大のビルドアップを示す（つまりMFP
長の最も長い）材料を保守的に選択する。

画面上に、線源から評価点の間に存在する遮
蔽材のリストと特性値が現れて、レファレンス遮
蔽材の選択をサポートする機能は便利である。
ただし、一般的なルールに従うだけなら、半自動
的に選択可能と考えられる。

△

保守的なレファレンス材料を半自動的に選択するだ
けで十分か検討する。そうでないなら、レファレンス
材料の選択をサポートする表示機能について検討
する。

レファレンス遮蔽材に対するビ
ルドアップ係数の定義

　上の26種類の内蔵された材料から、あるいは、カ
スタム材料・ミックス材料を定義して、それを割り当
てる。レファレンス遮蔽材のBF値はその選択した材
料のBF値が用いられる。

レファレンス材料に対して最適なBF値を選択する
のはユーザの責任である。一般的なBF選択のア
ドバイスは、上に示したとおり。

レファレンス遮蔽材に対するBF値の選択は、
ユーザに任されるとはいえ、上に述べたとおり、
半自動的に選択可能と考えられる。

○
正確な特性値をもった組込材料から、あるいは、そ
れらをカスタム・ミックスした材料からの両方から選
択できるように検討する。

 カスタム材料・ミックス材料の
BF値の自動計算について

　BF作成画面（5.3.1項参照）で、カスタム材料を定
義するとき、次の方法でBF値が近似計算される。
・無限平面、及び無限スラブの遮蔽体系
　→テイラーの式で生成
・それ以外の全ての遮蔽体系
　→BFデータベース（ANSI/ANS-6.4.3-1991など）
から抽出し、必要に応じて補間

　カスタム・ミックス材料に対して、与えられた入射
エネルギーとMFPのBF値が、データベースの数表
から直接得られるわけではない。よって、原子番
号、エネルギー、MFPに対して、数表の値を補間
する必要がある。
　原子番号によるBFの補間手法は、Sakamoto-
NSE論文による。

カスタム材料作成ツールで、ユーザ定義の材料
を作成したときに、BF値を生成する方法の説明
である。現在の計算機能力からみて、テイラー
法に頼らずとも、構成材料のBFデータを逐次読
み込んで補間計算で対応可能と考えられる。

△

カスタム材料や遮蔽体系にかかわらず、構成材料
のBFデータを読み込み、データを補間してBF値を
生成する。カスタム材料は、外部のサポートツール
を用いて線量計算とは別に作成できることが望まし
い。

海外規制利用γ 線遮蔽計算コード（MicroSheild Pro Ver.12) 新勧告対応の観点から望ましいコード開発の技術仕様 本研究で開発する点減衰核法コードの仕様案

線源強度の入力で用いるエネルギー
群構造をユーザが定義する方法に
ついて

事前に定義された16種類の基本形状の中から、
（点線源＋スラブ遮蔽）、（円柱線源＋円柱遮蔽体
＋スラブ遮蔽体）のように、数種類の線源と遮蔽
体の組み合わせを選択し、それに応じたデータを
入力する。

16種類の基本形状は必要な形状をカバーして
いる。線源と遮蔽体の組み合わせから体系を選
ぶ方法は、設定項目が減って入力の容易さやミ
ス防止の観点から有利であるが、体系設定の自
由度に劣る。

複雑な体系の施設が増えている状況から、線源と
形状の定義を独立させて自由度を確保する。形状
の定義について、（既にＱＡＤやＰＨＩＴＳで実装され
ている）複雑な形状を表現可能なcombinatorial
geometry手法を採用する。
ただし、入力が煩瑣になるため、ユーザ教育や、妥
当性確認のためのサポートツールが不可欠。

カスタム材料・ミックス材料を、線量計算とは独
立して、外部でユーザが定義できる点は材料の
再利用の観点から有利である。
QADの例では、ユーザが材料の組成を与えて、
実効的な密度・減弱係数を内部で計算していた
が、BFの自動計算までは行っていない。

　線量計算とは別に、カスタム材料・ミックス材料を
定義するための独立したサポートツールの開発が
望ましい。
　カスタム・ミックス材料のように、任意の組成に対
する材料を定義する場合は、基本的に外部で計算
したBFを直接入力するが、BFの自動計算について
も信頼性に注意して実装を検討する。
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カスタム材料・ミックス材料で自
動計算されたBF値の信頼性に
ついて

は、右のとおり、ビルドアップ係数値の近似計算に
信頼性に注意が必要である。

は、原子番号が42以上の元素を含むカスタム材
料が、重量％で10％を超える場合　・・・△
 ✕・△は外部でMCコードで評価したBF値の使用
を推奨

原子番号によるBF値の補間が可能になると、任
意の組成の材料を定義してビルドアップ計算で
きるようになる。左記のような注意が必要である
が、QAD等にはない機能である。

○
Sakamoto-NSE論文に記載された近似計算を採用
して、原子番号によるBF値の補間を採用する。ただ
し、

レファレンス材料に対して定義
したビルドアップ係数を用いた
点減衰核法計算の仕方につい
て

レファレンス遮蔽材に対して定義されたBF値を、線
源と評価点の間にある全ての遮蔽材を併せたMFP
長に対して適用して、ビルドアップ計算を行う。

　つまり、レファレンス材料だけでなく、間にある全
ての材料に対しても同じBF値でビルドアップするも
のとみなす。この方法が大抵の遮蔽体系の一般
に良い近似を与えると考えられている。

レファレンス材料を一つ選んでそのBF値で全て
の材料のBF値を代表する方法は、QAD等と同じ
である。ただし、多重層遮蔽で不都合なことがあ
るため、下記のとおり、多重層用のBFを例外的
に計算する機能がある。

○ 左記の使用を採用。

ビルドアップ感度解析
 様々な材料のビルドアップ係数を用いて、評価点
における線量計算値の変化の傾向、及びその範囲
の検討を利用者自らに実施させる。

レファレンス材料は一つしか選べず、それに最適
なBF値を設定してビルドアップ計算する必要があ
る。その検討のために行う解析である。

異なる材料のBF値を自動設定して感度解析を
行う機能は、手動で行うことも可能だが便利で
ある。ただし、BF選択は大抵、半自動的に行わ
れるため、使用する機会は多くない。

△ 左記の使用を採用
レファレンス材料に対して最適なBF
値を設定するために、感度解析を
行う機能が必要か。

多重層ビルドアップ係数対応

The equivalent atomic number interpolation
algorithmを用いて、2つ以上のスラブ遮蔽層の組み
合わせに対する多重層遮蔽のBFを生成する。ただ
し、スラブ遮蔽のみに対応。

左記のアルゴリズムは、カスタム材料作成ツール
（5.3.1項）において、指定した組成の均質化材料
のBFを生成する方法と同じである。指定した各ス
ラブ遮蔽の組成を使ってBFを計算する。ただし、カ
スタム・ミックス材料には対応しない。

QAD等にない機能だが、二重層遮蔽はよく使わ
れるため、対応は急務である。ただし、各層の材
料をミックスしたり、片方の層で代表したりする
と、計算結果が過度に保守的になったり、非安
全側になることが知られている。

△
左記の汎用的な方法ではなく、よく使われる特定の
遮蔽材の組み合わせに対して、BFを正確に外部で
評価して組み込む方法を検討する。

異なる材料を重ねた二重層遮蔽を
用いる施設の例があればご教示願
う。例えば、中性子と二次γ 線を遮
蔽する、あるいは異なるエネルギー
範囲を効率的に遮蔽する目的。

1.5 ５．積分パラメータ入力
体系が、点、無限平面、または
無限スラブの場合

解析式が、評価点のフルエンス率計算に用いられ
る。

ー
体系で積分法を変える必要は特にないため、下
の数値積分法を用いて良い。

✕ 下の数値積分法に従う。

体積線源に対する非衝突線の線量
計算方法

 その他全ての体系の場合、

ガウス求積法が、ポイントカーネル数値積分で用い
られる。積分メッシュ分割の細かさは、ユーザ指定
可能。

る。

で十分。

積が必要になる。高次ほど計算時間は長くなる。

積分を実行する機能あり。メッシュが細かい場合
の収束が向上する。

体積線源に対して、体積のメッシュの切り方に
よって、左記のような体系で結果が変わることが
知られている。自動的に体系を判定して、ガウス
求積法を用いて対応するとよい。

○
左記の仕様を採用。ただし、体積線源と線量点が
近い体系を判別して、ガウス求積法を自動的に適
用する検討を行う。

６．タイトル・説明の入力
ユーザ利便のためのケース説
明を記載

ー ー
ケースの説明を入力に付属することはケースの
再利用や見直しに必要である。

○ 左記コードの仕様を採用

1.6 ７．感度解析実行
感度解析におけるパラメータの
設定

 感度解析パラメータとして、線源、評価点、又は遮
蔽体の厚さなどが指定可能
これにより、例えば、照射線量率の変動が遮蔽体
厚さ、または線量点位置の関数として評価できるよ
うにする。

感度の増分は、次の要素によって自動決定され
る。 手動で実行可能なため、自動化は将来の課題

とする。
✕

線源・評価点・遮蔽厚さに対する感度解析は、必要
に応じて手動で行うこととし、自動実行する機能の
実装は将来の課題とする。

ユーザが選択した変数に対する感度
解析を実行

上のパラメータ以外のパラメー
タで感度解析したい場合

材料密度及び線源強度のような、その他のパラ
メータの感度解析も実行できるが、その場合、個別
のケースをパラメータ修正しながら、解析を実施す
る必要がある。

個別に増分した感度ケースを作成してバッチ処理
する。

同上 ✕ 同上

感度解析とは、ある1つのパラメータ
を変化させ、それが評価点の線量値
に与える影響を評価する解析のこと

パラメータ設定の妥当性チェッ
ク

感度設定を終了する前に、寸法がチェックされ、誤
りがないか確認される。例えば、遮蔽体厚さの合計
が線源から線量点までの距離を超えるような寸法
設定。

線源寸法を変更した場合は、実行中、トータルの
線源強度を一定に保つか、あるいは濃度を一定
に保つかを尋ねられる。

同上 ✕ 同上

2 計算ケースの出力表示・レポート

2.1 計算出力について

基本出力は下記。
・入力で指定した各エネルギー
に対する線量評価点のフルエ
ンス率(photons/cm2/sec)
・上にエネルギーを乗じたエネ
ルギーフルエンス率
（MeV/cm2/sec）

左記の値を測定値や被ばく評価と比較できるように
下記に換算する。

・浅部線量当量、深部線量当量　（ICRP74と
ICRP116に記載の各臓器に対する係数を使用）

・換算係数として、基本的にICRP 51の該当表が
用いられ、一部にICRP 74、ICRP 116、
ANSI/ANS-6.1.1の該当表が用いられる。

数は、該当表のエネルギーに対して、減衰係数と
ビルドアップ係数の補間と同様、三次スプライン補
間法で内挿される。

　旧いICRP勧告の換算係数を最新の勧告に
従って換算係数を見直す必要がある。最近、W
値の補正がICRU90で発表され、今後、照射線
量・空気カーマに係る改定の可能性がある。
　国内法令では基本的に、局所被ばくとして皮
膚と眼の水晶体の等価線量を参照するため、そ
れらの換算係数の整備を優先する。

△

各線量当量に対する換算係数を、次の新しい国際
勧告に従って見直しを検討する。
・空気中の照射線量率 (換算係数：ICRP51, 現状
10MeVまで)
・空気カーマ率 (ICRP51, 現状10MeVまで)
・皮膚等価線量(ICRP116, AP照射体系、男女別)
・眼の水晶体等価線量（ICRP116、AP照射体系）
・実効線量当量 (ICRP116、6種の照射体系）

左記の見直し対象の他に、整備を
期待する換算係数があるか。例え
ば、臓器に対する深部線量当量の
換算要請はあるか。
吸収線量と1cm線量当量に対する
換算の需要はあるか。

出力レポートの提示
次の二種類のレポート
・ケースサマリー
・計算結果の数表

・ケースを再現するのに必要な全ての入力データ

アップあり（BFデータによる）の場合の二種類のフ
ルエンス率で示される。

ビルドアップの有無で結果を比較すると、ビルド
アップの効果を知るのに役立つ。

ケースサマリーはケースの再現計算や結果の
説明にとって重要である。
なお、ビルドアップなしの計算結果を敢えて提出
する必要はないが、結果の妥当性を調べる参考
になる。

○
左記の仕様を採用する。左記の出力項目は、サマ
リーとして最低限必要な情報と考えられる。ビルド
アップなしの計算結果も併記する。

ケースサマリーとして、他に出力が
期待される計算の情報があれば、
ご教示願う。

2.2 線減衰係数の表示 係数の選択で、減衰係数の配
列を生成して表示する。

減衰係数の積の合計を表示

衰係数は表示されない。
（例：空気とコンクリートをミックスする場合、空気成
分による寄与は分離表示できないため）

 ・この表示の目的は、別の計算コードの結果と比
較して差異の理由を調べるためである。

原因である。指数で効くので僅かでも結果に影響
する。

て減衰係数を同じにするとよい。

線減衰係数は、プログラムにバグがなければ、
特に表示する必要はない。プログラムの作成段
階で徹底的に検証するか、上のケースサマリー
に追記するオプションがあるとよい。
別の計算コードとの比較を行うとしても、結果を
同一にする要請はないと考える。

△
線減衰係数の情報は、必要に応じてテキストで出
力して確認できるようにする。画面表示機能は優先
度低い。

2.3 ビルドアップなしの計算結果 上の5.2.1項を参照（以下略） オプションで出力 ○
各評価点での計算結果をケースサマリーに出力す
る。

2.4 ビルドアップありの計算結果 上の5.2.1項を参照（以下略） 出力必須 ○ 同上
2.5 実効線量当量の提示 上の5.2.1項を参照（以下略） 出力必須 ○ 同上

3 サポートツール

3.1 カスタム材料作成ツール カスタム材料組成画面
材料の構成要素名、重量%、相対原子数を入力す
る。

高Z元素を含んだ構成要素が全体の10重量%以上
を占めたら警告を発する。

する特異点的発散が、実効原子番号による補間
では正しく補正できないため。

線量計算とは独立して、カスタム材料を外部で
作成するためのサポートツールがあると、材料
データの整理と再利用に便利である。
ＢＦ値の自動計算に関する注意は、当然知あっ
ておくべき事であるため、警告不要と思われる。

○
カスタム材料作成ツールを実装して備える。左記の
入力項目に従う。

右の6種類の画面を用いて、ユーザ
定義の材料作成を支援する。

ビルドアップ係数作成画面
BFの配列(行を遮蔽厚mfp、列をエネルギーとした2
次元表)を作成する。

BF作成に3つのオプションが選択可

自動計算は近似であり要注意（5.1.4項参照）

ＢＦ作成のオプションについて、ＭＣコードを用い
て外部で評価したＢＦ値を指定するため、３つと
も必要である。

○ 左記のＢＦ作成オプションに従う。

右の二つの機能が新たに追加され
た。
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付録Ⅰ　海外規制利用コードの技術仕様と本事業への受容性評価

付録Ⅰ
章節

仕様カテゴリー 概要 仕様 説明 左記仕様の受容性評価コメント
受容性評
価結果

計算コード開発のポイント 外部専門家による確認事項

海外規制利用γ 線遮蔽計算コード（MicroSheild Pro Ver.12) 新勧告対応の観点から望ましいコード開発の技術仕様 本研究で開発する点減衰核法コードの仕様案

カスタム材料とは、構成要素ごとに
バルク密度及び原子数密度を指定し
た混合物のこと。構成要素とは、元
素あるいは化合物を意味する。

カスタム材料光電吸収エッジ画
面

低エネルギーに吸収エッジがある場合、断面積の
不連続を解消するための補間を指示する。

必要な入力情報は、断面積不連続部（光電吸収
エッジ）の「数」、「エネルギー」、「エッジ前後のビ
ルドアップ係数」

光電吸収エッジの効果は、該当する材料とエネ
ルギーにのみ現れるため、このように例外的な
扱いをする必要がある。

○
左記の吸収エッジの入力情報に従う。吸収エッジに
係る補間とビルドアップ計算を適切に実施する。

材料定義が完了したら、実効原子番
号、実効原子量、エネルギー毎の質
量減弱係数が生成される。

 カスタム材料ビルドアップ係数
グラフ画面

カスタム材料のビルドアップ係数がグラフで描画
　カスタム材料に対して、特に減弱係数及びＢＦ値
を自動的に計算した場合、その妥当性をグラフや
数表で確認するための機能である。

カスタム材料の特性値生成について、信頼性の
点から自動計算の使用を限定し、基本的にMC
コードで評価して正確に与えることとする。

△
優先度は高くないが、確認のためにあるとよい機能
である。

カスタム材料減弱係数表示画
面

線減弱係数を表形式、またはグラフ形式で表示
同上 同上 △ 同上

カスタム材料質量減弱係数グ
ラフ画面

質量減弱係数を表形式、またはグラフ形式で表示
同上 同上 △ 同上

収録カスタム材料ファイルについて コンクリート 10種類、データソース：ANS 6.4-2006 及びNIST
コンクリートの種類が多くて混乱を招く。また国
内施設の評価に適用できるか不明である。

△
本研究では、国内向けとして、ANL-5800、学会標
準案、NBS29のコンクリート組成と特性値を整備す
る。いずれも密度2.1g/cm3を参照値とする。

本研究で整備する組込材料の候補
について資料を配布する。コンク
リート遮蔽として、整備を期待する
組成の情報があれば、お知らせ願
う。

65種以上のカスタム材料を、右の4
つのカテゴリで収録

土壌 5種類、データソースは公開文献 クレイ、ロック、サンド、シルト、ソイル
左記の5種類は、土壌の水分量や粒度に依存し
ており、密度も異なる。代表的な土壌という概念
は決定困難である。

△
本研究では、左記のソイル、あるいは土壌を輸送計
算に用いた論文からデータを引用する。

本研究で整備する組込材料の候補
について資料を配布する。土壌を輸
送計算に用いた論文等の組成デー
タがあればお知らせ願う。

生体関連 19種類、データソースはNISTその他 ICRU-44からの引用含む
生体関連の材料について、遮蔽材としての応用
が不明である。

✕ 本研究では、整備対象としていない。
生体関連の材料について、遮蔽用
に整備が期待される材料があれば
お知らせ願う。

その他 31種類、データソースはNISTその他 空気、水、高分子材、鉛ガラス等
一部の混合物について、遮蔽材としてポピュ
ラーである。

△
本研究では、空気、水、ポリエチレン、鉛ガラス等を
内蔵材料として整備する。組成は国内のデータを用
いる。

本研究で整備する組込材料の候補
について資料を配布する。単元素
以外の混合物について、他に整備
を期待する材料が、お知らせ願う。

3.2 外部線源ファイル作成ツール

頻用する標準的な核種、また
は標準的なエネルギ分布/放
射線分布を作成する。外部線
源ファイルとして保存する。

・エネルギー群とそれに対応する放射能（線源強
度）を指定して作成
・エネルギー群分けをユーザがカスタム可能

このツールは、上の5.1.3項で示した線源データの
設定をサポートするツールである。

線源データの入力に際して、RI核種リストから核
種を選択したり、エネルギー群毎に強度を指定
する作業をサポートするツールは便利である。

○
いわゆる線源データ作成ツールの実装を検討す
る。

3.3 線源推定ツール
外部で測定等で得られた照射
線量率に基づいて線源の同位
体含有量を推定する。

（省略）
外部測定データから線源を推定して、それを線
源データとして指定するオプションの必要性につ
いて調査する。

✕ 実装の要請は、専門家の調査結果による。

上の5.1.3項で述べたとおり、外部測
定データから線源を推定して、それ
を線源データとして用いる機会があ
るか。そうした線源推定は、遮蔽計
算コードとは別に行われた方がよい
か。

3.4
照射線量率の経時的な変化に関す
る図表表示

親核種の崩壊やそれに伴う娘
核種の生成に起因する線量率
の経時的な変化を、時間の関
数として予測する目的。

（省略）

例えば冷却、貯蔵、輸送の時間経過で線源が
減衰したり、娘核種が生成したりして、計算結果
が変化する可能性がある。検討の範囲外と考え
るが、必要性について調査する。

✕ 実装の要請は、専門家の調査結果による。
時間経過による線源の変化と、計
算結果の変化の関係を表示する必
要性や実際の機会はあるか。

3.5 熱/エネルギー計算ツール

放射性核種の崩壊の結果、単
位時間あたりに発生するトータ
ルのエネルギー/熱を計算し、
結果を表示する。

放射性核種セットとして、既存のケースファイルや
線源ファイル（核種の情報を含む）、又はユーザが
作成した核種と放射能のデータを取り込むことがで
きる。

線源崩壊で発生する熱計算は、検討の範囲外
である。

✕

3.6 材料データ及び核データの表示 線減弱係数

質量減弱係数が内蔵ファイルより読み込まれて表
示される。

クリートのデータが含まれる。

内蔵データをほぼ全て表示して、確認するため
の機能である。データがミスなく設定され、正常
に読み込まれるなら、特に画面で確認する必要
はない。

△
内蔵データを分かりやすく表示する機能があった方
がよいが、優先度は低い。

右の4種類のデータを表示する ビルドアップ係数
ルから読み込まれる。

ラー法によるビルドアップ係数相関係数（全てのエ
ネルギー）を表にまとめる。

同上 △
本研究では、GP方やテイラー法等の補間手法は使
用しないため、ビルドアップ係数表を直接表示する
ことになる。優先度は低い。

線量換算係数

により、空気中の照射線量、空気吸収線量、実効
線量に換算される。これらの換算はICRP 51に基づ
いて実行される。 同上 △

新しい勧告に基づく線量換算係数の表を直接表示
することになる。優先度は低い。

単位変換係数
組込みの数学定数や、単位系変換係数(inch⇔cm)
等を表示する。

同上 △ 優先度は低い。

3.7 感度解析ケースの出力のグラフ表示

下のいずれかを選択すると、感
度パラメータをX軸としたビルド
アップ有りと無しの両方の出力
グラフが表示される。

エンス率(エネルギ)

mrad/hr／ 空気中のmGy/hr

必要に応じて、線量評価点を変更したり、Y軸の単
位を下記のいずれかに変更したりすることが可能。

本研究の感度解析は手動で行うため、優先度
は低いが、単に入力の変化に応じて、結果がど
う変化するか見たいとき等に便利である。
ただし、rad(吸収線量）, Ci, rem はＳＩ単位ではな
く、選択単位として不要かもしれない。

✕
感度解析の自動化が実装されたら、必要になる機
能と考えられる。優先度は低い。

ＳＩ単位は、線源強度Bq、照射線量
C/kg、吸収線量Ｇｙ、実効線量Svで
ある。それらに対する旧来のCi, R,
rad, remといった単位を使用できる
ようにすべきか、ご教示願う。

3.8 核種インポートツール
ORIGENコードの計算結果やそ
の他の外部で作成した線源を
取り込むことができる。

核種情報をいちいち手で再入力せずに済むメリット
がある。特に核燃料線源の場合、ORIGENコードで
線源データを作成する機会が多い。

基本的に、5.3.3項の外部線源ファイル作成ツール
と同様の機能である。

核種情報をいちいち手で再入力せずに済むメ
リットがある。特に核燃料線源の場合、ORIGEN
コードで線源データを作成する機会が多い。

○
外部線源ファイル作成ツールで、外部線源ファイル
を読み込むオプションがあるため、そこに統合する
ことも考えられる。

3.9 計算妥当性検証ツール

ソフト付属のベースケースとテ
ストケースのセットがあり、自動
的にテストケースを実行して、
その出力をベースの結果と比
較する。

このツールの目的は、 ソフトが期待通りに動作する
ことを合理的に保証することである。なお、計算をよ
り厳密にチェックするV&Vパッケージが別に存在す
るが、その代替を意図したものではない。

V&V用の実行入力と（その入力による参照）結
果があり、実行入力の計算結果と参照結果を比
較して差異をチェックするツール。新しく開発す
るコードにおいて実現したい機能である。

○

V&V用の参照入力と参照結果を用意して、簡潔に
計算の妥当性を確認する要請は高い。コードの開
発が進み、一通り計算できるまでになったら、実装
を検討する。

参照入力と参照結果は、過去の文
献やマニュアルから引用する予定
であるが、もし妥当性確認に好適な
計算事例があれば、ご教示願う。
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付録Ⅱ　海外規制利用コードのＶ＆Ｖ検証項目と本事業への受容性評価一覧

V&V検証項目 検証目的 検証方法 本事業で開発するコードのV&V検証項目
受容性
評価

本事業で求められる遮蔽線量計算法のV&V検証方法

外形寸法

入力制約―記載stated

寸法の入力制約を確認する。 識別されるべき寸法の入力制約が含まれることをレビューし、確認する。
入力の制約は全ての入力項目について設定し、入力値の範囲や入力項目間
の整合性を、入力終了時、ダイアログ終了時、または実行コマンド時にチェッ
クする。制約に違反したら、その内容を表示して処理を止めて警告する。

○

全ての数値入力に対して、下限と上限を設定する。
決まった選択肢は、選択リスト化して選択制にして入力を制限する。
入力項目間に関係性があるものを洗い出して、一方の入力が他方の入
力に与える変化を適切に反映、表示する。

入力制約―チェック 識別された入力制約が正しく適用さ
れていることを確認する。

ステップ1.各体系に対して、変数ごとに有効なデータと無効なデータを入力し、無効なデータの処理を
確実に防止する。
ステップ2.各体系に対して、線量点が線源から1センチ以内にある場合、警告が表示されることを確認
する。

・入力項目の全てについて、有効なデータと無効なデータを入力して、無効な
データの場合に実行しても処理されないことを確認する。
・線源と評価点の距離が1cm以内にある場合、警告が表示されることを確認す
る。

○

全ての入力項目に対して、無効なデータが入れられたら、それをチェック
して警告して処理を止める。チェックする段階は、入力終了時、ダイアロ
グ終了時、または実行個ﾒﾝﾄﾞ時とする。
線源と評価点の間の距離が1cm以内である場合、警告を表示する。ただ
し、ケース設定で警告の有無を選択可能とする。

寸法変換係数 単一の体系に対して、インチ、フィート、およびメートルの入力変換が入力時に行われることを確認す
る。

寸法単位は、内部においてcmで統一して管理する。現状、入力の単位につい
てもそれで統一してよい。

✕
寸法単位は、入力においてcmで統一し、内部でもそれで管理する。単位
の変換はユーザが外部で行う。

材料
ミックス材料（混合物）の減衰係
数ー定式化

ミックス材料の減衰係数を決定するた
めに使用される方法が妥当か確認す
る。

均質なミックス材料の減衰係数を計算するために使用される方法が、「Principles of Radiation

Shielding」の3.2節8」に記載の参照方法と同じか確認する。

8 Chilton, Shultis and Faw（1984）, Principles of Radiation Shielding、Englewood Cliffls, N.J.,

Prentice-Hall.

ミックス材料の減衰係数を自動計算する方法が、左記に基づくことを確実にす
る。

○
ユーザ定義したミックス材料について、減衰係数の自動計算に左記の手
法を用いる。

ミックス材料の減衰係数―計算 均質混合物の減衰係数が正しく決定
されいるか確認する。

点線源ケースを作成し、混合物の減衰係数が適切に計算されているか確認する。
これを次の混合物に対して1 MeVでスプレッドシート/手計算を行う。

ミックス材料の減衰係数の自動計算手法の実装に対して、プログラムがバグ
なく正常に動作することを確実にする。

○
左記のミックス材料の例をコードで定義し、減衰係数の値を別途スプレッ
ドシートを用いて計算した結果と比較し、同一であることを確認する。

ミックス材料のビルドアップ係数
―配合

異なる材料の均質な混合物に対する
ビルドアップ係数の計算に使用される
方法を確認する。

異なる材料の均質な混合物に対するビルドアップ係数の計算に使用される方法が、「Engineering

Compendium on Radiation Shielding」9で議論されたとおりであるか確認する。

9 Jaeger RG、et al., （1968） Engineering Compendium on Radiation Shielding, New York, Springer-

Verlag.

ミックス材料のビルドアップ係数を自動計算する方法が、左記に基づくことを
確実にする。

○
ユーザ定義したミックス材料について、ビルドアップ係数の自動計算に左
記の手法を用いる。

ミックス材料のビルドアップ係数
―計算

均質な混合物のビルドアップ係数が
正しいことを確認する。
また混合物のビルドアップ係数が適
切に作成できない場合、警告が表示
されることを確認する。

ステップ1　点線源ケースを実行し、ミックス材料のビルドアップ係数が計算されることを確認する。確

認は、1MeVでの1mfpで等価な実効原子番号（EAN）に対して、遮蔽厚さを1MeVでの1mfpに設定する

ことでなされる。上の2.1cで示したミックス材料の例に対して比較計算を行う。

1）ミックス材料のEANを計算し、手計算でそのビルドアップ係数を決定する。1mfpでのEAN等価材料

に対して、ANSI / ANS-6.4.3に記載された表のデータを用いる。

3）EANと1mfpに対してソフトで自動計算を行い、上の手計算と比較してBFが正しく計算されていること
を確認する。
4）ビルドアップ入力のオプション表示に同じ値が示されることを確認する。

5）点線源ケースを実行する。この材料をビルドアップ領域として使用して、ビルドアップがある場合とな
い場合で結果を比較して、ビルドアップ係数がプログラムで適切に使用されているか確認する。
ステップ2　遮蔽体の一つとして鉛とウランをビルドアップ材料のレファレンスとして用いて、点線源ケー
スを設定する。そのケースの結果の表示及び印刷において、警告が表示されることを確認する。

ミックス材料のビルドアップ係数の自動計算手法の実装に対して、プログラム
がバグなく正常に動作することを確実にする。
なお、適切に計算できない範囲の組成を用いた場合の警告については、実装
の優先度は低い。

○

左記のミックス材料の例をコードで定義し、ビルドアップ係数の値を別途
手計算した結果と比較し、同一であることを確認する。
2.1cの減衰計算の確認で用いたミックス材料の例を用いて、そのEANと

1mfpに対してコードの自動計算と手計算の結果を比較する。手計算を行

うためのBFデータは、ANSI/ANS-6.4.3記載の表から引用する。

カスタム材料の作成―配合 分子・原子を組み合わせてカスタム材
料を作成する方法を確認する。

重量％を指定して分子・原子を組み合わせてカスタム材料を作成するための配合式が適切に導かれ
ているか確認する。

カスタム材料の作成において、指定した分子・原子の重量％を用いて適切に
配合されていることを確実にする。

〇 下記参照

カスタム材料の作成 カスタム材料の構成要素が正しく組み合わされていることを確認する。
ANSI / ANS-6.4.3の表6に示すNBSコンクリートの仕様に従ってカスタムコンクリートを作成する。材料
の成分を印刷し、元素割合を表示する。カルシウムを選択し、手計算して元素の重量分率を確認す
る。

同上 〇

ANSI / ANS-6.4.3の表6に示すNBSコンクリートの仕様に従ってカスタム
コンクリートを作成する。材料の成分を印刷して元素割合を確認する。成
分からカルシウムを選択し、重量％を手計算して結果が同一であること
を確認する。

カスタム材料の減衰係数とビル
ドアップ係数

カスタム作成した材料の特性を正しく
計算しているか確認する。
カスタム材料のビルドアップ係数を正
しく作成できない場合は、ユーザに警
告を発するか確認する。

水、空気、コンクリートに対する組込みの減衰係数とBFの値がANSI / ANS-6.4.3記載のそれらと基本
的に同じであることを確認する。
1）次の材料を作成する

 

NBSConcおよびNBSAirの場合、ANSI / ANS-6.4.3の表6に記載されているミックス材料を使用する。

2）これらカスタム材料の減衰係数とビルドアップ係数を、組込材料のそれと比較する。

3）カスタム材料が、いずれも10重量パーセントを超える2つの高Z成分を用いて作成できないことを確
認する。

カスタム材料を作成した場合に、その特性値（減衰係数及びBF値）が正しく計
算されるか確認する。
カスタム材料のビルドアップ係数を正しく作成できない場合に警告する機能
は、後で検討する。

〇

水、空気、コンクリートに対する組込みの減衰係数とBFの値がANSI /

ANS-6.4.3記載のそれらと基本的に同じであることを確認する。

1）次のカｽタム材料をそれぞれ作成する。

 

NBSConcおよびNBSAirの場合、ANSI / ANS-6.4.3の表6に記載されてい
るミックス材料の組成を使用する。
2）これらカスタム材料について自動計算された減衰係数とBFの値を、組

込の同じ材料に対する特性値（ANSI/ANS-6.4.3引用）と比較し、基本的
に同じであることを確認する。

カスタム材料の使用 定義したカスタム材料を必要に応じて
セーブし、またリロードすることを確認
する。また、高Z材料がビルドアップに
対して使用されたとき、それが認識さ
れることを確認する。

上記で作成したカスタム材料を使用して、点線源ケースを設定する。
1）	材料がロードされ、デフォルトの密度が適切に表示されることを確認する。

2）	特定の遮蔽に組込の水、あるいはカスタム材料として作成した水を用いてケースを実行する。それ
らの結果が基本的に同一であることを確認する。
3）	42より大きい原子番号を持つ元素を含むカスタム材料を作成する。このカスタム材料が、ビルドアッ
プ材料リファレンスとして遮蔽体の一つになる点線源ケースを設定する。このケースの結果の表示と
印刷において警告が出ることを確認する。

ユーザが定義したカスタム材料を必要に応じてセーブしたり、リロードしたりで
きることを確認する。
なお、高Z材料がビルドアップに対して使用されたときに発する警告の機能は
後で検討する。 〇

上で作成したカスタム材料を使用して、点線源ケースを設定する。
1）	材料がロードされ、デフォルトの密度が正しく表示されることを確認す
る。
2）	特定の遮蔽体として、組込の水、あるいはカスタム材料として作成した
水を用いてそれぞれケースを実行する。結果が基本的に同一であること
を確認する。

線源
光子ライブラリデータ

使用される光子ライブラリデータが次
の参考文献と同じであることを確認す
る。
Kocher, DK（1981）Radioactive Decay

Data Tables, A Handbook of Decay

Data for Application to Radiation

Dosimetry and Radiological

Assessment, Technical information

Center, USDoE.

MicroShieldにある放射性同位元素のデータを確認する（ランダムに選択された同位体-核分裂生成物

I-131、Cs-137、およびCe-144を含む。腐食生成物Co-60及びMn-54; アクチニドU-236、Cm-244、Am-

241、Pu-241; および放射性核種C-14、K-40 及びCu–67）。データが参考文献データと同じであることを
確認する。

内臓の光子ライブラリデータが、ICRP 107のデータと同じであることを確認す
る。

〇

ランダムに選択された同位体、例えば核分裂生成物（I-131、Cs-137、Ce-

144）、腐食生成物（Co-60、Mn-54）、アクチニド（U-236、Cm-244、Am-

241、Pu-241）、及び放射性核種（C-14、K-40、Cu–67）に対して、内臓ライ
ブラリの崩壊データが文献データと同じであることを確認する。

減衰 崩壊方程式の数学的導出を確認す
る。

同位体崩壊方程式の数学的導出式をレビューして、それらが正しいことを確認する。 線源崩壊による時間減衰計算は検討の範囲外である。実装の必要性につい
て調査を行う。

×

崩壊計算 崩壊計算を正しく実行するか確認す
る。

1）Ir-190m2の崩壊計算を60分間実行する。同じことを第4世代までのスプレッドシートを使用した計算
を行って結果を比較する。
2）Th-232を1半減期の間崩壊させて、結果として生じる娘核種を確認する。親核種と平衡に達した娘
核種を定性的に評価する。

同上 ×

遮蔽線量計算コード（MicroShield Pro）のV&Vパッケージ（MicroShield V&V Package) 本事業で求められる遮蔽線量計算法、または計算コードのV&Vのポイント
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付録Ⅱ　海外規制利用コードのＶ＆Ｖ検証項目と本事業への受容性評価一覧

V&V検証項目 検証目的 検証方法 本事業で開発するコードのV&V検証項目
受容性
評価

本事業で求められる遮蔽線量計算法のV&V検証方法

遮蔽線量計算コード（MicroShield Pro）のV&Vパッケージ（MicroShield V&V Package) 本事業で求められる遮蔽線量計算法、または計算コードのV&Vのポイント

光子ライブラリからの抽出 同位体の選択と光子の抽出を正しく
実行するか確認する。

点線源ケースを作成し、次の核種グループを核種ライブラリから個別に選択し、核種ごとに1Ciを入力
する。
•グループ1：Ac-225（23個のガンマ線）

•グループ2：Ba-137m、Co-60、N-16（12個のガンマ線）
各グループについて、適切なエネルギー及び確率をもつ光子が全てライブラリから抽出されるか確認
する。
これらの各グループを外部線源ファイルに正しくエクスポートされるか確認する。ケースファイルと外部
線源ファイルを個別にロードし、リストを比較して一致することを確認する。

内臓の光子ライブラリデータから、線源核種の選択により、光子放出データが
正しく抽出されるか確認する。
線源データが、外部線源ファイルに適切に保存されること、また外部線源ファ
イルから適切に読み込まれることを確認する。

〇

点線源ケースを作成し、下記の核種グループを線源核種リストから個別
に選択し、線源強度として1Ciを入力する。

•グループ1：Ac-225（23個のガンマ線）

•グループ2：Ba-137m、Co-60、N-16（12個のガンマ線）
　各グループに対して、適切なエネルギーと放出確率がライブラリから抽
出されるか確認する。また、各グループが外部線源ファイルに正しくエク
スポートされること、そして、そのファイルを個別に読み込み、核種リスト
を比較して一致することを確認する。

光子エネルギー群分けオプショ
ンの実行

エネルギー群分けオプションを適切に
実行するか確認する。

MicroShieldが次の核種グループをその下の各エネルギー群分けオプションに対してに正しくソートす
るか確認する。
•核種グループ：Ac-225およびCo-60（群分けなしの場合、Co-60のみ）

・群分けオプション：群分けなし、線形（10群）、指数（10群）、対数（10群）、ANS標準インデクス

MicroShieldでこれらの核種をもつ点線源ケースを実行し、同じエネルギー群分けが線源メニューで作
成されるか確認する。また、ケースファイルに対して、これらの同じエネルギー群分けがそれぞれ表示
および印刷されるか確認する。

線源データの作成において、指定した核種のエネルギー群分けが指定したオ
プションどおりに正しく実行されることを確認する。
なお、本研究における線源データのエネルギー群構造は、基本的に本研究で
決めた標準インデクスとするため、その他の群分けオプションの使用頻度は
低い。よって、標準インデクスのオプションを優先して検証する。 〇

　外部線源ファイル作成ツールにおいて、次の核種グループを指定して
読み込み、5種類の各エネルギー群分けオプションに対して正しく線源
データがソートされるか確認する。
•核種グループ：Ac-225およびCo-60（群分けなしの場合、Co-60のみ）

・群分けオプション：群分けなし、線形（10群）、標準インデクス
　これらの核種をもつ点線源ケースを実行し、同じエネルギー群分けが
線源メニューで作成されるか確認する。また、ケースサマリーにおいて、
同じエネルギー群分けがそれぞれ表示および印刷されるか確認する。

線源強度をトータルに変換 線源のエリアとボリュームだけでなく、
トータルの線源と線源強度の間の変
換を正しく計算しているか確認する。

次の各体系についてケースを実行する。ディスク、矩形エリア、球、円筒（サーフェスとボリューム）、円
錐台、矩形ボリューム（これらのエリアとボリューム）。そして、次のことを確認する。
•エリアとボリュームが、材料入力画面に示されているとおり、正確に計算されていること

•線源強度またはトータルのいずれかを入力すると、もう一方が線源入力スクリーンに正しく計算される
こと
また、線源入力で、データが入力されたとき、キュリーとベクレルが正しく変換されることを確認する。

定義した面線源及び体積線源について、その面積または体積を正確に計算し
て、その線源強度をトータルまたは単位あたりで正確に与えられることを確実
にする。
線源形状として、直方体、球、円柱の優先度を高く想定して先に実装と検証を
行い、次点に面線源を、その他は後で検討する。

○

・線源形状の入力に際して、面線源の面積または体積線源の体積が正
しく計算されることを確認する。線源の形状は、直方体、球、円柱（表面
または体積）から先に実装と検証を行う。
・単位面積または単位体積あたりの線源強度を入力すると、トータルの
線源強度に正確に変換されること、あるいはその逆の変換を確認する。
・線源強度の単位はBqとCiのいずれにも対応し、互いに適切に換算され
ることを確認する。

外部線源ファイルのロード 外部の線源ファイルを適切に読み込
んでいるか確認する。

正しい同位体またはエネルギー群が次のタイプの線源ファイルからケースファイルにインポートされる
か確認する。ます。ライン、エリア、及びソリッドの体系の場合、それぞれ5 cm、5cm 2、および5cm 3の

線源を使用する。

各ステップで、単位と値が正しく読み込まれていることを確認する。ある1つの体系を使って、ユーザに
単位の不整合が通知されることを確認する。

定義した線源形状に対して、外部線源ファイルから線源データ（核種またはエ
ネルギー群毎の線源強度）を読み込んで正しく設定できるか確認する。また、
入力可能な線源強度の全ての単位に適切に対応することを確認する。

○

下記の線源形状に対して、様々な単位の外部線源ファイルを読み込ん
で線源データが適切にインポートされるか確認する。線、面、及び体積の
線源のサイズは、それぞれ5 cm、5cm2、および5cm3と仮定する。
また、いずれかの体系を使って、単位の不整合があった場合にユーザに
通知されるか確認する。

減衰係数
減衰係数ライブラリの検証と
ロード

質量減衰係数ライブラリのデータが
ANSI / ANS-6.4.3のデータと整合して
いることを確認する。また、これによっ
て正しい値がインポートされることを
確認する。

0.15、0.5、1.0および2.0 MeVのエネルギーの点線源と7つのスラブ遮蔽をもつケースを次の仕様で作

成する。すべての材料に1.0の一様な密度を与える。そのケースに対する線減衰係数の表示を確認

し、材料とエネルギーに対する値をANSI / ANS-6.4.3と比較して確認する。

内蔵された質量減衰係数ライブラリのデータを読み込んで、ANSI / ANS-6.4.3

のデータと整合していることを確認する。

○

0.15、0.5、1.0および2.0 MeVの点線源、及び7つのスラブ遮蔽をもつケー

スを次の仕様で作成する。材料は全て1.0の一様な密度を与える。その
ケースの線減衰係数の表示を確認し、同じ材料とエネルギーに対して
ANSI / ANS-6.4.3のデータと比較して正しいか確認する（左記ｎCase

Specification参照）。

減衰係数の内挿
指定したエネルギーに対して正しく減
衰係数を内挿しているか確認する。

エネルギー内挿が正しく実行されていることを確認する。鉛を使用して0.088 MeVのkエッジエネル
ギー周辺が正しく処理されるか確認する。

減衰係数が、指定したエネルギーに対して、正しく内挿されることを確実にす
る。

○

エネルギー内挿が正しく実行されていることを確認する。鉛の材料を使
用して、0.088 MeVのkエッジエネルギー付近の内挿が正しく処理される
か確認する。

ビルドアップ係数
ビルドアップ係数ライブラリ

内蔵ライブラリに正しいデータセットが
含まれることを確認する。

選択した材料（空気、水、鉛）について、次のデータが次に記載の標準値と一致することを確認する。
ANSI / ANS-6.4.3-1991：工学材料のガンマ線減衰係数とビルドアップ係数, ANS

•ビルドアップ係数　　・GP相関係数　　・テイラー相関係数

内蔵ライブラリにおいて収録するのは、左記のうちビルドアップ係数だけであ
る。ビルドアップ係数は外部で改めて評価した値を用いるため、それが左記の
標準値と大きく異ならないことを確認する。

△
選択した内蔵材料（空気、水、鉛）について、読み込まれたビルドアップ
係数値が、次に記載の標準値と大きく異なっていないか確認する。
ANSI / ANS-6.4.3-1991：工学材のガンマ線減衰係数とビルドアップ係数

ビルドアップ係数の使用 ビルドアップ係数をロード、内挿およ
び適切に使用しているか確認する。ビ
ルドアップ係数の内挿を実効原子番
号（EAN）、エネルギー、および平均

自由行程（MFP）に対して正しく実行し
ているか確認する。

1. MFPの範囲にわたるEANによる内挿

鉛データ（エネルギー= 0.088および1.0 MeVに対するビルドアップ対EAN）を使用してグラフを確認し、

EANに対してビルドアップ係数のlog-linear内挿が、またMFPに対して3次スプライン補間と多項式外挿

が、0〜60 MFPの範囲でEAN = 79およびEAN = 41に対して正しく実行されることを確認する。

2.エネルギーによる内挿
鉛に対して、内挿がビルドアップデータと実効的に一致することをビルドアップ係数対エネルギーのグ
ラフを調べることで確認する。MFP=1及び7 に対する検査を実行する。

3.ケース比較

BFのレファレンス材料として鉛を使用した点線源ケースをいくつかのエネルギーに対して実行する。

mfp数が線減衰係数と等しくなるような1 cm遮蔽厚さを選択する。各エネルギーに対して、ビルドアップ
ありのフルエンス率をビルドアップなしのそれで割った値を、ビルドアップ係数と比較する。

内蔵された材料のビルドアップ係数に対して、読込み、内挿、計算での使用が
適切になされていることを確実にする。
ビルドアップ係数の内挿について、実効原子番号（EAN）、エネルギー、およ

び平均自由行程（MFP）に対して正しく実行されているか確認する。

○

1. 指定したMFPの範囲に対して、EANによるBF内挿の確認

鉛のBFデータ（0.088MeVおよび1.0 MeVに対するビルドアップ対EANの

データ）を使用して、EANに対するlog-linear内挿、及びMFPに対する3次

スプライン補間が、指定した範囲（0から40mfp↑）でEAN = 79および41

の材料に対して正しく実行されるか確認する。
2.エネルギーによるBF内挿の確認

同様に、エネルギーに対するlog内挿、またはスプライン補間が実効的に

適用できることを、エネルギーに対するBF変化のグラフをみて確認する。

MFP=1及び7 に対する検証を行う。

3.ケース比較

BFのレファレンス材料として鉛を使用した点線源ケースを作成し、いくつ

か異なる線源エネルギーに対して実行する。鉛遮蔽の厚さとして、mfp数

が線減衰係数と等しくなるような1 cm遮蔽厚さを選択する。各エネルギー
に対して、ビルドアップ有りのフルエンス率計算結果を無しの結果で割
り、それをBF値と比較する。

テイラービルドアップ係数相関の
使用

テイラー相関データに適切にアクセス
しているか確認する。

VNVを使用して、テイラー相関ビルドアップ係数を表形式データ及びGP相関と比較する。これを0.1、

0.5、1 MeVで鉛について実施する。
テイラー相関は使用されない。 ✕

ガウス求積法
横座標と重みの生成

求積法の横座標と重みの生成が正し
いことを確認する。

8、16、および32求積次数の係数を生成し、次の公表値と結果を比較する。

Abramowitz、M.、Stegun、IA（1968）、Handbook of Mathematical Functions、New York：Dover

Publications.

ガウス求積法が正しく計算されていることを、文献値、あるいは文献のアルゴ
リズムと比較して確認する。

○

8、16、および32求積次数の係数を生成し、次の公表値と結果を比較す
る。
Abramowitz、M.、Stegun、IA（1968）、Handbook of Mathematical

Functions、New York：Dover Publications.
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付録Ⅱ　海外規制利用コードのＶ＆Ｖ検証項目と本事業への受容性評価一覧

V&V検証項目 検証目的 検証方法 本事業で開発するコードのV&V検証項目
受容性
評価

本事業で求められる遮蔽線量計算法のV&V検証方法

遮蔽線量計算コード（MicroShield Pro）のV&Vパッケージ（MicroShield V&V Package) 本事業で求められる遮蔽線量計算法、または計算コードのV&Vのポイント

横座標と重みの使用 正しく横座標と重みを使用することを
確認する。

ソースコードを見直して、計算の間、横座標と重みがVNVと同じルーチンを使用していることを確認す
る。

同上 ✕ 下記の求積テクニックの確認に含まれる。

ガウス積分法のコーディング 1次元、2次元、および3次元の積分法
ルーチンが正しくコーディングされて
いるか確認する。

ソースコードを確認し、次のガウス求積法アルゴリズムが1、2、および3次元の積分に対して適切に
コーディングされていることを確認する。
Press、WH、Flannery、BP、Teukolsky、SA、Vettering、WT（1989）、Numerical Recipes、

Art of Scientific Computing（Fortran Version ed） Cambridge University Press、pp80-83.

同上 ✕ 下記の積分実行による確認に含まれる。

積分チェック 1次元、2次元、および3次元の積分法
ルーチンが求められた積分を正しく実
行しているか確認する。

ライン（1次元）、エリア（2次元）、ボリューム（3次元）を数値的に積分して、上の求積テクニックが正しく
使用されていることを示す。

同上 ○

線（1次元）、面（2次元）、体積（3次元）の線源を各１例ずつ数値的に積分
して、次の求積テクニックが正しくコーディングされ、使用されていること
を確認する。
Press、WH、Flannery、BP、Teukolsky、SA、Vettering、WT（1989）、

Numerical Recipes、Art of Scientific Computing（Fortran Version ed）

Cambridge University Press、pp80-83.

線量換算係数
線量換算係数ライブラリ

被ばく換算データセットを正しく格納し
ているか確認する。

内蔵データセットが次の公開データと同一であることを確認する。
ICRP、1987。外部放射線の防護に使用するデータ。ICRP Publication51, Ann。ICRP 17（2-3）

換算係数の内蔵データセットにおいて、引用した公開データが正しく登録され
ていることを確実にする。ただし、左記の公開データは旧いため、新しい
ICRP2007年勧告に基づくデータセットを整備している。

○

内蔵の換算係数データセットからランダムにデータを拾い、次の新しい国
際勧告のデータと同一であることを確認する。
・ 皮膚被ばく(ICRP116, AP照射体系、男女)

・ 眼の水晶体被ばく（ICRP116、AP照射体系）

・ 実効線量当量 (ICRP116、6種類の照射体系)

線量換算ｎ係数の内挿 上のデータを正しく内挿しているか確
認する。

内挿が表形式のデータ間で正確にフィットしているか確認する。
換算係数データのエネルギー内挿が正しく実行されることを確実にする。 ○

上記の内蔵されたデータセットに対して、ランダムにエネルギーに対する
log内挿またはスプライン補間を行い、グラフ表示して適切さを確認する。

フルエンス率の計算方法
線量変換係数の適切な使用

線量換算係数を正しく使用しているか
確認する。

表インデクス間のエネルギーを指定した異なる5つのエネルギーでケースを実行する。そして、適切な
換算係数が使用されていることを、フルエンス率の計算結果を、手計算で実行した換算結果と比較し
て確認する。その5つのエネルギー群に対して線量換算係数を生成する。

フルエンス率の換算計算において、正しく換算係数が使用されていることを確
実にする。

○

異なる5つのエネルギーで特定の計算ケースを実行し、線量の計算結果
を、フルエンス率の計算結果を手計算で換算した結果と比較して、換算
係数が適切に使用されているか確認する。

数学的な導出（数式） 線源、遮蔽および線量点といった体
系の数学的定式を検証する。

次の各線源タイプに対して、フルエンス率方程式の数式が正しいことを確認する。これらには、次の各
線源タイプに対して、空間関係、積分リミット、平均自由行程、フルエンス率方程式に対して導出された
数式が含まれる。
•ポイント　•ライン　•円盤面　•矩形面　•円錐台　•球体積　•円筒体積　•円筒面　•直方体体積　•無限平

面　•無限スラブ

実装した線源タイプについて、フルエンス率計算、すなわち点減衰核積分法
のアルゴリズムが正しくコーディングされていることを確実にする。

✕
下のコーディングの正しさの確認に含まれる。また、その下の計算結果
の検証とも併せて計算方法の正しさの確認に役立つ。

コーディング 数式が正しくコーディングされている
ことを確認する。

ソースコードを確認して、次の各線源タイプに対して数式を正しく表現しているか確認する。
•ポイント　•ライン　•円盤面　•矩形面　•円錐台　•球体積　•円筒体積　•円筒面　•直方体体積　•無限平

面　•無限スラブ 同上 ○

次の各線源タイプに対して、ソースコードのアルゴリズムが数式を正しく
表現しているか確認する。線源タイプの実装の優先度は次のとおりであ
る。
高）ポイント　球体積　円筒体積　直方体体積、中）円盤面　矩形面　円
筒面　球面、低）ライン　円錐台

フルエンス率計算の検証 MicroShield V11との比較を1 MeVで実施する。比較に寄与する差異の数を最小限に抑えるために、

MicroShield V11における減衰メディアの密度を、線減衰係数がMicroShield V12（最新版）のそれと同
じになるように調整する。

開発したコードの計算結果を、同じ条件を用いたMicroShield V12、または

QAD系列コードの計算結果と比較して妥当性を検証する。

計算コード間の比較においては、次の条件を基本的に用いる。
・使用する線源エネルギーは基本的に1MeVとする。
・両方で遮蔽材の密度を同じに設定する。

点線源 点線源の計算結果を確認する。オフ
セットが適切に処理されることを確認
する。

1.点線源ケースを同じ入力に対してMicroShieldV11とMicroShield V12を使って実行する。

2. MicroShield V12におけるY及びZ> 0で、MicroShield V11に対するline-of-sightの遮蔽厚さを手計算
する。そして、結果を計算する。

点線源の計算結果を確認する。オフセットが適切に処理されることを確認す
る。

○

1.点線源ケースを作成し、遮蔽体を適当に配置して同じ入力に対して計
算結果を比較する。
2. １の比較をいくつかの評価点に対して実施する。

3. ケースサマリーに現れる遮蔽材の減衰係数やBF値を調べて、異常な
差異が現れていないことを確認する。

線（ライン）線源 ライン線源の計算結果を確認する。オ
フセットが適切に処理されることを確
認する。

1.同一のケースを実行する。角度を変えて結果を比較する。

2. MicroShield V12におけるZ>0で、plane-of-sight((X2+Z2)*0.5に沿って)の遮蔽厚さを手計算し、それ

をMicroShield V11に入力して結果を計算する。さらに、角度を調整する（あるいは、どちらのケースも

90°を使用する）。

3.角度> 180°（MicroShield V12）で、V11を使用してミラーイメージを実行して結果を比較する。

ライン線源の計算結果を確認する。オフセットが適切に処理されることを確認
する。ただし、ライン線源の実装は優先度が低いため、後にまわす。

△
基本的に上の点線源ケースにと同じ検証手順を実行する。
ライン線源の場合、角度を変えて結果を比較する手順も考えられる。

円盤面線源 円盤面線源の計算結果を確認する。
中心線の線量点及びオフセットの線
量点に対して用いられる2つのアルゴ
リズムの間の整合性を調べる。

1.	MicroShieldV12 をV11で同じ線源と構成で実行する。

2.	大きいR - X比とY = 0.001センチ（非常に小さい）を用いて、MicroShield V11とV12で結果を比較す
る。

円盤面線源の計算結果を確認する。中心線の線量点及びオフセットの線量点
に対して用いられる2つのアルゴリズムの間の整合性を調べる。
ただし、円盤面線源の実装は優先度が低いため、後にまわす。 △

基本的に上の点線源ケースにと同じ検証手順を実行する。
円盤面線源の場合、円盤の半径が極端に大きい場合と極端に小さい場
合で結果を比較する手順も考えられる。

矩形面線源 矩形面線源の計算結果を確認する。 1.	MicroShieldV12 をV11で同じ線源と構成で実行する。 矩形面線源の計算結果を確認する。ただし、実装の優先度が低いため、後に
まわす。

△ 基本的に上の点線源ケースにと同じ検証手順を実行する。

球面線源 球体積線源の計算結果を確認する。
オフセットの線量点の影響を調査す
る。

1. MicroShield V12においてY = Z = 0をセットし、MicroShield V11とビルドアップなしで結果を比較す
る。
a）すべての球形遮蔽

b）球形遮蔽とスラブ遮蔽

2. Y> 0、スラブ遮蔽なし、ビルドアップなしで、MicroShield V11とMicroShield  V12の結果を比較する。

MicroShield v11に対してXをマニュアルで調整し、同じケースを作成する。調整は、空気ギャップのみ
に適用される。
3. MicroShield V11を Y = 0.001及びZ = 0で実行し、MicroShield V11と結果を比較する。Y = Z = 0で

MicroShield V12と結果を比較する。

球体積線源の計算結果を確認する。 ○

基本的に上の点線源ケースにと同じ検証手順を実行する。
球線源の場合、径が極端に大きい場合、と極端に小さい場合で結果を比
較する手順も考えられる。
体積線源の場合、線源と評価点の距離を近づけて、ガウス求積法による
結果を比較する手順も考えられる。

円筒線源 円筒体積線源の計算結果を確認す
る。オフセット線量点の影響を調査す
る。非常に薄い円筒を処理する機能
を確認する。

1.円筒線源と水平（エンド）スラブ遮蔽を用いて、MicroShield V11とMicroShield V12の結果を比較す

る。線量点は、円筒軸上のR >> 0に置く。

2. 上記1の設定を使用して、MicroShield V11（中心線）を、MicroShield V12をX = 0.001で比較する。

3.垂直（側面）遮蔽を備えた円筒線源を使用して、MicroShield  V11と V12で同じケースを実行する。

すなわち、MicroShield V12に対してオフセット= 0とする。3つすべての遮蔽配置（Cyl、CylとSlab、およ

びSlab）に対してこれを繰り返す。また、Yを変化させて繰り返す（0から線源高さの半分まで）。

円筒体積線源の計算結果を確認する。 ○ 基本的に上の球体積線源ケースと同じ検証手順を実行する。

3 / 5 ページ- 959 -



付録Ⅱ　海外規制利用コードのＶ＆Ｖ検証項目と本事業への受容性評価一覧

V&V検証項目 検証目的 検証方法 本事業で開発するコードのV&V検証項目
受容性
評価

本事業で求められる遮蔽線量計算法のV&V検証方法

遮蔽線量計算コード（MicroShield Pro）のV&Vパッケージ（MicroShield V&V Package) 本事業で求められる遮蔽線量計算法、または計算コードのV&Vのポイント

円筒面線源 円筒面線源の計算結果を確認する。
オフセット線量点の影響を調査する。

1. 円筒サーフェス線源を使い、円筒軸上に線量点を置いてMicroShield V12のケースを実行する。円

筒と同じ長さのライン線源を同じトータル線源強度でもつMicroShield V11ケースを作成する。そして、

90度の角度、X=円筒半径でそのライン線源のケースを実行する。

2.　上記1を、異なる高さに線量点をおいて繰り返す。

3.次の例外を除いて上記を繰り返す。サーフェスを10個の垂直スライスに分割する。各スライスを

MicroShield V11のライン線源を用いて表す。そして、それらライン線源の結果の（10個分）総和して、

サーフェス線源の結果と比較する。線量点は、X> 0に置く。

円筒面線源の計算結果を確認する。実装の優先度は中であり、後にまわす。 △

基本的に上の点線源ケースと同じ検証手順を実行する。
円筒面線源の場合、円筒面の外側、または内側に評価点を置いて結果
を検証する手順が考えられる。
面線源の場合、面線源をライン線源の集合に分割して、結果を比較する
手順も考えられる。

直方体体積線源 直方体体積線源の計算結果を確認
する。オフセット線量点の影響を調査
する。

1. MicroShield V11とMicroShield V12を同じ入力で比較する。

2. 大きなHとWの値で、MicroShield  V11の中心線をMicroShield  V12と比較する。オフセットの場合、

小さいYを使用して比較する。

3.コーナーに線量点をおいたMicroShield V12の結果を、2 * W、2 * H、及び中心線に線量点をおいた

V11の結果と比較する。V11の結果はV12の結果の4倍近くになるはずである。

直方体体積線源の計算結果を確認する。 ○
基本的に上の球体積線源ケースと同じ検証手順を実行する。
立方体線源の場合、評価点を立方体のコーナーに置いた場合と、立方
体の中心線に置いた場合で結果を比較すると、４倍近い差が現れる。

円錐台線源 円錐台線源の計算結果を確認する。 MicroShield V11とMicroShield V12を同じ入力で比較する。 円錐台線源は実装の優先度が低いため、後にまわす。 △
無限平面線源 無限平面線源の計算結果を確認す

る。
MicroShield V11とMicroShield V12を同じ入力で比較する。 同上 △

無限スラブ線源 無限スラブ線源の計算結果を確認する。MicroShield V11とMicroShield V12を同じ入力で比較する。 同上 △
ANSレファレンス問題によるフ

ルエンス率計算の比較

標準レファレンス問題I.1

ANSI / ANS-6.6.1標準レファレンス問

題I.1に対して、同じ結果を与えること
を確認する。

ANSI / ANS-6.6.1問題I.1と同じ計算を実施して結果を比較する。
同じレファレンス問題に対して、別の計算コードの結果と比較して妥当性を確
認する。

○
MicroShield Pro、及びQADコードに対しても同じレファレンス問題を実施
して、結果を比較する。

標準レファレンス問題II.1 ANSI / ANS-6.6.1標準レファレンス問

題II.1に対して、同じ結果を与えること
を確認する。

ANSI / ANS-6.6.1問題II.1と同じ計算を実施して結果を比較する。

同上 ○ 同上

追加のレファレンス問題による
フルエンス率計算の比較

追加のレファレンス問題1

追加のレファレンス1に対して、同じ結
果を与えることを確認する。

追加のレファレンス問題1と同じ計算を実施して結果を比較する。

追加問題はマニュアルで与えられている。同上 ○ 同上

追加のレファレンス問題2 追加のレファレンス2に対して、同じ結
果を与えることを確認する。

追加のレファレンス問題2と同じ計算を実施して結果を比較する。
同上 ○ 同上

オフセット線量点によるフルエン
ス率計算の比較
オフセットありのディスク線源

オフセットありのディスク線源の計算
結果を、オフセット線量点を置いた薄
い円筒線源 の結果と比較する。

非常に薄い円筒（高さ=0.001cm）であらわされた比較的大きい半径のディスクを使って、オフセットあり
のディスク線源による計算結果を確認する。このケースを異なるオフセット値で繰り返す。

オフセットとは、MicroShieldで設定可能な線源と遮蔽体の決められた位置に
対して、線量評価点の位置をを少しずつずらすことを指す。これによって、空
間移動で線量が微小に変化することを示し、別の計算コードと結果を比較して
計算の妥当性を示す。
　円盤面線源の実装の優先度は中であり、検証は後回しとする。

△
左記のオフセット条件に対して、MicroShield、またはQADコードと計算結
果を比較して、線量変化に異常な差がないことを確認する。

オフセットありの球線源 オフセットありの球線源に対して、別
の計算コードの結果と同様の結果を
与えるか確認する。

球線源を使用して同じケースをQAD-CGコードの結果と比較する。遮蔽は3タイプ（球形、球形および
スラブ、スラブ）で、次の線量点位置を用いる。
線量点の場所：
1）オフセット[（Y2 + Z2）0.5 ] <半径

2）オフセット[（Y2 + Z2）0.5 ]>半径

同上。球線源の実装の優先度は高い。 ○ 同上

エンド遮蔽付きの円筒線源 オフセットありの円筒線源に対して、
別の計算コードの結果と同様の結果
を与えるか確認する。

円筒線源を使用して同じケースをQAD-CGコードの結果と比較する。遮蔽は水平スラブで、次の線量
点位置を用いる。
線量点の場所：
1）オフセット[（X2 + Z2）0.5 ] <半径

2）オフセット[（X2 + Z2）0.5 ]>半径

次の[オフセット>半径]ケースを繰り返す。

3）サイドおよびエンドにクラッドclad付き、空気のイマージョン

4）3と同じだが、サイドクラッドがなく、水にイマージョンする。

同上。円筒線源の実装の優先度は高い。 ○ 同上

サイド遮蔽付きの円筒線源 オフセットありの円筒線源に対して、
別の計算コードの結果と同様の結果
を与えるか確認する。

円筒線源を使用して同じケースをQAD-CGコードの結果と比較する。遮蔽は垂直スラブで、次の線量
点位置を用いる。
線量点の場所：
1）オフセット[Z] <半径

2）オフセット[Z]>半径

3) Y > 高さ

4) 上の2と3の組み合わせ
次のバリエーションで上記のケースを繰り返す。
a）サイドおよびエンドにクラッドclad付き、遮蔽のアレンジを変化させる。

b）イマージョン遮蔽が空気

c) イマージョン遮蔽が水

同上 ○ 同上

内部に線量点のある円筒面線
源

線量点が線源の円筒の内部にある円
筒面線源に対して、別の計算コードの
結果と同様の結果を与えるか確認す
る。

面線源は、QAD-CGコードの場合、薄肉円筒の「壁」で表現できる（二つの円筒の間の違い）。この体
系で次のケースを実行して結果を比較する。
i）円筒軸上の線量点

ii）X> 0の異なるXを使用して、減衰媒体に空気を使用する。

同上。ただし、円筒面線源の実装の優先度は中である。 △ 同上

外部に線量点のある円筒面線
源

線量点が線源の円筒の外部にある円
筒面線源に対して、別の計算コードの
結果と同様の結果を与えるか確認す
る。

12.5c同様、面線源は、QAD-CGコードの場合、薄肉円筒の「壁」で表現できる（二つの円筒の間の違
い）。この体系で次のケースを実行して結果を比較する。
i）Yを一定に保ち、Zを変化させる（Z = 1/2 * Radius、Z = 2 * Radius）

ii）Z>半径を一定に保ち、Yを変化させる（Y = 0、Y = 0.5 *高さ）

同上 △ 同上

直方体体積線源 オフセットありの直方体体積線源に対
して、別の計算コードの結果と同様の
結果を与えるか確認する。

QAD-CGコードを使用して、次の2つのケースを実行して結果を比較する。

1）Y <H

2）Y> H

同上。直方体体積線源の実装の優先度は高い。 ○ 同上
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付録Ⅱ　海外規制利用コードのＶ＆Ｖ検証項目と本事業への受容性評価一覧

V&V検証項目 検証目的 検証方法 本事業で開発するコードのV&V検証項目
受容性
評価

本事業で求められる遮蔽線量計算法のV&V検証方法

遮蔽線量計算コード（MicroShield Pro）のV&Vパッケージ（MicroShield V&V Package) 本事業で求められる遮蔽線量計算法、または計算コードのV&Vのポイント

線量点オフセットありのフルエン
ス率の変化―プロファイル
（以降の体系に対して、遮蔽に
平行な軸に沿ってエネルギーフ
ルエンス率プロファイルを作成
する。）
エンド遮蔽付き円筒線源―プロ
ファイル

水平遮蔽を備えた円筒線源に対し
て、遮蔽に「平行」な線量点でのエネ
ルギーフルエンス率の変動が整合し
ており、適度にスムーズであることを
定性的に確認する。

少なくとも1つのスラブ遮蔽、サイドクラッド、及びエンドクラッドをもつ円筒線源のケースを設定する。鉄

のサイドとエンドクラッド付きのベースケース（空気中）を、線量点をオフセット= 0からオフセット=（半径

+高さ）の範囲で実行する。
次のバリエーションで実行を繰り返す。
a）サイド材料が空気

b）エンドクラッド材料が空気

これらのバリエーションはベースケースに関係している。ベースケースについて、QAD-CGコードを使
用して同じプロファイルを作成する。

遮蔽に並行な軸に沿って線量評価点のオフセット位置をずらしながら、エネル
ギーフルエンス率の計算結果を保存して評価点位置による変化のグラフを作
成する。こうした計算結果の分布表示に対して、変動の大きさや変動のス
ムーズさを調べることが計算の妥当性の確認に資する。
　なお、スラブ遮蔽は直方体体積線源で代置可能である。

○
左記の連続的なオフセット条件に対して、MicroShield、またはQADコー
ドによる計算結果の分布グラフと比較して、異常な差がないことを確認す
る。

サイド遮蔽付き円筒線源―プロ
ファイル

垂直遮蔽を備えた円筒線源に対し
て、遮蔽に「平行」な線量点でのエネ
ルギーフルエンス率の変動が整合し
ており、適度にスムーズであることを
定性的に確認する。

少なくとも1つ円筒遮蔽と1つのスラブ遮蔽、サイドクラッドとエンドクラッドを備えた円筒線源のケースを

設定する。鉄のサイドとエンドクラッドを備えた次の3つのベースケースを実行する（空気中）。

1）	線量点位置が、円筒軸に並行な垂直線に沿って変化する垂直プロファイル。XとZ（Z = 0）は定数。

Yは0から1.5*高さまで変化させる。

2）	線量点位置が、円筒軸に並行な垂直線に沿って変化する垂直プロファイル。XとZ（Z = 0.5 *

Radius）は一定。Yは0から1.5 *高さまで変化させる。

3）	線量点位置が、円筒ベースに並行な水平線に沿って変化する水平プロファイル。XとY（Y =中間の
高さ）は一定。
基本ケースごとに、次のバリエーションを使用して計算を繰り返す。
a）サイドクラッド材が空気、　b）エンドクラッド材が空気

　これらのバリエーションは、ベースケースに関連している。基本ケースごとに、比較のためにQAD-

CGコードを使用して同じプロファイルを作成する。

同上 ○ 同上

球体線源ー球形およびスラブ遮
蔽

球形遮蔽とスラブ遮蔽を備えた球線
源に対して、遮蔽に「平行」な線量点
での被ばく率の変動が整合しており、
適度にスムーズであることを定性的
に確認する。

少なくとも1つのスラブ遮蔽を備えた球線源のベースケースを設定する。線量点をオフセット（Yまたは

Z）= 0から、オフセット> =（2 * Radius）までの範囲に対して、空気中間遮蔽をもつベースケースを実行
する。中間遮蔽の材料をコンクリートにかえて実行を繰り返す。
ベースケースについて、QAD-CGコードを使用して同じプロファイルを作成する。

同上 ○ 同上

線（ライン）線源―プロファイル スラブ遮蔽を備えたライン線源に対し
て、線量点での被ばく率の変動が整
合しており、適度にスムーズであるこ
とを定性的に確認する。

少なくとも1つのスラブ遮蔽とイマージョン遮蔽（空気）を備えたライン線源のベースケースを設定する。

イマージョン遮蔽は、少なくともライン線源の長さの厚さ（Xにそって）をもつ。角度＝0及びY=Z=0で
ベースケースを実行する。
0度と360度の間で角度を変えてベースケースを繰り返す。イマージョン遮蔽を水に変えて繰り返す。

同上。ただし、ライン線源の実装優先度は低いため、検証を後回しとする。 △ 同上

感度解析の計算
感度解析の設定

感度解析の設定で、寸法の増分が正
しく実行されるか確認する。

次の各体系について、10ずつ増分して感度ケースを作成する。

•2つの遮蔽を備えた線源

•オフセット線量点と2つの遮蔽を備えたディスク線源

•オフセット線量点と2つの遮蔽を備えた球形線源

•オフセット線量点と2つのエンド遮蔽を備えた円筒線源

•オフセット線量点と2つのサイド遮蔽を備えた円筒線源
許容できる範囲の寸法を全て使用する。寸法の増分が正しく実行されていることを確認する。

感度解析を自動的に実行する機能の実装は、検討の範囲外である。現状で
は、感度計算が必要な場合、手動でパラメータを変えて実施する。
自動的な感度計算の必要性について、専門家にヒアリングする。

✕

線量点位置の変化 線量点の位置が異なる感度ケースま
たは個別のケースに対して、類似の
結果を与えることを確認する。同時
に、不適切なデータ入力が拒否され
ることを確認する。

13.2cのケースを用いて、サイド遮蔽を備えた円筒線源に対する感度解析ケースを設定する。そして、
不適切なデータを入力しようとしても、ソフトが受け入れないことを保証する。
•Yの変化

•Zの変化

•Xの変化
上のケースを実行した結果を感度解析の結果と比較し、同一であることを確認する。比較のために、
異なるXで二つの個別ケースを選んで実行する。

同上 ✕

遮蔽厚さの変化 遮蔽厚さを変化させた感度ケース、あ
るいは個別のケースに対して類似の
結果を与え、不適切なデータが確実
に拒否されることを確認する。

遮蔽厚さの異なるサイド遮蔽を備えた円筒線源に対する感度解析ケースを設定する。結果を比較して
結果が一致することを確認する。また、不適切な遮蔽厚さのデータを入力しようとしても、ソフトが受け
入れないことを確認する。 同上 ✕

線源寸法の変化 線源寸法を変化させた感度ケースあ
るいは個別のケースに対して類似の
結果を与え、また不適切なデータが
確実に拒否されることを確認する。

点線源及び無限平板線源を除く、各体系に対して線源寸法の異なる感度解析ケースを設定する。
ケースを作成して、ソフトがそれらのケースを適切に設定するか確認する。三つの線源に対して（ライ
ン、ディスク、円筒）、トータルの線源と線源強度を維持するオプションを実行し、プログラムがケースを
正しく設定するか確認する。二つの体系（ディスクと円筒）に対して、感度ケースを実行し、結果が一致
することを確認する。

同上 ✕

その他のチェック
ケースファイルのセーブとロード

ケースファイルを適切に保存、または
ロードするか確認する。

このテスト計画の一部として、以前に実行され保存された2つのケースを再ロードして、再実行する。
ケースを印刷して、その入力と結果を最初の実行時のものと比較して、それらが同一か確認する。

作成したケースを適切にファイルに保存し、またケースファイルを正しくロード
することを確実にする。 ○

このテスト計画の中で実行された計算ケースを２種類ファイルで保存して
おき、それを再ロードして再実行する。ケースサマリーをみて、入力と結
果を最初の実行時のものと同一か確認する。

印刷および表示された出力 印刷された内容と、画面表示された
出力が一致することを確認する。

各体系に対するケースに対して表示された結果を、そのケースファイルの印刷と比較する。そして入
力と出力が一致することを確認する。また、次の入力変数が印刷および表示されることを確認する。
•すべての寸法と位置、•ケースのすべての材料、•線源が核種毎に入力された場合のすべての核種、•

すべてのエネルギー群と線源強度、•積分パラメータ、•ビルドアップ係数関連
画面で表示されたケースサマリーの入力または出力、その他の情報と、それ
らを保存したケースファイルの内容が一致するか確認する。

○

このテスト計画の中で実行された計算ケースに対して、計算結果の画面
表示と、計算情報を保存したケースファイルの内容が一致するか確認す
る。また、次の入力変数がケースファイルにあることと、画面に表示され
ることを確認する。
•すべての寸法と位置、•ケースのすべての材料、•線源が核種毎に入力

された場合のすべての核種、•すべてのエネルギー群と線源強度、•積分

パラメータ、•ビルドアップ係数関連
バッチ実行 バッチファイルを正しくロードして実行

するか確認する。
このテスト計画の実装に使用される5つのケースを含むバッチファイルを作成し、バッチ実行入力
キューを実行する。その結果を印刷し、ケースを個別に実行した結果と比較して結果が同一であること
を確認する。

ケースを連続して自動実行するバッチ処理の実装は、検討の範囲外である。
その必要性について専門家にヒアリングする。

✕

単位変換係数 正しい単位変換係数を使用している
か確認する。

1）計算結果のフルエンス率をエネルギーフルエンス率へ変換
印刷出力と表示画面印刷を使用して、光子フルエンス率がエネルギーフルエンス率に適切に変換され
ることを確認する。
2）照射線量率

点線源ケースを作成し、選択単位としてmR / hrを用いて結果を表示する。その結果を照射線量率に
対して表示し、換算が適切であることを確認する。

基本的な計算出力の種類は、線量評価点のフルエンス率(photons/cm2/sec)

と、それにエネルギーを乗じたエネルギーフルエンス率（MeV/cm2/sec）であ
る。また、それに換算係数を乗じて得られる照射線量率や実効線量率等があ
る。同じ線量種類に対して、異なる単位が用いられる場合、換算が正しく行わ
れていることを確実にする。単位が一つの場合は省略する。

○

1）計算結果のフルエンス率をエネルギーフルエンス率へ変換
　このテスト計画で実行した計算ケースに対して、画面で示されるフルエ
ンス率がエネルギーフルエンス率に適切に変換されていることを、手計
算と比較して確認する。
2）照射線量率

　同様に、照射線量率を二つの異なる単位(C/kg/hrとmR/hr)で表した結

果が適切な変換であるか確認する。単位Rを用いない場合ば省略する。
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付録Ⅲ　遮蔽線量計算法の見直し提案に係る確認事項と研究レビュー委員会意見

連番 仕様・機能 解説 研究レビュー委員会での確認事項 委員から得られた主な意見、及び本事業への受容性評価（→） 委員からの付帯コメント、及び本事業への受容性評価（→）
1 組込材料 組込材料とは、精度の高い特性値（密度・減弱

係数・ビルドアップ係数等）を与えた遮蔽材料の
ことである。カスタム材料とは、ユーザが組込材
料を混合して作成するユーザ定義の材料のこと
である。組込材料に含まれない材料を指定する
と、カスタム材料として作成されるが、カスタム
材料の特性値は特定のルールで自動計算され
るため、混合する核種によって誤差が現れる可
能性がある。

本事業で整備する組込材料のリストを報告書案に示し
た。リストに不足がないか、つまり特定の施設・応用に
とって重要な、あるいは頻用されるγ線の遮蔽材料が他
にないか確認する。
理由は、重要な遮蔽材は組込材料に含めて正確な特
性値を与えた方がよいため。（付録Ⅵ参照）

・組込材料のリストは概ね妥当と考えられる。
・鉛：　鉛には通常Sbが数％入っており断面積が大きいため、詳細計算で含める。
　→組込材料として鉛を追加し、Sbを含めて特性値を算出する。
・SUS（304,316系が代表的）：　水に接する設備や容器ではSUS材が利用される。
・炭素鋼：　オーバーパック候補材。鉄筋を含めない。
　→複数の要請があったため、SUSは組込材料として整備を検討する。
（以下の材料はその特殊性から、検討を後回しとする）
・UO2：プール水喪失事故を仮定した特殊ケースで使用済燃料の直接線評価に用い
る。
・RASHIX（酸化鉄のセラミック）：　オフサイトセンターや6MeV LINAC室の遮へい壁
・無鉛遮蔽石膏板：　X線分野
・遮蔽シート（バリウム、タングステン）：　X線分野、ダクト開口部に貼る。

・カスタム材料に関する特性値計算のルールを明確にすべき。実際のコンクリート
は千差万別で、低放射化、ボロン入り、重コンクリートなど特殊コンクリートの様に、
施工管理によって密度・成分指定する場合もある。カスタム材料の特性値作成方法
の例示が必要と考える。
・組込材料の密度が変化できると良い。（領域を均質化させて材料設定するときが
ある）
　→　カスタム材料に対する特性値計算のルールを明確化する
　→　材料の組成・特性値の密度補正のルールを明確化する

2 組込材料のコンク
リート組成

コンクリートは重要な遮蔽材であるため、組込材
料に含まれる。コンクリートの構成は大まかにセ
メントと骨材であるが、特に骨材が地域によって
異なるため、組成の分布にバラツキがある。暫
定的にANL-5800とNBSコンクリート、及び今後
予定される日本原子力学会標準の組成案を組
込材料のリストに含めた。
　なお、配筋による強化コンクリートまたは重コ
ンクリートの類は、鉄とコンクリートを混合してカ
スタム定義することで十分と考えられる。

施設・応用の遮蔽設計、またはは遮蔽安全評価に用い
られるコンクリートで、本事業で整備を期待する組成の
情報が他にあるか確認する。
 また、最近はあまり見ないが、重コンクリートのように
コンクリートに鉄のような何かを混ぜて製作したものを
使用する場合があるか確認する。（付録Ⅵ参照）

・原子力発電所での実例は多くないが、次の事例がある。
　・重コンクリート：1F水処理廃棄物の保管設備
　・軽（量）コンクリート：原子炉建屋天井など
・日本原子力学会で検討している標準コンクリート組成
　→　軽量コンクリートについて天井で用いられることがあるため、カスタム材料として
後で検討する。
・新勧告による外ばく換算係数は、低エネルギー光子の係数が高くなるため、壁等の
追加遮蔽が必要か検討するケースが考えられる。2重層との関係も含めて、コンク
リート+追加遮蔽材の簡単評価法も重要と考えられる。
　→　コンクリート+追加遮蔽材の簡易評価法について、二重層遮蔽の検討に加え
る。

・組込材料組成を大量に作成しても、ユーザが選択に悩む原因になる。代表組成を
1つとし、複数作成する場合はデフォルト（推奨値）を設定することが望ましい。
　→コンクリはバラつきが大きく、代表組成を絞りにくい。ただし、ユーザの利便性を
考えて、できるだけ少数の組成を組込み、あとは密度の補正でカスタムできるように
したい。
・元素組成と密度に応じた整理をしておくと、今回対象にする素材以外の物質でで
きた遮へい材への応用が容易になるのではないか。
　→拝承
・質量減弱係数はコンクリートの構成元素の質量減弱係数から算出できるが、γ線
ビルドアップ係数は明確な根拠がない。実効原子番号を評価して、γ線ビルドアップ
係数の原子番号による内挿が望ましい。
　→拝承。カスタム材料の実効原子番号によるBF内挿をルールとして採用する。

3 組込材料の土壌
組成

土壌は、盛り土・土嚢による遮蔽、ピット・地下施
設設計、あるいは土壌汚染等の緊急時対応で
用いられる可能性がある。これまで土嚢等の効
果を無視して保守的な評価を行うことがあった。
計算による合理的な評価を検討する。

特定の施設・応用における土壌を用いた遮蔽の方策
と、その場合の土壌の組成について参照があるか確認
する。
（付録Ⅵ参照）

　土壌遮蔽について、原発での実例は少ないが、土嚢袋など補助的遮蔽に利用され
た事例はある。、緊急時の使用であれば保守性の観点から、元素組成より密度の評
価が重要である。下記の検討を行う。
・経験上、土壌の密度は1.1-1.7程度の幅があり、現物があれば嵩密度を参考に1.4、
1.5を用いる。組成は、 H,C,O,Al,Ca,Si,K,Feから成るが、Ge検出器のsumming factor

をMC計算する際は、SiO2で代表させている。
　→　組成は付録Ⅵで検討したものを採用する。密度については、代表的に1.5をデ
フォルト値として整備し、特定の範囲の密度で補正可能とする。

・原子力発電所での実例は少ないが、土嚢袋など補助的遮蔽に利用された事例が
ある。
・緊急時の使用では、保守性以外に合理性はない。実際、カスタムが大半になると
思うが、この場合、組成、密度など、選択の判断指標を示すことが合理的と考えら
れる。
　→　組込材料の組成・密度に関する選択の根拠を明確化する。

4 フィルタ系材料の
組成

各種の排気フィルタによる遮蔽効果はこれまで
無視することが多かった。吸着剤の入った汚染
水処理タンク等に対して、吸着剤の効果につい
て合理的な評価を検討する。

特定の施設・応用に対して用いられるフィルタ・吸着剤
の類で、遮蔽効果が期待される事例はあるか。また、
それらの材料組成に関する情報があるか確認する。
（付録Ⅵ参照）

・1FのCs吸着フィルタのゼオライトの密度を考慮した評価事例がある。
・フィルター・吸着剤に放射能が吸着された場合の自己遮蔽効果が期待されるが、密
度は大きくないので無視してもさほど過大評価にならない。
　→　ゼオライトをフィルタ系の代表と考える。ただし、安全評価上、無視されるとの意
見があるため、フィルタ系の整備を後回しとする。
・その他の組込候補材料　→　カスタム材料として対応するため、検討を後回しとす
る。
　・遮蔽シート（タングステン、バリウム）
　・シリコン樹脂をバインダーにしたタングステン配合の塗料
　・ポリエチレン・ホウ酸樹脂材料
　・廃炉関係で超重泥水

・企業秘密（特許など）に抵触する恐れがあるため、その際の取決めを用意する必
要がある。ぜひ確認してほしい。
　→　拝承
・フィルタや吸着剤だけでなく、廃棄物などで領域を均質化することがあるため、組
込材料の密度が変化できると良い。
　→　カスタム材料は指定した組成を均質化して考えている。それに密度を指定して
特性値を調整することで対応する。

5 RI核種の放出する
崩壊放射線データ
の読込

γ線の線源データの入力方法として、次の二つ
を採用する。
・　RI核種とその強度を指定する。RI核種の崩
壊放射線データはライブラリから読み込む。
・　エネルギー群毎に放出率を直接入力する。
エネルギー群構造はデフォルトを用意するが、
任意の群構造を指定可能にするか検討する（下
の第6番、第７番参照）。

本事業では、RI核種の崩壊放射線データライブラリとし

て、最新のICRP 107（DECDC2ベース）を採用する。今
後、旧いICRP 38の崩壊放射線データを用いる機会は
考えられるか。また、特定の施設・応用に対してよく用
いられる線源データライブラリ、あるいはよく用いられる
線源作成コード（ORIGENやD-CHAIN等）はあるか確
認する。

・ICRP Pub.107ベースのyieldデータが適切であり、提案仕様で概ね妥当。

・β核種の制動放射線の扱いをサポートできる機能（Sr90/Y90など)。
　→　その他の委員コメントで同様の指摘があった。実務マニュアル記載のベータ核
種の線源対応を試験的に検討する。
・デフォルトは必須として、任意性も欠かせないと考えられる。
　→　エネルギーに対する線源強度を直接指定可能とする。
・ORIGEN2の内蔵データを良く使うため、後者の入力方法も必要。
　→　拝承
・ICRP38リバイス版でJEARI03（ICRP1983,Endo1999,endo2001)と呼ばれるライブラリ
も使うことがある。
　→　後から出版されたICRP 107でカバーされているはずである。

・左記のJAERI03参考文献

Endo, A. et al., Compilation of Nuclear Decay Data Used for Dose Calculation

Revised Data for Radionuclides Not Listed in ICRP Publication 38, JAERI-Data/Code

99-035, 1999.

Endo, A., and Y. Yamaguchi, Compilation of Nuclear Decay Data Used for Dose

Calculation Revised Data for Radionuclides Listed in ICRP Publication 38, JAERI-

Data/Code 2001-004, 2001.

6 線源エネルギー範
囲の拡張
デフォルトのエネ
ルギー群構造

　γ線源、また材料の特性値は、内部のエネル
ギー群構造に従ってデータが作成される。一般
によく用いられる群構造は、ANS標準エネル
ギー群インデクスと呼ばれ、0.015MeVから15

MeVまで25のエネルギー群で定義される。
　ただし、新勧告のICRP 116において、下は
10keVから上は15MeVよりさらに高いエネル
ギーに対する線量換算係数が示された。また、
ICRP 107において、核種から放出される放射の
エネルギーがかなり低い所まで登録された。

　本事業では、上は30MeVのγ線源エネルギーまで高
エネルギー対応を計画する。デフォルトの群構造とし
て、15keVから15 MeVまではANS標準エネルギー群イ
ンデクスを用い、15MeVから30MeVまでは5MeV毎に
分割し、全部で29群を予定する。エネルギー範囲拡張
と群構造について、注意や意見があれば頂きたい。
　なお、この高エネルギー拡張は、PET施設を念頭に
置いているが、その他に15MeVを越えるような高エネ
ルギーγ線を遮蔽する必要のある施設・応用が考えら
れるか確認する。

・γ線のデフォルトのエネルギー群構造に対して、中性子のエネルギー群構造はγ線
のエネルギー群構造と同じとするのか。
　→　現状、光中性子以外に、中性子線源一般の入力まで検討していない。
・エネルギーバンドではなく、XCOM等文献で整備された点群を用いる方が良い。た
だしデータ量としては多くなる。
　→　点群で整備された線源データはそのまま扱えるようにする。
・エネルギー群構造はユーザ指定できれば、デフォルトに拘るずともよい。
　→　デフォルトを一応用意する。

・FDGを作るサイクロ施設の場合、自前施設で12-15MeV,専門の製薬会社でポジト

ロンFDGをデリバリーする施設で30MeV程なので、高エネルギー対応が必要にな
る。
・質量減弱係数については、PHOTXで1keVから100Gevのデータがあるが、γ線BF

については上限15MeV程度である。また高エネルギーγ線は、物質によって光中性
子が発生するため中性子の線量評価も必要になる。
　→今回、高エネルギーγ（＜30MeV)及び光中性子の線量についてMC計算でデー
タ整備する。
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付録Ⅲ　遮蔽線量計算法の見直し提案に係る確認事項と研究レビュー委員会意見

連番 仕様・機能 解説 研究レビュー委員会での確認事項 委員から得られた主な意見、及び本事業への受容性評価（→） 委員からの付帯コメント、及び本事業への受容性評価（→）
7 任意のエネルギー

群構造に対応
デフォルトのエネルギー群構造以外に、任意の
エネルギー群構造で線源データを指定する場合
が考えられる。例えば、
・測定で得られたエネルギー放出率データの取
り込み
・外部の線源作成コード（ORIGEN等）用いられ
る群構造で表された線源データの取り込み
・線量測定データから逆推定された線源データ
の取り込み（直下の第7番参照）

γ線源データの入力において、線型、指数（対数）等を
指定してエネルギー群を任意に分割し、群毎の放出率
を直接入力する事例があるか。また、下記のように線
源を指定する事例があるか確認する。
・測定で得られたエネルギースペクトルデータの取り込
み
・外部の線源作成コード（ORIGEN等）で作成された任
意群の線源データの取り込み
・線量測定データから逆推定された線源データの取り
込み

・既存実績では、基本的に代表群構造で計算している。
　→　代表群構造をデフォルトで用意する。
・他で測定、計算された線源について入力した例は多々ある。
　→　特定フォーマットの外部線源データのインポートを採用する。
・エネルギー群構造はユーザ指定できる方が良い。
　→　ユーザが群構造を指定できるようにする。
・エネルギー群による取扱いでは、群の平均エネルギーを代表エネルギーとするか、
バンドスペクトルで評価するのか検討が必要。
　→　群構造を指定可能にすると、こうした検討が必要になる。オプションで選べるよ
うにしたい。

8 外部線量データか
ら線源を推定する
機能

測定した線量データから線源データ、すなわち
エネルギー毎の放射線放出率を逆に推定する
機能の必要性について検討する。

　測定した線量データから、エネルギー毎の放射線放
出率を逆に推定する機能、そしてその結果をそのまま
遮蔽計算の線源データとして設定する機能は必要か
確認する。事例をご存じならお知らせ願う。

・線源核種が既知、またはスペクトル測定があるなら、線量から線源強度の推定は有
る程度可能である。下記の特殊なニーズがある。
・線量分布（測定結果）から、線源濃度分布の推定の要望は多くある。（1F特有の
ニーズと思われる）
・通常、線源は管理されているので必要ないが、1F等で重宝される機能ではないか。
　→　緊急時対応ニーズであるため、線量データからの線源推定機能は整備を後回
しとする。

9 線源・遮蔽体に対
して指定できる形
状の種類

　線源形状・遮蔽体形状の入力は、
CG(combinatorial geometry)形式で任意形状に
指定可能とする。ただし、CGは自由度が高い
分、指定が複雑なので、次の基本形状について
寸法を入力するだけで設定できるように検討
中。
線源形状：点線源・ライン（線）線源・ディスク（円
盤）面線源・矩形面線源・球（面・体積）、円柱
（面・体積）、直方体（体積）
遮蔽体形状：球、円柱、直方体、環状円筒、円
錐台

特定の施設・応用でよく用いられる面線源や体積線源
の形状があるか確認する。
また、遮蔽体の基本形状として、球、円柱、直方体を優
先して実装する予定である。特定の施設・応用におい
て、それらの基本形状を組み合わせただけでは作れな
いような遮蔽体の形状が考えられるか確認する。

・PHITS等、CGベースにGGが一部含まれるので対応すべき。
　→GGも一部検討する。
・線源はXYZ軸平行だけでなく、斜めになったものもトライしたい。また、楕円体も必
要ではないか。
　→座標変換可能にする。楕円体の用途は少ないと考えられるため、整備を後回しと
する。
・医療被ばく管理で面線源、円錐ビームで評価することがある。→拝承
・施設ではある程度距離があるので、体積線源で自己吸収を考える必要がある。例
えば、WISEプロジェクトでは教育用として48Y、30Bシリンダ、再処理ウラン貯蔵等の
計算ができる。→体積線源の自己吸収を検討する。
・ドーナツ状（BWRサプレッションチェンバ）や配管内の残水を模擬できると良い。た
だし近似的に考えられるので必須ではない。
　→　ドーナツ型についてトカマク形状の用途も考えられる。環状円筒で模擬できるた
め、整備は後回しとする。

・簡易遮蔽解析コードレビューWG平成29年度報告書が良くできているのでそちらを
参照されたい（原子力学会放射線工学部会HP）。
・CADからの読み込み若しくは変換、体系の簡単化などは視野に入らないか？
　→　技術ハードルが高いため、検討を後回しとする。
・ボクセル形式で体系情報を構築することを試行している人がいる。
　→　生体等の特殊用途と推測されるが、関係情報を求める。
・WISEプロジェクト：Web上に理科教育のための統合的学習環境を構築しようとす
る試み。全米科学財団（NSF）がサポート。http://wise.berkeley.edu/

10 光核反応により発
生する中性子の簡
易線量計算方法

　γ線の光核反応は、物質により8MeV位から立
ち上がり15MeVでピークをみせる。30MeVまで
の高エネルギー対応の一つとして、光核反応で
発生した中性子の線量寄与を考慮する。
　なお、同様に発生する陽子の寄与は検討を保
留する。

　中性子の簡易線量計算は、γ線とは別に扱うことと
し、中性子透過線量をMC計算し、結果を線量ビルド
アップ計算と同様の考え方で整理する。そして、最後に
γ線の線量と合算する。
　なお、中性子の捕獲γによる線量寄与は、（線源から
の）一次γの寄与とセットにして、γ線の線量ビルドアップ
計算で一括して扱う。理由は、MC計算で捕獲γの寄与
を分けて出力するのが困難なため。
　光核反応の簡易処理の仕方について、この考え方で
よいか確認する。

・処理の考え方は概ね妥当と考えられるが、検証を要する。
・個人的には、簡易計算コードで中性子線量の計算まで必要ないのではないか。特
殊な場合であり、ユーザは限られるし、そうしたユーザならMCコードが使えるはず。
　→　申請側だけでなく審査側の利便や事情を考慮する必要がある。なお、本研究で
はγ線から二次的に発生する光中性子の線量寄与に限定しており、中性子発生一般
の対応まで考えていない。

・光核反応の簡易処理の方法は新しい考え方であり、経験者を交えてしっかり協議
すべき。
　→拝承
・中性子についてMC計算を行うなた、γ線も含めて計算してしまえば良いのではな
いか。敢て簡易計算に拘る理由が分からない。
　→　複雑なMC計算の妥当性チェックは審査の負担であり、代替計算としてMC計
算の結果を確認する用途も考えられる。

11 ビルドアップ係数
（BF）レファレンス
材料の選択に係る
感度解析

　線量ビルドアップ計算は、線源から線量評価
点の間に存在する遮蔽材の中でビルドアップ計
算する材料を一つだけ選んで行われる。選ばれ
た材料をBFレファレンス材料と呼ぶ。BFレファレ
ンス材料は任意に選ぶことが可能だが、一般に
保守的な結果になる材料が一定のルールで自
動的に選ばれる。BFレファレンス材料の選択に
よって、線量計算の結果は変化する。

　遮蔽設計・解析を行うとき、線源から線量評価点の間
に存在する遮蔽材の中でどれをBF材料に選ぶか、迷
うケースはあるか。
　あるいは、遮蔽材の特性値（密度・減弱係数・BF）を
少し変えてみて、感度解析を行う場面や経験があるか
確認する。（別の材料に入れ替えるため、あるいは一
部の特性値を例外的に変えて保守的な評価を行うた
め等）

・BF選択の妥当性は、初学者が多重層や薄い遮蔽体で悩む問題である。薄い遮蔽
材で評価点が遠いときに迷う例がある。多重層の場合、構成によって安全側のBF材
質を検討する例がある。
・BF材料は自動選択ではなく、あくまでユーザーに任せるべき。
　→　BF材はユーザがシステム上で確認して選択可能にする。ただし、利便性から一
般的なルールで自動選択するオプションも検討する。体系に多重層や薄い遮蔽が現
れた場合は必要な警告を与える。
・経験者ならよいが、簡易計算は誰が使用するか分からないので、自動的に何パ
ターンか計算し、リスクを低減させる手法があるとよい。
　→BFの感度解析を自動で行う機能は整備を後回しとし、ユーザの反応をみる。
・簡単な二重層に対する計算法を確立すべき。→二重層遮蔽の検討へ。

・安全評価用の簡易計算コードは、審査手続きを簡便かつ合理的に行うこと、また
ある程度安全尤度をもたせることで簡略化することと考えられる。一方、設計解析
には熟練者の技術が必要であり、安全尤度を前もってシミュレーションする遮蔽設
計等にそれを用いない方がよいのではないか。
　→　感度解析をあくまで遮蔽設計側の用途と考えるなら、本事業では後回しすべ
きである。後で審査側の意見、ユーザの反応をみて検討したい。
・特性値のパラメータを振ってみて感度解析を行う場面について、密度、減弱係数
を振ることはあるが、BFはエネルギー、材質と厚さ、密度（減弱係数）以外に入射角
度にも依存するため、計算体系のバリエーションが多数できてしまう。点線源のみ
の体系として検討せざるを得ないのではないか。
　→　ご指摘のとおり、変化させるパラメータが多くなるため、BFの感度解析を自動
で行う機能は整備を後回しとする。

12 二重層遮蔽を用い
る設計の例

遮蔽設計においては、特定の遮蔽材料を特定
の順番で重ねて、放射線を効率的に遮蔽するこ
とがある。これを多重層遮蔽と呼ぶが、大抵は
二重層である。例えば、中性子を遮蔽して発す
る二次γ線を後で遮蔽する場合、また異なるエネ
ルギー範囲を効率的に遮蔽する場合、構造材
に遮蔽材を貼って強度も持たせる場合。

特定の施設・応用で、異なる材料を重ねた多重層遮蔽
の例があるか確認する。

・簡単な二重層に対する計算法を確立すべき。
・コンクリート+追加遮蔽材の簡易評価法を検討してはどうか。
　→　二重層遮蔽の対応は、典型的な材料の組み合わせについて二重層BF、あるい
は別の計算評価法を用いてデータを整備して簡易計算する。
・既存遮蔽（コンクリートのみ）に対して、線源想定が変更となった場合、追加遮蔽の
設置を鉄、鉛で検討するケースが多く、多重層となる事例がある。
・中性子遮蔽材とγ線遮蔽材を組み合わせることがある。
　→　二重層の遮蔽材組み合わせの候補として取り入れる。

・中性子が多数存在する体系は除外すべき。γ線に対する二重層のみ調査すべき。
（この簡易計算コードでは中性子計算を行わない方がよい）
・ベストな手法は調査しないとわからないが、原子力学会放射線工学部会の簡易計
算コードWGの平成30年報告書にその記載があり、大変興味がある。
・多重層の計算は様々な試みがなされたが未だ解決に至っていない。簡易計算に
頼ることが妥当か疑問である。簡易計算に拘るのであれば、何パターンか自動で計
算し、リスク低減を図る手法の開発が必要と考える。
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付録Ⅲ　遮蔽線量計算法の見直し提案に係る確認事項と研究レビュー委員会意見

連番 仕様・機能 解説 研究レビュー委員会での確認事項 委員から得られた主な意見、及び本事業への受容性評価（→） 委員からの付帯コメント、及び本事業への受容性評価（→）
13 線量当量の出力 計算出力は基本的に非衝突線のフルエンス率

で与えられる。それを、国内法令及び新勧告に
従って、以下の線量種類に換算して出力する。
・空気中の照射線量率 (カーマ率から変換, 現

状10MeVまで)

・空気カーマ率 (ICRP74, 現状10MeVまで)

・皮膚等価線量(ICRP116, AP照射、男女別)

・眼の水晶体等価線量（ICRP116、AP照射）
・実効線量 (ICRP116、6種の照射体系)

　エネルギー吸収、及び1㎝線量等量は今後の
需要が不明。照射線量率も同様である。

出力として、左記の線量種類で過不足ないか確認す
る。
他に整備を期待する線量種類がある場合は、応用の
場面をお知らせください。例えば、各臓器に対する深部
線量当量、個人線量計で用いる1㎝線量等量等。

・国内法令に照らして、皮膚は70μm線量当量、眼の水晶体は3mm線量当量を評価

する必要がある。また、眼の水晶体の線量は2021年4月から「70μm、3mm、1cmの各
線量当量のうち適切なもの」で評価することになるので、1cm線量当量も評価しておく
のが望ましい。
　→　拝承。本件、委員より講演をいただき、明確化する。
・後でICRU等で実用量の考え方が整理された場合、等価線量は「吸収線量」に変更
が提案されそうなので言及しておく方がよい。　→検討する。
・個人線量計を用いた簡易測定を行うことがあり、1cm線量は評価できるほうが利便
性が高い。　→検討する。
・既往係数との比較の観点から、Pub74での評価値にニーズはあるかもしれない（過
渡期だけか）。　→　Pub74について、限られたケースに対してV&V目的で比較検証
のために計算を検討。
・輸送物の法令基準は1cm線量当量率のため需要あり。　→検討する。

・フルエンス率を評価できるのは非衝突線だけである。計測実用量はまだ確定して
いないのではないか。
・被ばく評価だけではなく、線量計のための評価でも使用されることはある。
・原子炉施設の生体遮蔽装置については、熱除去計算が必要であり、ガンマ線によ
る発熱量が必要のため、エネルギー吸収についても需要あり。
　→　原子炉の熱除去計算の需要を確認。ただし本事業のスコープからエネルギー
吸収について整備を後回しにする。

14 計算結果のサマ
リー

ケース実行のサマリーとして下記を出力するこ
とを検討中。
・ケースを再現するのに必要な全ての入力のエ
コー
・計算出力の数表（各エネルギー群、各線量評
価点でのフルエンス率、各種の線量当量率）

左記の他に期待されるサマリーの内容はあるか。
例えば、ケースで使用されている材料とその特性値の
リスト、過去の勧告に基づく計算出力との比較、等。

サマリーの内容は概ね妥当。所期の目的に従い、規制で申請者規制者が簡便に使
うものに主眼を置く。
・カスタム材料の密度が内部で算出される場合、意図したものであるか確認が必要と
考える。
　→　材料の特性値について、特に密度等、簡便に確認できる機能を設ける。

・原子力学会放射線工学部会の簡易遮蔽解析コードレビューWG平成29年度報告
書が良くできているので参照されたい。

15 線源核種の崩壊に
起因する出力の経
時的な変化の予測
機能

線源親核種の崩壊、またはそれに伴う娘核種
の生成に起因する線量率の経時的な変化を、
時間の関数で予測する機能が考えられる。線源
の経時的変化は外部で手動計算して与えること
も可能なため、自動化による効率向上機能であ
る。

崩壊による経時的な変化を予測する機能を実際に使
用する機会は考えられるか確認する。
例えば、放射性核種の輸送や貯蔵による経時的な出
力変動等。

・核種数が多い場合、現状ではORIGEN等で親娘の関係を反映した減衰線源を作成
し、QAD計算をすることが多い。
・一つの計算コードに盛り込む必要はない。あくまで線源条件の変化に対応した計算
ができればよい。
・積算崩壊数を計算してインプットすることがあるため、使用する機会はある。
　→　経時変化機能はあれば使用する機会は出てくると考えられる。ただし、線源作
成時に外部で別途考慮することもできるため、整備を後回しとする。

・個人的にはトリウム、ウランが放射平衡にあるか、つまり精製物かどうかを見分け
る時に経時変化の放射能を計算することはあるが、安全評価上の遮蔽計算でRI内
蔵量の変化を求められることは少ない。（MOX輸送でも承認容器の性能内であれ
ば最大で評価している）

16 入出力の単位 SI単位は、線源強度Bq、照射線量C/kg、吸収線
量Gy、実効線量Svである。従来からCi, R, rad,

remの単位がそれぞれ用いられることがある。

SI以外の単位系を使って、計算で入出力できるように
すべきか。もしそうなら、それはどういう単位でどのよう
な理由に基づくか確認する。例えば、歴史・地域・業界
慣行・法令・標準・基準からの使い勝手等。

　SI単位系で十分である。国内法令で使われていない単位（Ci, R, rad, remなど）につ
いて、脚注程度の説明はあってもよい。
・ユーザインタフェースについて、和文に代えて英文でも表記できるようにするのはど
うか。
　→　国際対応は後回しとするが、後でロケール対応できるように設計しておく。

・単位換算は手計算で対応すればよい。
・ユーザインターフェイスは和文のみか。英語も使用可能にするか。ちなみにKEK

から配布しているcgviewいうプログラムは、設定ファイルの中の1行を変えるだけ
で、和文、英文が選べるようにしている。

17 計算の妥当性を応
急的に確認するた
めの参照問題の
候補

　計算コードが期待どおり動作しているか、ある
いはユーザの計算プロセスが妥当かを一応確
認するために、参照問題をその入力例と正解の
出力例と共に用意することがある。ユーザは計
算結果が出力例と一致するか調べて妥当性を
確認する。

点減衰核法コードが適用できる好適なγ線の遮蔽計算
例、または参照問題の例があるか確認する。
例えば、MicroShieldの場合、既存のANS参照問題と、
それでは足りないのでさらにいくつか参照問題を追加
している。

参照問題による計算例を設けた事由は、計算の妥当性の確認のためではなく、ユー
ザの理解度の向上のためと考えられる。
　→　その目的に見合う最低限の参照問題を用意するに留める。

・点減衰核の計算はあまり問題／困難がないように感じる。参照問題をさらに増や
す必要があるか。
・測定との比較は不要と思われる。仮想的な問題を必要に応じて作成すれば良い。
・「ユーザは計算結果が出力例と一致するか調べて妥当性を確認する。」というとこ
ろに違和感がある。ユーザの計算結果が出力例と一致することを行うのは、ユーザ
が入力したやり方を理解したかどうかの確認なので妥当性を確認することにはなら
ない。MicroShieldもユーザ理解度の向上で参照問題を追加したと思われる。
・開発されたコードをユーザがどこまで参照問題で確認する必要があるのか。
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付録Ⅲ　遮蔽線量計算法の見直し提案に係る確認事項と研究レビュー委員会意見

連番 研究レビュー委員会での個別コメント 事務局の回答
1 ICRS遮蔽国際会議が延期になってしまったので、メールで各国の調査をされていますが、 相当な友人

でない限り、返事は期待薄だと思います。

　担当者らと面識のある規制者を対象としましたが、ダイレクトに規制支援する研究者に送付することも考え
ます。
　なお、ICRSは来年に延期されましたが、Web会議の場合、やはり面会レベルのの調査は難しいと考えま
す。本件については流動的です。

2 遮蔽計算実務マニュアルには、①純β核種による制動放射線の遮蔽、②中性子放 出核の遮蔽、の

データが載っていますが、これらの扱いは？（制動放射線だけで も入ると大方のRIユーザに朗報です）

現状、γ線源を対象としているため、仕様案には入っておりません。ご意見に従い、①の扱いから試験的に
検討いたします。

3 作業の中には遮蔽データの作成がありますが、遮蔽計算実務マニュアルに 載っている、核種ごとの実

効線量の透過率を表にして公表する予定はありますで しょうか？

ご指摘の透過率は電子化して、開発するコードで利用するために含める計画です。ただし、本研究の範囲
では完全性を保証できないため、データの利用はユーザの責任で行ってもらいます。

4 点減衰核の計算では、入出力に要する時間は別として、遮蔽計算自体の計算 時間はほとんど問題な

いように思っていますが、並列化まで検討する必要がある のでしょうか？

計算時間は、線源数N及び評価点数LによってO（N×L)で効きます。一度に計算できる線源数を増やすた
め、計算時間向上を可能な範囲で目論んでいます。
よって、MPIによるモジュール化で対応する予定ですが、コードの量から考えて対応にさほど労力がいると
は思えません。

5 「開発する簡易計算コードの仕様・機能案一覧」に遮蔽材の密度を入力する 項目に気づきませんでし
たが、必要です。

材料の特性値のなかに密度が含まれます。カスタム材料の密度はユーザ入力可能とし、材料特性の密度
による補正を可能とします。

6 薄い遮蔽体への斜め入射の問題については、具体的な対策はどのようにされ る予定でしょうか？ スラブ遮蔽への放射線の入射角度によって、ビルドアップ係数を変化させることで対応します。ただし、対応
する角度範囲及び透過距離を限定することとし、透過距離があまり長かったり、あまり急な角度で入射する
場合は別途保守的に評価します。

7 開発されたコードは素人にも使われます（特にRIユーザ）。デフォルトのパラ メータはできるだけ妥当な
結果を与えるものに設定すべきと思います。

ご意見を反映し、デフォルトのパラメータを検討して設定します。

8 若手の人材育成について、あまり詳しい説明がなく、付け足したような印象を受けます。どのような形で
人材育成を行うのかを明確にしておいた方が良いかと思います。

ご指摘の従い、報告書で人材育成活動について追記し、明確化します。現在、原子力学会の放射線工学部
会で簡易計算レビューＷＧを組織しており、事業者を中心に若手を多く集めて本研究に係るレクと議論を
行っています。

9 今後点減衰核積分コードの仕様を考えることになるとは思いますが、従来のQADコードにある機能な
のか／それとも新規に加える機能なのかを区別していただければ幸いです。

拝承。報告書で示す付録のコード開発仕様案において、区別を追記したく。

10 出来上がった計算コードの配布方法を今から考えてください。商業コード／規制当局からの配布コード
／RSICC、NEAデータバンク、RIST登 録コード／フリーソフト

受託元を所有者とし、当初RISTに登録することを考えています。コードのライセンスはオープンソースを旨と
するライセンスを付与したく。ただし本件も決定ではなく流動的です。

11 「新勧告取入れによる遮蔽線量評価法の見直し手順の開発」の中に、「反映し た遮蔽計算用データ の

作成」とあります。「手順の開発」の中にデータ作成 が含まれる理由は何ですか？

新勧告及び高エネルギー対応等、コードで使用するデータの見直しを行っているため、見直しに用いる計算
手法・入力条件等を総称して手順の開発と呼んでいます。

12 データ作成に関するV&Vは、検討されますか？ 海外コードのV&Vを参考に、作成データのV&Vを実施し、V&Vの仕方と結果を報告します。報告書は技術
ガイドラインの位置づけをもちます。ただし、それは完全なものではありません。

13 「新勧告を踏まえた遮蔽線量評価法の適用性拡張に係る研究」に「コード開 発」が含まれていますが、
これは、標準コードとなるのでしょうか？

本研究の範囲では標準を目論んでおりません。研究で開発されたコード・データが標準に見合うものである
なら、学会等で別途議論されるものと考えます。

14 他のコードの規制適用性はどのように考えますか？ 本研究では他のコードについて考えておりません。

15 他のコードがこの手順について、どこまで適合していれば、規制おいて使用可 能となるのでしょうか？ 本研究で試行するV&Vは、規制で利用するコードに求められるV&Vの在り様を検討するためのテストの位
置づけもあります。ただし、その適合性については事後に評価されるものと考えます。

16 V&Vコードの作成は開発視野には入りませんか？ 現状、コードの信頼性は場面に応じて個別に審査されています。将来、許認可で用いられるコードに対し
て、もし所定のV&Vを求める指針が提示されたら、V&Vのためのパッケージ開発が視程に入ると思いま
す。
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付録Ⅲ　遮蔽線量計算法の見直し提案に係る確認事項と研究レビュー委員会意見

連番 研究レビュー委員会での個別コメント 事務局の回答
17 V&Vコードの適用は、規制上必須になりますか？若しくは、他の方法での信頼 性確認資料作成は可

能ですか？

Ｖ＆Ｖコードを用いた計算コードの信頼性確認は、標準化されると規制を効率化して一層の安全性向上が
見込まれます。本研究では、海外のV&Vコードを参考にして開発コードのV&Vを試験的に行いますが、そ
うした信頼性確認を一般化するような提言は考えておりません。

18 他のコードに対し、V&Vコードの作成を求めますか？ 事業者及び規制当局の考え方によると思われます。本研究のスコープには入っておりません。

19 1）目的：放射線防護法令の遵守を確実にする
＞外部実効線量換算係数等の改訂対応
　（対象は外部実効線量のみ、なお中性子の取扱は注意必要）
＞遮蔽安全評価法と使用データの見直し手順検討
　（炉規法は審査上の計算コードと使用方法の取り纏め、RI法では遮蔽実務マニュアル等が見直し対
象ではないか）
＞規制の効率的運用のための技術ガイドラインの作成（審査官等の力量にあった記載が必要）

本研究では、新勧告取入れにより、γ線の簡易計算で見直しが求められる範囲とその手順について提案を
行います。我々が用意する技術ガイドは、それについて委託元と協議しながら、なるべくわかりやすく記載
することを心がけます。

20 2）ガイドラインの使われ方
＞事業者の参照指針
　（事業者の多くは工事や請負業者に行わせており、炉規法ではゼネコン、RI法では請負業者等で業
者の力量に相当違いがある。発注者の事業者が技術的指針を理解できるか。発注者責任の重要性）
＞規制側の妥当性確認
　（炉規法ではANISN,DOT,MC等計算コードは使用実績が多く、入力パラメータ位のチェックになって
しまい、入力エネルギー縮約や高エネルギーベータ線影響等の妥当性確認は難しい。適用範囲を明
確化しておくべき。）

　研究を実施している間も、人材育成の活動として、学会で若手を集めた簡易遮蔽計算のWGを開催し、レ
クを行います。また、研究の終了後、開発されたコードやデータについて、教育セミナーを開催する予定で
す。
　詳細計算による評価を審査する場合、実績によるとして、入力パラメータのチェック位しかできないことに
懸念があります。ここで開発するコードの出力が、一つの比較対象として確認に資することを期待していま
す。また、簡易計算は汎用性より、適用範囲を絞って計算のしやすさや分かりやすさの方を重視しますの
で、その明確化は重要です。技術ガイドに記載します。

21 3）ガイドライン以外のアウトプット
＞簡易遮蔽計算コードの開発
　（点減衰核法コードについて、理想は安全尤度が少しあるが、WEB上で計算できる程の簡略化）
＞他のコードとの比較による有効性検証
　（何で比較するかを事前に検討しておく必要あり、計算結果は各コードで当然異なり、これが正しいと
いう値がないため、有効であるか判断できない。エネルギーフルエンス、散乱線エネルギーが指標にな
るのでは。）
＞遮蔽技術レベルの維持のための若手人材育成
　（大変重要である。原子力・放射線安全のSDGｓの観点からも簡単な指標を作り、実行プランを作るの
が遮蔽関係者の勤めだろう。）

　基本的に規制の用途で作られますので、計算の誤差や些細な部分は保守的になるようにデータを評価す
る計画です。
　簡易計算ですので、Web上でサーバ側に計算を任せることも可能ですが、セキュリティの懸念から、検討
は後回しになります。
　結果の妥当性の確認には、過去のデータを用いたQADとMicroShieldの計算と簡易なベンチマーク参照
問題で比較することを考えています。非衝突線フルエンス、実効線量等が指標としてあげられます。
　人材育成の実行プランについて、学会の遮蔽専門委員会やWGで議論してたたき台を作ることも考えられ
ます。→　参考になる情報が別の事業の成果にないか確認する。
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ガンマ線遮蔽計算コードの新勧告対応に係る海外実態調査
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1 

 

ガンマ線遮蔽計算コードの新勧告対応に係る海外実態調査で用いた調査票 

 

 原子力主要国の規制担当者にメールで送付した調査票を下記に示す。調査目的と協力の

お願いを述べて、計 4 つの質問を行った。 

――――――――――（ここから）―――――――――――――― 

October 14, 2020 

 

Dear colleagues, 

 

I hope all of you doing well. Thankfully Akiko introduces you as the right person for this survey 

request. 

Currently, our research group is entrusted by the Nuclear Regulation Authority (NRA) to develop a 

new point-kernel code for the gamma-ray shielding calculation. In Japan, we have improved and 

used the QAD code originally developed in the United States, but it's too old to maintain anymore. 

Therefore, we plan to review the data with the latest international recommendations and also renew 

the computer program under the modern computing environment. 

We hope that the new code will cover a wide range of applications of practical interest. In order to 

determine the specifications of the code, we would like to conduct a questionnaire survey on a 

situation the point-kernel calculation is used in the safety review of a nuclear power/radiation use 

facility. 

If you don't mind, please ask the safety reviewer of shielding analysis to answer the questionnaire 

below. We’d greatly appreciate if the person takes time for us. I think that it may take about 30 

minutes.  

Notice: The answers will be used only for the specific purpose of this entrusted research. All of your 

responses will be anonymized and then the summary will be reported to the NRA for use in the new 

code development. 

 

Q1. Applicants for licensing a facility/equipment need to perform shielding analysis in an 

appropriate manner to demonstrate that they meet the dose limit of safety standard. At this time, is 

there any case where the point kernel code (or simple calculation) is used for gamma-ray shielding 

analysis? 

If so, for what kind of facility/equipment, and what point-kernel code do the applicants use? 

(Example of Japan)  

 Facility/Equipment: Spent-fuel cask, non-destructive inspection equipment (Co-60), nuclear fuel 

use facility (small amount), etc. 

Point-kernel code name: QAD-CGGP2R 
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2 

 

 

Q2. In a safety review of license application, a regulator/reviewer needs to check the validity of the 

shielding analysis submitted by the applicant to ensure that the dose limit is met. At this time, is 

there any case of checking the gamma-ray shielding analysis using the point kernel code (or simple 

calculation)? 

If so, what point kernel code is being used? Also, how is the safety review performed using the 

code? Is there any guidance on the review procedure? 

(Example of Japan)  

Cross-checking with the result independently evaluated using a simple shielding calculation manual 

(guide) for radiation facilities and data collection. It includes gamma-ray attenuation rates or the 

point-kernel method for bulk shielding. 

 

For those who know a specific point-kernel code come up in the above answers, please answer 

below. 

 

Q3; Do the data/factors used in the point kernel code comply with the latest international 

recommendations? 

Support for ICRP 116 report*:  full, partial, future plan, no idea 

Support for ICRP 107 report**:  full, partial, future plan, no idea  

Support for ICRU / ICRP draft joint report***: full, partial, future plan, no idea 

Please let us know about the supported range if partial. 

 

*ICRP116 report: Conversion Coefficients for Radiological Protection Quantities for External 

Radiation Exposures. ICRP Publication 116, Ann. ICRP 40(2-5) 2010. 

**ICRP107 report: Nuclear Decay Data for Dosimetric Calculations. ICRP Publication 107. Ann. 

ICRP 38 (3) 2008. 

***ICRP/ICRP draft joint report Operational Quantities for External Radiation Exposures, (2017). 

https://www.icrp.org/docs/ICRU%20and%20ICRP%20Draft%20Joint%20Report%20Operational%

20Quantities%20for%20External%20Radiation%20Exposure.pdf 

 

Q4: Please let us know if there are any specifications or functions of the point-kernel code that 

would be useful for the safety review of shielding analysis. 

 

Thank you for taking our survey. Feel free to write below if you find any questions/comments. 

――――――――――（ここまで）―――――――――――――― 
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 調査票の送付先は、研究代表者らと面識のある下記 5 ヶ国の 5 名である。IAEA 輸送安

全基準委員会（TRANSSC）に参加する規制当局または規制支援機関の専門家である。 

 

アメリカ：David Pstrak 

Office of Nuclear Material Safety and Safeguards, Division of Fuel Management  

U.S. Nuclear Regulatory Commission (NRC) 

 

ドイツ：Ingo Reiche 

Bundesamt für Kerntechnische Entsorgungssicherheit (BfE)  

Willly-Brandt Strasse 5  

 

フランス：Thierry Chrupek 

Autorité de Sûreté Nucléaire  

ASN - DTS  

 

イギリス：Tiberio Cabianca 

Leader, Planned Exposures Group 

Radiation Assessments Department 

Public Health England (PHE) 

 

スイス：Frank Koch 

Fachspezialist 

Eidg. Nuklearsicherheitsinspektorat  

Sektion Abfallbehandlung & Transporte 

Industriestrasse 19 (ENSI) 

 

以 上 
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付録Ⅴ　新勧告取入れで求められる遮蔽計算法・計算コードの仕様・機能一覧

連番 仕様・機能カテゴリー 概要 仕様・機能案 仕様選定の背景・事由

1.1 計算コードの動作環境
Windows　PC、現状オンプロミス設計
OpenMP対応

デスクトップアプリとして需要が高い
スレッド化による高速化

1.2 開発言語 C系（C++)
仕様・機能が追加されたため、計算速度は重要な開発指標である。
入出力等のサポートツールを効率的に実装するためのライブラリ充実

2.1 計算入力の作成ステップ

次の計算入力を作成し、入力ファイルに保存する。
1. 体系定義入力
線源・遮蔽体・線量評価点の形状と位置を指定し、下の2及び3で作成する線
源情報と材料情報を割り当てる。
2. 材料情報入力
体積線源または遮蔽体に割り当てる材料情報を作成または読み込む。
3. 線源情報入力
線源に割り当てる線源情報を作成または読み込む。
4. ビルドアップ係数（BF）レファレンス材料情報入力
ビルドアップ計算に用いるレファレンス材料を選択する。
5. 計算パラメータ入力
ガウス積分パラメータその他の定数入力
6. 計算ケースを表すタイトル・説明の登録

従来の典型的な遮蔽計算ステップに従う。
1～3：遮蔽計算一般に必要とされる入力情報
4～5：点減衰核法計算に固有の入力情報
6：入力の整理や再利用に資する説明を入れる。
これらの入力を効率的に作成するサポートツールを開発する。
以降、この順序で仕様・機能の説明を行う。

2.2 計算実行ステップ
入力ファイルを計算モジュールに渡して実行し、計算出力のサマリーを含む出
力ファイルを得る。

感度解析に係るプロセス・モジュールの開発は保留する。

2.3 計算出力表示ステップ 出力ファイルから求める情報を参照して表示・可視化する。 出力を表示・可視化するツールの開発は保留し、外部で揃える。

3.1 線源の形状定義
線源の設定数は任意。
基本形状を寸法入力して簡単に定義

3.2 遮蔽体の形状定義

遮蔽体の設定数は任意。
基本形状は寸法を入力して簡単に定義
複雑な形状は、基本形状を組み合わせてCG形式で定義
CG形式の入力は複雑なため、ユーザ教育や妥当性確認のサポートが不可
欠。

3.3 線量評価点の定義
評価点の設定数は任意。点座標だけでなく、指定した線や面の上に並んだ格
子点を一括設定する機能を追加する。

3.4
体積線源及び遮蔽体の材料情
報選択

上で定義した体積線源及び遮蔽体の形状に対して、それぞれ材料情報を指定
する。材料情報は、下記の4.1または4.2で定義する組込材料またはカスタム・
ミックス材料から割り当てる。

カスタム・ミックス材料は、形状に割り当てる前にカスタム材料作成ツール（10.1参
照）を使って予め定義する必要がある。過去に定義した材料ファイルを読み込む
ことも可能とする。

3.5 線源情報割当
上で定義した線源形状に対して、それぞれ線源情報を指定する。線源情報
は、下記の5.1または5.2で定義する線源データを割り当てる。

線源データは、線源形状に割り当てる前に線源ファイル作成ツール(11.1参照）を
使って予め定義する必要がある。過去に定義した線源データファイルを読み込む
ことも可能とする。

3.6 入力数値の妥当性確認

入力した数値の妥当性や整合性を自動確認
・ 必要な全ての数値が入力されているか

簡易な妥当性確認が入力の段階で行われると便利

4.1 組込材料の準備
単元素25種、混合物8種の組込みが求められるが、ここでは特に優先度が高
いと考えられる10種程度について特性値を文献またはMC計算から準備する。

報告書で組込材料の説明

複雑な体系の施設・応用に対して合理的な評価を行うため、形状の定義は、
（QADやMCコードで実装された）複雑な形状を表現可能なCG手法（一部GG)を採
用する。
点以外の基本形状として、球、直方体、円柱を先に整備するが、面線源（円盤、矩
形、球面、円柱面等）、円錐（台）、環状円筒を可能な範囲で考慮する。

動作・開発環境

計算実行プロセス

体系定義入力

材料情報入力
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付録Ⅴ　新勧告取入れで求められる遮蔽計算法・計算コードの仕様・機能一覧

連番 仕様・機能カテゴリー 概要 仕様・機能案 仕様選定の背景・事由

4.2
カスタム材料の定義
ミックス材料の定義

カスタム材料・ミックス材料は、カスタム材料作成ツールを用いて予め組成を入
力して定義する。材料情報は材料ファイルとして保存・読込可能にする。
材料の特性値は、同ツールで自動計算されるか、直接入力して指定する。特
性値を自動計算して用いる場合は信頼性に注意

カスタム材料・ミックス材料を、サポートツール（10.1参照）を使ってユーザが定義し
て保存できることは材料の再利用の観点から有利。
このように任意の組成で材料を定義する場合、外部で特性値を計算して与えるの
が通例だが、可能な範囲で自動計算できることは便利。

4.3 材料の減衰係数・BFの与え方

材料の減衰係数及びビルドアップ係数（BF）は、エネルギーと遮蔽厚さに対す
る数値で与えられる。
・エネルギー群構造はデフォルト群構造(10kev-30MeVの29群）
・遮蔽厚さは約40から80mfpの間で計算リソースの許す範囲で整備する。mfp
単位の代わりにcm単位で与える。
・光核反応で発生する中性子と捕獲γ 線の寄与を考慮する。ただし、中性子は
γ 線とは分けて、BFに準じた考え方で扱う。

MC計算でマイナーな干渉性散乱等を考慮すると、遮蔽厚さによってmfp長が微妙
に変化する。よって、従来のように減衰係数の逆数として一定のmfp長を与える
と、遮蔽厚さをcmからmfp単位に換算するときに誤差を生じる。これを避けるた
め、mfpを用いず、特性値は全てcm単位で直接与えられるようにする。

5.1
RI核種とその線源強度を指定
する場合

 線源データは、線源ファイル作成ツール（11.1参照）を用いて、次の方法で指
定して定義する。線源情報は線源ファイルとして保存・読込可能にする。
・ICRP 107ライブラリからRI核種を選択して強度（Bq)を与える。
・外部の線源作成コード（ORIGEN等）で作成した出力の取込み

線源データをサポートツール(11.1参照）を使ってユーザが定義できることは、デー
タの再利用の観点から有利。
放射線データを特定のエネルギー群構造に振り分ける場合の注意：
・エネルギーの下限カットオフはデフォルトを10keVとし、それ未満の値は指定不
可とする。

γ 線を、最低群の中に含めるか否かの選択（デ
フォルトでは含める）

5.2
エネルギ群毎に放出率を直接
入力する場合

放出率（photon/sec）を各エネルギー群に直接入力する。
エネルギ群構造は基本的にデフォルト群構造による。

従来のQAD系コードの入力の仕方である。
測定で得られたスペクトル・放出率データを線源に取込む場合に便利

6.1
BF値が正確に与えられる組込
材料の整備

単元素26種、混合物8種の組込みが求められるが、実用性から優先度の高い
10種程度を組込材料を整備する。

新勧告及び上記4.3で示した与え方に従い、減衰係数・BF値をMC計算により高い
精度で与える。

6.2 BFレファレンス材料の選択

線源から評価点の間の直線上に存在する遮蔽材のうち、一つをBFレファレン
ス材料として選択する。基本、保守的な結果を与える材料が自動的に選択さ
れる。ただし、用意されたBF値の適用範囲外にある材料や特殊な体系の場
合、ユーザが別途材料やBF値を指定する必要がある。

選択したBFレファレンス材料だけがビルドアップ計算の対象になる。
一般に、評価点に近い最後の遮蔽か、または最大のビルドアップを示す（つまり
MFP長が最長）材料を自動選択する。もしBFの適用範囲外にある材料や特殊な
体系の場合、画面上に、線源から評価点の間にある遮蔽材リストと特性値が現れ
て、指定をサポートする機能があると便利。

6.3
選択したBFレファレンス材料に
よる点減衰核法の計算につい
て

BFレファレンス材料のBF値をもって、線源と評価点の間にある全ての遮蔽材
のBF値を代表する。よって、全ての遮蔽材厚さの合計に対して、そのBF値を用
いた点減衰核法のビルドアップ計算を行う。
なお、減衰には各遮蔽材の減衰係数値をそれぞれ用いる。

　QAD等と同様の計算法であり、大抵の遮蔽体系において良い近似を与える。た
だし、斜め透過及び二重層遮蔽で不都合を生じる可能性があるため、下記のとお
り、特別に計算する機能を設ける。

6.4 斜め透過対応

点減衰核法は、本来、遮蔽体を垂直に透過する場合のビルドアップを計算す
る。ここでは、スラブ等、特定形状の遮蔽体に対して、入射角度でBF値を補正
を行い、ある程度の角度まで斜めに透過するケースに拡張して、合理的な評
価を行う。

実際に線量を評価したい位置からみて、線源から放射線が遮蔽体を斜めに横切
る場合がある。点減衰核法の制約から、これまで遮蔽体を垂直に横切るように評
価点の位置を調整することがあったが、そうせずとも合理的な評価を可能にする。
特に薄めの遮蔽体で問題になる。

6.5 二重層遮蔽対応

点減衰核法は、本来、単層の遮蔽体のビルドアップ計算に対応する。ここで
は、よく使われる特定の二種類のスラブ遮蔽材料の組み合わせが現れたと
き、特別に透過線量を合理的に評価する方法を検討する。なお、組込材料の
組み合わせを基本とし、カスタム・ミックス材料の使用を保留する。

二重層は効率的な遮蔽のためによく現れる。BF値を各層の材料でミックスしたり、
片方の層で代表したりすると結果の誤差が大きくなることが知られている。いくつ
かの手法を試験的に導入、検討する。
　・実効原子番号によるBF補間（カスタム材料のBF自動計算と同じ）
　・透過行列法によるBF計算
　・順透過スペクトル法による透過計算

最新の知見に基づく遮蔽計算
法の見直し部分

材料情報入力

線源情報入力

ビルドアップ係数（BF）レファレ
ンス情報入力
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連番 仕様・機能カテゴリー 概要 仕様・機能案 仕様選定の背景・事由

7.1 計算パラメータ入力
体積線源の線量計算で用いら
れる積分法パラメータ設定

体積線源の場合、メッシュの切り方が結果に影響することがある。ポイントカー
ネル数値積分でガウス求積法を導入して対処する。求積次元や積分メッシュ
分割の細かさをユーザ指定可とするが、線源サイズ及び線源と評価点の距離
をもとに自動判定も行う。

・ メッシュサイズが粗すぎると真値から外れ、細かいほど計算時間長。

・ 線源から線量点が近いと高次の求積が必要になり、計算時間長。

の収束性を上げるため。

8.1 タイトル・説明の登録
計算ケースのタイトル・説明の
登録

入力情報全体を総称して計算ケースと呼ぶ。計算ケースに関する最低限の説
明をテキストで記載。

入力を作成した計算の目的や説明を入力に登録することは、入力の再利用や見
直し、バージョン管理に不可欠である。

9.1 計算出力について

基本出力：入力で指定した各エ
ネルギーに対する評価点の非
衝突線フルエンス率
(photons/cm2/sec)、
及びエネルギーフルエンス率
(MeV/cm2/sec）

線量当量出力：測定や被ばく評価と比較するため、括弧内の勧告による換算
係数を用いて算出する。
・空気カーマ率 (ICRP74, 現状10MeVまで)
　・空気中の照射線量率 (空気カーマ率から変換, 10MeVまで)
・皮膚等価線量(ICRP116, AP照射体系、男女別)
・眼の水晶体等価線量（ICRP116、AP照射体系）
・実効線量 (ICRP116、6種の照射体系)
・Hp(3)　（IEC62387, JIS4345)

新勧告に従って換算係数を見直す。なお、最近W値の補正がICRU90で発表され、
照射線量・空気カーマに係る改定の可能性がある。
国内法令では、局所被ばくとして皮膚と眼の水晶体の等価線量を参照するため、
それらの換算係数の整備を優先する。

る。
・2021年4月から、眼の水晶体線量は「70μ m、3mm、1cmの各線量当量のうち適
切なもの」で評価する方針。委員講演を踏まえてHp(3)の評価を補足的に行う。

9.2 出力レポートの提示
次の二種類のレポート作成
・ケースサマリー
・計算結果の数表

・計算を再現するのに必要な全ての入力エコー

種類のフルエンス率を示す。

ケースサマリーの作成は再現計算や結果の説明にとって重要である。
なお、ビルドアップなしの結果の提示は、ビルドアップの効果を知って結果の妥当
性を確認するための参考になる。

9.3 遮蔽材の特性値の提示
計算で使用した材料の線減衰
係数とＢＦの値を列挙する。

出力レポートとして下記の情報を作成して提示・保存する。

・ 評価点に対して選択されたＢＦレファレンス材料、及び使用されたエネルギー
と遮蔽厚に対するＢＦ値

 ・表示目的は、別の計算コードの結果と比較して差異の理由を調べるため。 大
抵、遮蔽体の減衰係数の値が僅かな差異が原因である。

10.1 カスタム材料作成ツール カスタム・ミックス材料組成画面

材料の構成要素名、重量%、相対原子数を入力する。
高Z元素を含んだ構成要素が全体の10wt%以上を占めたら警告を発する。理
由は、低エネルギーの光電吸収エッジで発生する特異点発散が、実効原子番
号による補間では補正困難なため。

線量計算とは独立して、カスタム材料を作成するためのサポートツールがあると、
材料データの整理と再利用に便利である（10.1参照）。
特性値の自動計算に関する注意はユーザ側で意識すべきだが、一応警告する。

10.2
GUIで、ユーザ定義の材料作成
を支援する。

ビルドアップ係数作成画面 BF値の配列(行を遮蔽厚cm、列をエネルギーとした2次元表)を作成する。

BF作成に3つのオプションが選択可

10.3

カスタム材料とは、構成要素ご
とにバルク密度及び原子数密
度を指定した混合物のこと。構
成要素とは、元素または化合物
を意味する。

光電吸収エッジ画面
低エネルギーに吸収エッジがある場合、断面積の不連続を解消するための補
間を指示する。BF値の補間、あるいは作成したBF値のチェックに用いられる。

必要な入力情報は、断面積不連続部（光電吸収エッジ）の「数」、「エネルギー」、
「エッジ前後のビルドアップ係数」
光電吸収エッジの効果は、特定の材料とエネルギーにのみ現れるため、こうした
例外的な扱いをする。

10.4
 カスタム材料・ミックス材料の
BF値の自動計算について

　構成要素のBFデータを読み込み、データを補間してBF値（表）を自動生成す
る。BF値の自動計算には、実効原子番号、エネルギー、遮蔽厚さに対して、構
成要素のBF値表を補間する必要がある。特に要素の原子番号による補間近
似の信頼性に注意する。

　構成要素の実効原子番号によるBF値の補間手法は、Sakamoto-NSE論文に基
づく。信頼性について、必要に応じて警告する。BF値のエネルギー内挿について
旧来GP法が適用されたが、計算機能力の向上から、構成要素に詳細なBF値表
を持たせて一般的な補間法の適用性を検証する。

10.5 ビルドアップ係数表示画面 カスタム材料のBF値を表形式、またはがグラフで描画
　カスタム材料に対して、減衰係数及びＢＦ値の妥当性をグラフや数表で確認する
機能。主に自動計算による結果の確認。

10.6 減衰係数表示画面 線減衰係数、または質量減衰係数を表形式、またはグラフで表示 同上
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連番 仕様・機能カテゴリー 概要 仕様・機能案 仕様選定の背景・事由

10.7 材料ファイルの保存・読み込み
組成及び特性値の情報を材料情報として、材料ファイルに保存可能にする。ま
た、以前作成した材料ファイルを読み込んで再利用可能にする。

カスタム・ミックス材料の特性値とは、実効原子番号、実効原子量、密度、エネル
ギー毎の質量減衰係数とBF値を指す。材料組成の定義から自動的に作成される
が、直接入力も可能とする。

11.1 線源ファイル作成ツール 線源データ作成を支援する。
上の5.1及び5.2に示した線源データの設定を画面上で支援するツールである。
作成した線源データは、線源ファイルとして保存したり、また読み込むことを可
能にする。

画面上で、ライブラリの核種リストから核種を選択したり、与えられた群構造を沿っ
て放出率を入力したりする作業のサポートは便利。線源データをファイル単位で
整理することで再利用に資する。

11.2 核種インポートツール
線源データを外部コードで作成
した出力ファイルから取り込
む。

応用によっては、ORIGENコード等、外部の代表的なツールで線源データを作
成する機会がある。その場合、核種情報を逐一入力せずに済む。

基本的に、上の線源ファイル作成ツールの一機能として組み込んでもよい。

12.1 内臓データの確認表示
内臓データが正しく読み込まれ
て設定されているか表示確認
する。

使用材料の特性値
線量換算係数
単位系変換係数
数学定数その他のパラメータ

データが正常に入力され、また読み込まれていることを確認する目的なので、開
発当初の優先度は低い。データが多くなり、実際的な利用や結果の比較検証を行
う場合に必要になる機能である。

13.1 妥当性簡易検証ツール
付属の参照問題を用いて、計
算が正しく実行されることの検
証をサポートする。

V&V用の参照問題に対する入力例と正しい出力例を用意しておき、自動的に
入力例を実行して、計算出力と正しい出力例を比較する。いくつか参照問題を
用意してパスするか確認する。

コード開発やデータ更新等でプログラムが期待通りに動作することを確認し、バグ
やミスを簡単にチェックするのに便利。なお、より厳密に検証するためのV&Vパッ
ケージが別にあるが、その代替を意図したものではない。
コードの開発が進み、一通り実行できるようなったら実装を検討する。

14.1 二重層遮蔽対応ツール

特定の二重層遮蔽の順列組み
合わせに対して、透過線量の
合理的な算出をサポートする。

線源から評価点の間にある遮蔽材の探索において、特定の遮蔽層の順列組
み合わせが見つかったら二重層とみなし、このツールで指定した計算法を用い
て透過計算を行う。計算法は、下記のオプションから選択する。

・ ＭＣ法計算でダイレクトに整備した二重層BFデータ使用
・ その他

透過行列法や順透過スペクトル法の場合、特定の二重層の順列材料組み合わ
せ、及び各層の厚さに対して計算パラメータを予め用意し、透過計算で用いる。
遮蔽体の形状はスラブのみに対応。カスタム・ミックス材料には対応せず、当初は
組込材料の組み合わせによる。
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1. 遮蔽計算用の組込材料リスト 

 

表 1 に、遮蔽計算用の組込材料リスト、及び各材料に対して決定した密度値及び組成の

出典を示す。以降、表中に示した各材料に対する組成と密度の決定根拠について述べる。 

 

表 1 本事業で整備する遮蔽計算用の組込材料リスト 

連番 物質名 密度(g/cm3) 組成等出典 備考 

1 炭素 2.2 理科年表  

2 アルミニウム 2.7 理科年表  

3 鉄 7.8 鉄 100% 不純物を考慮し、密

度を保守的に調整 

4 銅 8.9 銅 100% 同上 

5 鉛 11 Sb 等、断面積の大

きい不純物を考慮 

同上 

6 タングステン 19 理科年表  

7 空気 1.205 ✕ 10-3 NIST ANSI/ANS-6.4.3, 

NBS-29 に準ずる 

8 水 1.0 実務マニュアル  

9 コンクリート- ANL 2.1 ANL-5800  後で選択する可能性

あり 10 コンクリート- Si 系 2.1 AESJ-CONC 標準案 

11 コンクリート- Ca 系 2.1 AESJ-CONC 標準案 

12 コンクリート- NBS 2.1 NBS29 密度変更 

13 鉛ガラス 2.23 実務マニュアル  

14 アクリル樹脂 1.19 実務マニュアル  

15 ポリエチレン 0.92 ANSI/ANS-6.4.3 高密度 

16 土壌 1.5 

（暫定） 

ANSI/ANS-6.4.3 

Sand（調査中） 

組成調査中 

次年度決定 

17 ステンレス 

SUS304 

（調査中） （調査中） 委員会の要請 

次年度決定 

 

 

2. 各組込材料に対する組成と密度の決定根拠 

2.1 組成及び密度決定の考え方 

組成と密度は、基本的に遮蔽計算でよく使用している値を推奨値とする。候補が複数あっ

て根拠に欠ける場合は、専門家の意見を参考にして保守的に選択、あるいはジャッジする。 
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2.2 単体元素 

検討の結果、鉄と鉛については下記組成で作成することとした。 

・鉄 7.8g/cm3  鉄 100％ 

・鉛 11.0g/cm3 Sb 等、断面積の大きい不純物を考慮 

鉛について、理科年表上の 100％密度は 11.34g/cm3 だが、下記の点からその保証が難し

いため、保証できる数値として 11.0g/cm3を設定した。慣例的にみても妥当と考える。 

・製作精度 

・硬度を上げるため添加する Sb(アンチモン)等の影響 

その他単体元素の密度については、経験上討議材料に乏しい。炭素、アルミニウム等の単

体元素については、密度を減少させない理科年表[1]の記載値を用いて実施することが妥当

と考える。 

 

2.3 コンクリート 

コンクリート 2.1g/cm3  (通常の遮蔽計算で使用)とする。参考にした代表的な密度と組成

の文献値は下記のとおり。密度については、最も保守的な結果を与える 1 実務マニュアル

と最新の 5 原子力学会標準案の値を採択した。 

1. 実務マニュアルデータ集[2] (元文献：ANL-5800[3] pp660 ) 2.1g/cm3 

2. ANS/ANS-6.4.3 [4](元文献：NBS concrete[5]) 2.35 g/cm3 

3. JAERI-M6928[6] (国内遮蔽でよく使用されるが出所不明) 2.15 g/cm3 

4. AESJ ビルドアップ係数標準[7]（元文献：NBS concrete）2.35 g/cm3 

5. AESJ コンクリート組成標準案（策定中）[8] Si 系／Ca 系、2.1g/cm3 

  

 組成についても同様に、実務マニュアルと原子力学会標準の組成をベースとする。原子力

学会標準は未刊であるが、ドラフトを見る限り、骨材の違いによって岩石（Si）系との石灰

（Ca）系の二種類の組成が規定される予定である。 

ここで、過去に実施した NBS-29[5]の組成との差異を確認する目的で、次の組成も検討対

象とする。代表ケースについて各組成による透過計算を実施し、後で保守的な結果を与える

組成に整備対象を絞ることを検討する。 

 ・ ANS/ANS-6.4.3 (NBS concrete) 2.1 g/cm3 

 

なお、原子力学会標準では、密度変更による組成の調整方法についても規定が予定されて

いる。必要に応じて、カスタム材料の定義による密度計算に反映する。 

 

2.4 空気 

空気の密度を、1.205E-03 g/cm3 とする。参考にした代表的な密度と組成の文献値は下記

のとおり。密度について、下記 2 から 5 の代表的文献で採用されている値を採択した。な
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お、理科年表[1]によると乾燥空気で 1.293E-3 g/cm3(0°、1 気圧)であるが、湿度による H2O

の増加や温室効果ガス CO2 他による増加変動もありうるため、保守側に文献値を採用して

妥当と考えられる。 

1. NBS-29 密度記載無し 

2. ANS/ANS-6.4.3 (元文献：NBS Air だが 1 とは元素 C を含む相違あり) 1.205E-3 

g/cm3 

3. AESJ ビルドアップ係数標準 1.205E-3 g/cm3  密度・組成とも 2 と同じ 

4. JAERI-M6928 1.205E-3 g/cm3 (元素 C を含む、Ar は無い) 

5. NIST X-Ray Mass Attenuation Coefficient Table 2 Material 1.205E-3 g/cm3 [8] 

6. Reactor Handbook Second Edition 密度記載無し [10] 

7. Eckerman 1993 密度記載無し [11] 

8. Patterson, Accelerator Health Physics 1973 密度記載無し [12] 

 

組成について、代表的な文献値を表 2 に列挙して比較検討する。 

NBS-29 組成は、ANS/ANS-6.4.3、あるいはアイソトープ手帳の元文献であるが、他の組

成と比較すると元素 C が含まれないという違いがある。なお、現在 US NIST で公開されて

いる空気組成は、ANSI/ANS-6.4.3 と異なる組成である。 

AESJ BF 標準の組成は ANSI/ANS-6.4.3 を出典とするため、元は NBS-29 データであ

る。 

ANSI/ANS-6.4.3 は 1977 年と古い時代なのでそれに拘らず設定をすることとする。 

JAERI-M 6928 の組成には元素 Ar が含まれていない。当時 Ar 核データが不要と考えら

れたものを推測されるが、重量割合で約 1.3%含まれるため無視できない。よって、Ar を含

む別の組成を選定することが適当である。 

保健物理分野で用いられる ICRU の Air, Dry(near sea level)は、NIST データ[9]を元文

献としており、元素 C、Ar を含み、密度 1.205E-03 g/m3である。最近、アメリカ DOE の

支援を受けて作成された PNNL レポート[13]でも NIST データを元としており、アメリカ

では、NIST データが標準的に使用されている可能性が高いと推測される。ただし、NIST

データ自体の出典は不明である。 

過去によく使用された Reactor Handbook[10]の組成は、ICAO の 1937 年データを元と

するが、C を含めた他元素で 0.013%と設定されている。これを CO2 とみなして分配する

ことで C を含む組成を作成可能である。 

JAEA 外部被ばく研究者が時折使用する Eckerman のデータ[11]は、40％湿度のデータ

であり、元素 H を微量含んでいる。被ばく線量計算用としては良いが、遮へい計算用とし

ては H を含まない方が安全側と考えられる。 

加速器の放射化計算で用いられる Patterson の空気組成データ[12]は、他の組成データと

比べて同等である。 
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以上の検討から、多くの組成文献の出典である NBS29 か、または NIST の空気組成デー

タの使用が適当と考えられるが、大抵の組成データに元素 C が含まれることから、NIST デ

ータの方を採択する。
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表 2 空気組成の比較 単位：weight fraction 

元素 

NBS-29[4] ANSI/ANS-

6.4.3[4] 

Air Harima 

ANSI/ANS- 

6.4.3[4] 

calculation 

JAERI-M 6928[6] 

AIR 

NIST[9] 

 

Reactor 

Handbook 

Tipton[10] 

Eckerman 

1993[11] 

Table 

II.2.  

Patterson 

1973[12] 

P521 

H     1.0000E-05   0.00064  

C    0.00014 1.2554E-04 0.000124  0.00014 1.6E-4 

N 0.755 0.755 0.75519 7.5470E-01 0.755268 0.75553 0.75086 0.755 

O 0.232 0.232 0.23179 2.3233E-01 0.231781 0.23152 0.23555 0.23 

Ar 0.013 0.013 0.01288   0.012827 0.01283 0.01281 0.013 

Total 1.0000E+00 1.0000E+00 1.0000E+00 9.8717E-01 1.000000 1.000000 1.00000  

Density(g/cm3) - 1.2050E-03 1.2050E-03 1.2049E-03 

(Sum:1.1894E-03) 

1.2050E-03 - -  

備考  出典:NBS-29 出典:NBS-29 と

あるが C があ

る。AESJ標準同

じ 

 NIST/ICRU 

データ出所

不明 

ICAO TN 

3182、その

他元素を

0.013%とす

る。 

湿度 40％  
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2.5 土壌 

土壌の組成は、遮蔽評価における重要性は高いものの標準案の検討は進んでいない。γ線

の遮蔽を検討するなら主に密度を考慮すればよいが、中性子の遮蔽を検討する場合は元素

による差異を考慮する必要がある。土壌の組成は地域によってコンクリートより更にばら

つきがあり、水分等も変動する。 

ここで参考にした代表的な密度と組成の文献値は下記のとおり。 

1. ANSI/ANS-6.4.3 播磨[4] Sand  1.6g/cm3 

2. JAERI-M-8171 ガンマ線スカイシャイン計算コード BCG[14] 1.52 g/cm3 

3. JAERI-M-84-038 SOIL(N.T.S) [15] 1.7 g/cm3 

4. JAERI-M-93-020 HILO86R[16] (Engineering Compendium on Radiation Vol II[17]

が元文献) 

5. JAERI-M 85-004 [18] 航空機γ線サーベイ用、同様の目的の文献が他にもある。 

 

組成について、代表的な文献値を表 3 に列挙して比較検討する。 

ANSI/ANS-6.4.3播磨とJAERI-M-93-020の組成は、Engineering Compendium Average 

Soil 10% H2O をベースとする。 

その Engineering Compendium は 1937 年の旧いデータであり、SiO2 が 70～80％位の

平均的組成で、密度 1.0 に規格化されている。よって密度を別途決める必要がある。 

ANSI/ANS-6.4.3 播磨の sand 密度は 1.6g/cm3 としているが、これは Engineering 

Compendium の砂(Sand)の密度表(Table 51.61)から、乾燥純水晶(rammed)に対する 1.60-

1.92g/cm3 の最小値を採用したと推測される。Engineering Compendium の密度表(Table 

51.60)に示された泥(mud)も同等の密度としているが、砂は平均的に泥より重いはずである。

乾燥バラスト(Perfectry Dry loose)の密度は 1.15～1.28 範囲にある。 

遮蔽用途ではなく、航空機ガンマ線サーベイに係る文献 JAERI-M85-004 記載の乾燥土

壌密度は、実測ベースで 0.82~1.5 の範囲にある。同様の目的の別文献[19][20]に記載の乾燥

土壌密度は、0.8～1.6 の範囲にある。最新の ICRP 144 も同様の文献を引用した土壌データ

を用いており、最も保守的な下限として密度 0.8 位を想定しうる。 

なお、理科年表では、SiO2 結晶は 2.2g/cm3、普通の土は約 2 g/cm3 とかなり重い想定で

ある。Engineering Compendium Volume 2 p.31 9.1.8.1 の記述によると、土壌中の SiO2

は、45%～95%の範囲にあることから、SiO2 分の密度は 2.2×45%=0.99～2.09 g/cm3 の範

囲に入るため、他の成分を考慮して、上限として 2 g/cm3位を想定しうる。 

以上、組成については、過去の経緯を重視してEngineering Compendium 記載のAverage 

Soil 10% H2O と Average Soil H2O 無しの組成を代表とみなし、保守性の観点から、後者の

水を含まない組成を採用する。密度については、次年度に決定するが、1.5～1.7 あたりを設

定する例が多いため、暫定的に 1.5g/cm3を採用する。組成は密度で調整して用いる。 
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表 3 土壌の組成比較 単位：weight fraction 

元素 ANSI/ANS-

6.4.3[4] 

Harima sand 

JAERI-M 

8171[14] 

JAERI-M-84-038 

SOIL N.T.S. 

[15] 

JAERI-M-93-020 

[16] 

Engineering 

compendium Table 

9.2-83 Average 

Soil 10% H2O[17] 

Engineering 

compendium 

Table 9.1-19 

Average Soil[17] 

Eckerman1993 

[11] 

H 0.0111 2.4910E-02 9.6163E-03 1.1097E-02 1.1097E-02 0.0000E+00 2.1000E-02 

C      0.0000E+00 1.6000E-02 

O 0.5367 5.6936E-01 5.4369E-01 5.3668E-01 5.3668E-01 4.7330E-01 5.7700E-01 

Na  1.0060E-02    2.8400E-02   

Mg  6.7333E-03    2.1100E-02   

Al 0.0784 1.0009E-01 1.2857E-01 7.8409E-02 7.8409E-02 8.2400E-02 5.0000E-02 

Si 0.2660 2.1206E-01 3.1812E-01 2.6583E-01 2.6583E-01 2.8100E-01 2.7100E-01 

K 0.0251 4.3487E-03  2.5061E-02 2.5061E-02 2.6400E-02 1.3000E-02 

Ca 0.0347 9.8886E-03  3.4607E-02 3.4607E-02 3.6500E-02 4.1000E-02 

Ti  4.7734E-03    0.0000E+00   

Fe 0.0483 5.8388E-02  4.8315E-02 4.8315E-02 5.0900E-02 1.1000E-02 

Total 1.0003E+00 1.0006E+00 1.0000E+00 1.0000E+00 1.0000E+00 1.0000E+00 1.0000E+00 

Density(g/cm3) 1.6 1.52059 

(sum 1.5215) 

1.7 1.0 1.0 - - 

出典 記 載 な い が 、

Engineering 

compendium と同

等 

- 記載なし Engineering 

compendium と同

等 

  Jacob 
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2.6 ステンレス 

研究レビュー委員会の意見に基づいて、追加された材料である。SUS304 または 316 が

候補であるが、ここでは SUS304 を整備する。遮蔽材料の設定では一般に、ステンレスを

鉄で代用することが多いが、次年度に検討して組成と密度を決定する。 

 

 

原子個数密度算出式 

物質の密度及び元素の重量比が分かっている場合の原子個数密度は下式で計算できる。 

 

i

avoimix
i

A

Nw
N


   －(1) 

ここで、Ni  ：i 番目の元素の原子個数密度(atom/b/cm～1024 atom/cm3) 

 ρmix ：混合物質の密度(g/cc) 

 wi  ：i 番目の元素の重量比(-) 

 Ai  ：i 番目の元素の原子量(g/mol)[3] 

 Navo ：アボガドロ数(=6.022140758E+23 atoms/mol)[3] 

     ⇒0.60221140758atoms-cm2 /b /mol 

 

中性子計算では、同位体存在比を乗じて作成する。原子量及び同位体存在比は、理科年表

最新版である、2019 記載値とする。原子量の数値に幅がある場合はその平均値を使用する。 
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遮蔽線量計算用データベースのテーブル設計 

目次 

1.データベースファイル......................................................... 1 

2.減衰係数データ .............................................................. 2 

3.ビルドアップ係数データ....................................................... 3 

4.線量換算係数データ........................................................... 6 

5.係数データファイル構成管理 ................................................... 6 

6.核種線源ライブラリ........................................................... 7 

7.物質組成ライブラリ........................................................... 8 

8.(1-g)補正係数ファイル ........................................................ 9 

9.エネルギ範囲まとめ ........................................................... 9 

10.計算する出力線量について .................................................... 9 

11.有効桁数について........................................................... 10 

12.XCOM K-X線エネルギの扱いについて .......................................... 10 

 

 

1.データベースファイル 

データベースのテーブル設計を行う、基本データファイルを下記に示す。 

1)減衰係数ファイル 

 atten_xcom.dat 基本固定 

2)ビルドアップ係数ファイル(全線量／直接線) 

 bf_icrp_116_eap.dat デフォルト ICRP Pub.116 E(AP)実効線量 

 bf_icrp_116_epa.dat ICRP Pub.116 E(PA)実効線量 

 ・・・（※計算するデータセット分の整備が必要） 

 bf_icrp74_air_kerma.dat 空気カーマ 

3)換算係数ファイル 

 conv_icrp_116_eap.dat デフォルト ICRP Pub.116 E(AP)実効線量 

 conv_icrp_116_epa.dat ICRP Pub.116 E(PA)実効線量 

 conv_icrp74_air_kerma.dat 空気カーマ(ICRP74) 

 ・・・（※計算するデータセット分の整備が必要。ビルドアップ係数ファイルと同数） 

4)ライブラリ設定ファイル(lib_setting.dat) 

 上の 3つのファイル設定を記述するファイル(アプリの configから変更・保存可) 

・ICRP Pub.116 E(AP)実効線量(デフォルト) 
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 bf_icrp_116_eap.dat 

 conv_icrp_116_eap.dat 

 ・・・ 

5) 核種ライブラリ  

次年度に検討予定 

6) 物質組成ライブラリ  

標準物質組成ライブラリ(lib_material.dat) 

7) (1-g)補正係数ファイル  

1-g補正係数ファイル(conv_1-g.dat) 

 

 

2.減衰係数データ 

内容：単一元素、混合物質のエネルギと線減衰係数(μ/ρ:cm2/g)の数表 

データ構造：元素毎、混合物質毎、エネルギ毎、K-X線等のデータを含めることができるよ

うにする。エネルギの横に K-X D/Uといった記号を入れる。 

テーブル書式を下記に示す。データ行で ’または ! がある場合、それ以降はコメント行

とする。 

減衰係数ファイル(atten_xcom.dat) 

Photon Mass Attenuation coefficient data (free) ref.: XCOM<タイトル 

z=  1,ele=”H “,name=”hydrogen” 

EGrp=28 !エネルギ群数 28個が列挙される。K-X線分により数字は可変。 

Energy(MeV)     mu/rho(cm2/g) 

1.00000E-02    3.854E-1  

・・・ 

3.00000E+01   1.741E-2 

<BLANK> 

z=  2, ele=”He“, name=”helium” 

EGrp=28 !  

・・・ 

<BLANK> 

z=82, ele=”Pb“, name=”lead” 

EGrp=28  ! 

・・・ 

8.80044E-02    X.XXX   K-X D ＜－K-X線の下側 

8.80045E-02    X.XXX   K-X U ＜－K-X線の上側 

・・・ 
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	2-2-3_UMICネットワーク構成図20210105b
	_bnd_2-2-4
	2-4_01
	第53回日本保健物理学会研究発表会　WEB大会

	2-4_02
	2-4_03_New
	2-4_04_New
	2-4_11
	2-4_20
	2-4_21
	2-4_22_New
	2-4_23
	2-4_24
	2-4_25

	_bnd-2-2-5
	2-5_01
	2-5_02
	001
	002
	003
	004

	2-5_03




	R2a1.pdfから挿入したしおり
	20202106_令和2年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業.pdfから挿入したしおり
	20202106_令和2年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業.pdfから挿入したしおり
	付属資料
	〇
	空白ページ

	Wang and Yasuda (2020).pdf
	Introduction 
	On the Reproductive System 
	Effects on Female Reproductive System 
	Effects on Male Reproductive System 

	On Embryonic and Fetal Development 
	Effects on the Developing Embryo and Fetus 
	Effects on Developing Brain 
	Effects on Adult-Onset Noncancer Diseases 

	On Other Effects Related to Reproductive Ability 
	Lowering Fecundability 
	Sexual Dysfunction 

	Summary 
	References

	第
	空白ページ

	令和２年度緊急時放射線防護ネットワーク構築報告書統合版
	別添
	環境モニタリング分野における力量の目安及びガイドの目次案
	１．力量の目安について
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6

	別添
	避難退域時検査事前演習（宮城県）�視察報告
	演習概要
	演習の流れ
	演習の様子（1/2）
	演習の様子（2/2）
	演習視察における気づき点（1/2）
	演習視察における気づき点（2/2）


	〇代表者会議報告書案
	2.4.1　放射線防護アカデミア参加学会による人材育成の取り組み
	日本放射線影響学会、日本放射線安全管理学会、日本保健物理学会では、年次大会やシンポジウムなど学会が主催するイベントやWebを通じて、放射線防護人材の確保・育成に関連するセッションを企画・開催し、若手のポストマッチングや中堅のキャリアアップを支援する場を提供した。また本事業に若手を参画させることで、若手の活性化を行った。
	 日本放射線影響学会の取り組み（参考資料1）
	・第63回学術大会（WEB開催、福島市）に時期を合わせて、第7回キャリアパス・男女共同参画委員会企画セミナーをオンライン開催した。この取り組みでは、学生を含めた20代若手会員と中堅・シニア会員とのグループディスカッションが行われ、これが、キャリアパスやポスト開拓の話題などに関する若手と中堅・シニア会員との意見交換の場の提供になり、若手会員より参考になったとの好評を得た。
	・日本放射線影響学会とは別組織として活動してきた「若手放射線生物学研究会」を、2020年3月に「若手部会」として当該学会に統合した。これにより、若手部会の財政的基盤が安定し、若手会員の活躍の場が広がった。
	・今年度より、若手会員が学会活動に参画し、活躍する機会を増やすために、学会内の主要な委員会に若手部会が推薦する会員を含めて、14名の40歳未満の若手会員を委員として加えた。
	 日本放射線安全管理学会の取り組み（参考資料2）
	・第19回日本放射線安全管理学会学術大会において、若手セッションを企画し、3名の若手が、放射線生物学、核医学、放射線教育分野の発表を行った。
	・若手奨励金事業を学会規程化し、1 名あたり10 万円、各年度2 名を限度に若手が旅費、研究費として使え、研究活動実績ともなる奨励金を公募選考により授与した。また規程を変更し、准教授以上の授与を避けることにした。
	・昨年度行った放射線防護アカデミア会員のアンケート調査を分析し、日本放射線安全管理学会の現状報告を行った。
	 日本保健物理学会の取り組み（参考資料3）
	・「若手研究会（40歳以下の有志学会員）、「学友会（正・準学会員有志）」、「教員等協議会（教職員有志）」の組織を再整備し、確実な活動実施のための予算を優先的に確保、担当理事を新たに設置した。「若手研」「学友会」及び「教員等協議会」の３組織の合同会議を月１回のペースで開催、相互の情報・課題共有や課題解決に向けた議論等を通じて連携を強化した。この成果は、学会企画シンポジウム「学友会と若手研活動を通して見えた日本保健物理学会 ～未来に向けた提案～」（令和３年１月27日）で公表され、学会員と意見交換された。
	・「若手研」及び「学友会」組織の運営について、学会理事会が積極的に後方支援した。
	・若手研主催で「内部被曝モデル勉強会（シリーズ）」をオンライン形式で開始した。
	・IRPAの下で組織されている若手ネットワーク（IRPA-YGN）を通じて、IRPA-15（令和3年1月18～2月5日、オンライン＋韓国）で若手企画セッション等の計画・運営を主導的に行った。
	2.4.2　放射線防護分野のグローバル若手人材育成
	〇参考資料
	参考資料
	空白ページ



	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ




	R2a2.pdfから挿入したしおり
	20202106_令和2年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業.pdfから抽出した内容1.pdfから挿入したしおり
	20202106_令和2年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業.pdfから挿入したしおり
	20202106_令和2年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業.pdfから挿入したしおり
	付属資料
	〇
	空白ページ

	Wang and Yasuda (2020).pdf
	Introduction 
	On the Reproductive System 
	Effects on Female Reproductive System 
	Effects on Male Reproductive System 

	On Embryonic and Fetal Development 
	Effects on the Developing Embryo and Fetus 
	Effects on Developing Brain 
	Effects on Adult-Onset Noncancer Diseases 

	On Other Effects Related to Reproductive Ability 
	Lowering Fecundability 
	Sexual Dysfunction 

	Summary 
	References

	第
	空白ページ

	令和２年度緊急時放射線防護ネットワーク構築報告書統合版
	別添
	環境モニタリング分野における力量の目安及びガイドの目次案
	１．力量の目安について
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6

	別添
	避難退域時検査事前演習（宮城県）�視察報告
	演習概要
	演習の流れ
	演習の様子（1/2）
	演習の様子（2/2）
	演習視察における気づき点（1/2）
	演習視察における気づき点（2/2）


	〇代表者会議報告書案
	2.4.1　放射線防護アカデミア参加学会による人材育成の取り組み
	日本放射線影響学会、日本放射線安全管理学会、日本保健物理学会では、年次大会やシンポジウムなど学会が主催するイベントやWebを通じて、放射線防護人材の確保・育成に関連するセッションを企画・開催し、若手のポストマッチングや中堅のキャリアアップを支援する場を提供した。また本事業に若手を参画させることで、若手の活性化を行った。
	 日本放射線影響学会の取り組み（参考資料1）
	・第63回学術大会（WEB開催、福島市）に時期を合わせて、第7回キャリアパス・男女共同参画委員会企画セミナーをオンライン開催した。この取り組みでは、学生を含めた20代若手会員と中堅・シニア会員とのグループディスカッションが行われ、これが、キャリアパスやポスト開拓の話題などに関する若手と中堅・シニア会員との意見交換の場の提供になり、若手会員より参考になったとの好評を得た。
	・日本放射線影響学会とは別組織として活動してきた「若手放射線生物学研究会」を、2020年3月に「若手部会」として当該学会に統合した。これにより、若手部会の財政的基盤が安定し、若手会員の活躍の場が広がった。
	・今年度より、若手会員が学会活動に参画し、活躍する機会を増やすために、学会内の主要な委員会に若手部会が推薦する会員を含めて、14名の40歳未満の若手会員を委員として加えた。
	 日本放射線安全管理学会の取り組み（参考資料2）
	・第19回日本放射線安全管理学会学術大会において、若手セッションを企画し、3名の若手が、放射線生物学、核医学、放射線教育分野の発表を行った。
	・若手奨励金事業を学会規程化し、1 名あたり10 万円、各年度2 名を限度に若手が旅費、研究費として使え、研究活動実績ともなる奨励金を公募選考により授与した。また規程を変更し、准教授以上の授与を避けることにした。
	・昨年度行った放射線防護アカデミア会員のアンケート調査を分析し、日本放射線安全管理学会の現状報告を行った。
	 日本保健物理学会の取り組み（参考資料3）
	・「若手研究会（40歳以下の有志学会員）、「学友会（正・準学会員有志）」、「教員等協議会（教職員有志）」の組織を再整備し、確実な活動実施のための予算を優先的に確保、担当理事を新たに設置した。「若手研」「学友会」及び「教員等協議会」の３組織の合同会議を月１回のペースで開催、相互の情報・課題共有や課題解決に向けた議論等を通じて連携を強化した。この成果は、学会企画シンポジウム「学友会と若手研活動を通して見えた日本保健物理学会 ～未来に向けた提案～」（令和３年１月27日）で公表され、学会員と意見交換された。
	・「若手研」及び「学友会」組織の運営について、学会理事会が積極的に後方支援した。
	・若手研主催で「内部被曝モデル勉強会（シリーズ）」をオンライン形式で開始した。
	・IRPAの下で組織されている若手ネットワーク（IRPA-YGN）を通じて、IRPA-15（令和3年1月18～2月5日、オンライン＋韓国）で若手企画セッション等の計画・運営を主導的に行った。
	2.4.2　放射線防護分野のグローバル若手人材育成
	〇参考資料
	参考資料
	空白ページ



	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ





	R2a3.pdfから挿入したしおり
	20202106_令和2年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業.pdfから挿入したしおり
	20202106_令和2年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業.pdfから挿入したしおり
	付属資料
	〇
	空白ページ

	Wang and Yasuda (2020).pdf
	Introduction 
	On the Reproductive System 
	Effects on Female Reproductive System 
	Effects on Male Reproductive System 

	On Embryonic and Fetal Development 
	Effects on the Developing Embryo and Fetus 
	Effects on Developing Brain 
	Effects on Adult-Onset Noncancer Diseases 

	On Other Effects Related to Reproductive Ability 
	Lowering Fecundability 
	Sexual Dysfunction 

	Summary 
	References

	第
	空白ページ

	令和２年度緊急時放射線防護ネットワーク構築報告書統合版
	別添
	環境モニタリング分野における力量の目安及びガイドの目次案
	１．力量の目安について
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6

	別添
	避難退域時検査事前演習（宮城県）�視察報告
	演習概要
	演習の流れ
	演習の様子（1/2）
	演習の様子（2/2）
	演習視察における気づき点（1/2）
	演習視察における気づき点（2/2）


	〇代表者会議報告書案
	2.4.1　放射線防護アカデミア参加学会による人材育成の取り組み
	日本放射線影響学会、日本放射線安全管理学会、日本保健物理学会では、年次大会やシンポジウムなど学会が主催するイベントやWebを通じて、放射線防護人材の確保・育成に関連するセッションを企画・開催し、若手のポストマッチングや中堅のキャリアアップを支援する場を提供した。また本事業に若手を参画させることで、若手の活性化を行った。
	 日本放射線影響学会の取り組み（参考資料1）
	・第63回学術大会（WEB開催、福島市）に時期を合わせて、第7回キャリアパス・男女共同参画委員会企画セミナーをオンライン開催した。この取り組みでは、学生を含めた20代若手会員と中堅・シニア会員とのグループディスカッションが行われ、これが、キャリアパスやポスト開拓の話題などに関する若手と中堅・シニア会員との意見交換の場の提供になり、若手会員より参考になったとの好評を得た。
	・日本放射線影響学会とは別組織として活動してきた「若手放射線生物学研究会」を、2020年3月に「若手部会」として当該学会に統合した。これにより、若手部会の財政的基盤が安定し、若手会員の活躍の場が広がった。
	・今年度より、若手会員が学会活動に参画し、活躍する機会を増やすために、学会内の主要な委員会に若手部会が推薦する会員を含めて、14名の40歳未満の若手会員を委員として加えた。
	 日本放射線安全管理学会の取り組み（参考資料2）
	・第19回日本放射線安全管理学会学術大会において、若手セッションを企画し、3名の若手が、放射線生物学、核医学、放射線教育分野の発表を行った。
	・若手奨励金事業を学会規程化し、1 名あたり10 万円、各年度2 名を限度に若手が旅費、研究費として使え、研究活動実績ともなる奨励金を公募選考により授与した。また規程を変更し、准教授以上の授与を避けることにした。
	・昨年度行った放射線防護アカデミア会員のアンケート調査を分析し、日本放射線安全管理学会の現状報告を行った。
	 日本保健物理学会の取り組み（参考資料3）
	・「若手研究会（40歳以下の有志学会員）、「学友会（正・準学会員有志）」、「教員等協議会（教職員有志）」の組織を再整備し、確実な活動実施のための予算を優先的に確保、担当理事を新たに設置した。「若手研」「学友会」及び「教員等協議会」の３組織の合同会議を月１回のペースで開催、相互の情報・課題共有や課題解決に向けた議論等を通じて連携を強化した。この成果は、学会企画シンポジウム「学友会と若手研活動を通して見えた日本保健物理学会 ～未来に向けた提案～」（令和３年１月27日）で公表され、学会員と意見交換された。
	・「若手研」及び「学友会」組織の運営について、学会理事会が積極的に後方支援した。
	・若手研主催で「内部被曝モデル勉強会（シリーズ）」をオンライン形式で開始した。
	・IRPAの下で組織されている若手ネットワーク（IRPA-YGN）を通じて、IRPA-15（令和3年1月18～2月5日、オンライン＋韓国）で若手企画セッション等の計画・運営を主導的に行った。
	2.4.2　放射線防護分野のグローバル若手人材育成
	〇参考資料
	参考資料
	空白ページ



	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ




	R2Hirao.pdfから挿入したしおり
	20202303令和2年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（ICRP2007年勧告等を踏まえた遮蔽安全評価法の適切な見直しに関する研究）事業.pdfから挿入したしおり
	成果報告書本文
	3.2.2 計算する線量種類の選定
	3.2.3　遮蔽線量計算用データベースのテーブル設計
	3.2.4 遮蔽材料の減衰係数算出
	3.2.5 遮蔽材料のビルドアップ係数算出

	3.3 作成した遮蔽線量計算用データの例示
	3.3.1 係数データベース構成管理ファイル
	3.3.2 減衰係数データファイル
	3.3.3 線量換算係数データファイル
	3.3.4 ビルドアップ係数データファイル
	4.2.3　光中性子線量ビルドアップ係数の定義について
	4.2.4 減衰係数の算出で考慮するガンマ線の相互作用について
	4.2.5 試計算の結果、及び今後の検討事項



	付録Ⅰ MicroShield Pro 技術仕様と受容性評価
	付録Ⅱ 海外規制利用コードのVNV検証項目と受容性評価
	付録Ⅲ 遮蔽計算法見直し提案と研究レビュー委員会意見
	付録Ⅳ ガンマ線遮蔽計算コードの海外実態調査で用いた調査票
	付録Ⅴ 新勧告取入れで求められる遮蔽計算法・計算コードの仕様・機能一覧
	付録Ⅵ 組込材料の組成・密度決定の根拠
	付録Ⅶ 遮蔽計算用DBのテーブル設計
	付録Ⅷ ガンマ線ビルドアップ係数グラフ
	付録Ⅸ 光中性子ビルドアップ係数グラフ
	付録Ⅹ ガンマ線遮蔽線量計算コードの基本設計内容
	付録Ⅺ 成果発表資料





	資料２－２－４ 令和４年度事後評価対象課題 成果報告書（令和２年度）_10_3.pdfから挿入したしおり
	資料２－２－４ 令和４年度事後評価対象課題 成果報告書（令和２年度）_10.pdfから挿入したしおり
	資料２－２－４ 令和４年度事後評価対象課題 成果報告書（令和２年度）.pdfから挿入したしおり
	R2d1.pdfから挿入したしおり
	20202113_令和2年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（健全な放射線防護実現のためのアイソトープ総合センターをベースとした放射線教育と安全管理ネットワーク）事業.pdfから挿入したしおり
	report_watabe.pdfから挿入したしおり
	表1.3-1. 参加研究機関(◯：ネットワーク代表機関)
	1.4.1. 本年度より実施した新たな取組と成果
	１)大学等放射線施設協議会と共同で「学内の放射線業務従事者情報管理体制に関するアンケート」 を実施した。このアンケートはそれぞれの大学における従事者管理の現状を調査し、本事業が目指す全国一元管理の参考とするものである。このアンケートにより従事者一元管理の参考となる情報を得ることができた。本アンケートの結果の一部は、放射線安全管理学会学術大会のシンポジウムにおいて紹介した。
	２)SINETの専用線(L2-VPN)の利用が容易ではない機関を安全に本ネットワークに接続する技術を実証するため、対向VPNルータによる接続試験を行なった。この試験を行うことにより、本システムが様々な機関に拡大し得ることを確認した。
	1.4.2. 本年度の学会等での発表
	本年度も様々な学会等で本ネットワークの取り組みを紹介、広報した。学会発表は以下の通りである。
	学会発表(シンポジウム)
	全体会議2020_570424763
	2-2-1_富士電機報告
	2-2-2_標準ファイルフォーマットコンバータの開発
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	・今年度より、若手会員が学会活動に参画し、活躍する機会を増やすために、学会内の主要な委員会に若手部会が推薦する会員を含めて、14名の40歳未満の若手会員を委員として加えた。
	 日本放射線安全管理学会の取り組み（参考資料2）
	・第19回日本放射線安全管理学会学術大会において、若手セッションを企画し、3名の若手が、放射線生物学、核医学、放射線教育分野の発表を行った。
	・若手奨励金事業を学会規程化し、1 名あたり10 万円、各年度2 名を限度に若手が旅費、研究費として使え、研究活動実績ともなる奨励金を公募選考により授与した。また規程を変更し、准教授以上の授与を避けることにした。
	・昨年度行った放射線防護アカデミア会員のアンケート調査を分析し、日本放射線安全管理学会の現状報告を行った。
	 日本保健物理学会の取り組み（参考資料3）
	・「若手研究会（40歳以下の有志学会員）、「学友会（正・準学会員有志）」、「教員等協議会（教職員有志）」の組織を再整備し、確実な活動実施のための予算を優先的に確保、担当理事を新たに設置した。「若手研」「学友会」及び「教員等協議会」の３組織の合同会議を月１回のペースで開催、相互の情報・課題共有や課題解決に向けた議論等を通じて連携を強化した。この成果は、学会企画シンポジウム「学友会と若手研活動を通して見えた日本保健物理学会 ～未来に向けた提案～」（令和３年１月27日）で公表され、学会員と意見交換された。
	・「若手研」及び「学友会」組織の運営について、学会理事会が積極的に後方支援した。
	・若手研主催で「内部被曝モデル勉強会（シリーズ）」をオンライン形式で開始した。
	・IRPAの下で組織されている若手ネットワーク（IRPA-YGN）を通じて、IRPA-15（令和3年1月18～2月5日、オンライン＋韓国）で若手企画セッション等の計画・運営を主導的に行った。
	2.4.2　放射線防護分野のグローバル若手人材育成
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